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 アジア経済研究所図書館運営業務 官民競争入札実施要項（案） 

平成 21 年 10 月 23 日 

（独）日本貿易振興機構 

１．趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年６月２日法律第 51 号。以下「法」と

いう。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享受

する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透

明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より

良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すものである。 

上記を踏まえ、独立行政法人日本貿易振興機構（以下「機構」という。）理事長は、公共サービス

改革基本方針（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）別表において官民競争入札の対象として選定された、

機構の「アジア経済研究所図書館運営業務」について、公共サービス改革基本方針に従って、官民競

争入札実施要項（以下「実施要項」という。）を定めるものとする。 

 

２．運営業務の詳細な内容およびその実施に当たり確保されるべき質に関する事項 

（１）アジア経済研究所図書館の概要 

アジア経済研究所図書館（以下「アジ研図書館」という。）は、開発途上国・地域の経済・政治・

社会などに関する調査研究、資料情報の収集、それら成果の提供を目的とするアジア経済研究所の

一部門（図書資料部）として 1960 年に設置された。アジ研図書館は、開発途上国・地域が、今後

我が国の経済協力、貿易相手先として重要性を増すとの考えの下に、設置当初から開発途上国・地

域の基礎的・専門的資料・情報（学術書、現地新聞、雑誌、統計資料、地図、マイクロフィルム、

電磁的記録媒体など、以下「図書館資料」という。）を安定的、継続的に収集・整理し、今日では

約 60 万冊の蔵書を有し、アジア経済研究所の研究者をはじめ、国内外の大学、シンクタンクの開

発途上国研究者、政府、マスコミ関係者、学生等の利用に供してきている。 

アジ研図書館においては、機構の中期計画および各年度の事業計画等に従い、開発途上国・地域

に習熟した職員を中心に、アジア経済研究所の研究者との協力・連携の下に選書している。また、

収集・受入れした図書館資料は目録規則および図書館分類表に基づいて整理し、目録データベース

を作成するとともに、雑誌については記事索引もデータベース化している。このため、アジ研図書

館の図書館資料は、現地語の一部および特殊資料を除き、所蔵状況および雑誌記事索引をオンライ

ンで検索することが可能となっている。 

利用者に対するサービス提供は、平日ならびに第１および第３土曜日を開館日として実施してい

る。（その他の土曜日・日曜日・祝祭日・年末年始・月末最終日は閉館日としている。）また、直接

来館が難しい利用者にも利用の途を提供すべく、ジェトロビジネスライブラリー（東京）内にアジ

研図書館サテライトを設置しているほか、専門図書館協議会加盟館、NACSIS -ILL 参加館との図書

館間相互貸借などを実施している。さらに、2008 年度からはアジア経済研究所の賛助会員にも図

書の貸出サービスを新たに開始するなど利用促進を図り、広く開発途上国問題に関心を持つ国民へ

の知的インフラの提供に努めている。 

機構は、アジ研図書館における図書館資料の整理および閲覧・利用者サービスに係る業務（以下

「運営業務」という。）を官民競争入札の対象とし、アジ研図書館が上記目的の下でこれまでに実

施してきた業務を点検し、見直すとともに、開発途上国問題に係る専門図書館として、社会的にさ
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らなる貢献を良質かつ低廉に果していくことを目指すこととする。 

名称 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館 

所在地 

 

〒261-8545 

千葉県千葉市美浜区若葉３丁目２番２号 

規模 総面積 9,151.395 ㎡ 

蔵書 図書                       587,775 冊       (2009 年３月末現在)

 洋書(現地語含む)        257,139 冊 

 和書               86,425 冊 

  中国書                41,928 冊 

  朝鮮・韓国書              21,196 冊 

  統計資料                 113,328 冊 

 製本雑誌             67,759 冊 

 継続受入雑誌        1,277 タイトル 

 継続受入新聞          103 タイトル 

雑誌 3,552 タイトル 新聞 470 タイトル 地図 53,865 枚 

マイクロフィルム 86,642 リール マイクロフィッシュ 48,406 枚 

ビデオテープ 439 本 ＣＤ等 3,797 枚 

来館者数 5,843 人(2008 年度実績) 

主な利用者 機構職員等および国内外の大学・研究機関の開発途上国研究者ならびに学

生、政府、マスコミ関係者 

開館時間 月－金曜日、第１、第３土曜日 10:00～18:00 

休館日 その他の土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始および月末最終平日 

資料分類法 国際十進分類法（UDC）簡略版に基づき独自に制定したアジ研図書館分類

表による 

図書館システム 富士通の図書館システム「 iLiswave-J」※および NACSIS-CAT/ILL 

その他 設立当初から著作権法第 31 条により複写サービスが認められる図書館で

ある。 

情報公開法施行令による図書館等の施設に指定済み。（2003 年） 

 ※なお 2011 年 3 月 31 日にリース契約終了につき、2011 年 4 月 1 日からは新システムを導入するこ

とを検討中。 

 

（２）官民競争入札の対象となる運営業務の詳細 

本官民競争入札の対象となる業務は、以下に示す業務である。なお、業務実施方法の詳細につい

ては、別紙「仕様書」を参照すること。また本運営業務を実施するに当たっては、民間事業者の創

意工夫を反映し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上）、および経費の削

減等に努めるものとする。民間事業者は、各業務の現行基準として示す各仕様に対し、改善提案が

ある場合は、書面で具体的な方法等を示すとともに、現行基準レベルの質が確保できる根拠等を提

案すること。 
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 （整理業務） 

①! 受入業務（別添仕様書 第１章 II. p.８～11） 
現地からの直接購入、国内外の書店からの購入、国内外の政府関係機関、研究所等からの寄贈・

交換等により収集した図書館資料の受入れを行う。受入業務は、アジ研図書館蔵書目録データベ

ース（iLiswave-J 以下「ローカルシステム」という。）に新規受入資料に関する登録を行う。雑

誌については、四半期ごとに、全ての継続受入雑誌タイトルについて到着状況を確認し、四半期

が終了した翌月の５営業日以内（ただし第 4 四半期については当該年度の 3 月 31 日まで）に、未

着・欠号の状況を機構に報告する。 

② 目録作成業務（別添仕様書 第１章 III. p.12～25） 

受入資料の書誌・所蔵レコードをローカルシステム上に登録し完成すると同時に、アジ研図書館

が参加している大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所（以下「NII」と

いう。）の目録所在情報サービス（NACSIS-CAT/ILL）の参加館として総合目録データベース

（NACSIS-CAT）(以下「NC」という。)へも書誌・所蔵レコード登録を行う。 

言語の面で目録対象としている主な資料は、日本語、英語のほか、中国語、韓国語、インドネシ

ア語、タイ語、ベトナム語、マレー語、ビルマ語、ラオス語、アラビア語、ペルシャ語、トルコ

語、スペイン語、ポルトガル語、フランス語、ロシア語等で記載されているものである※。 

※多言語への対応に関する現在の実施方法については、情報開示の７．その他アジ研図書館業

務運営に係る基礎情報（３）多言語整理業務補助に要した臨時雇用者数を参照。 

目録作成および装備業務について、民間事業者がアジ研図書館外で作業を行う場合は、企画書に

記載するものとし、搬出・搬入、移動中の事故等により図書館資料を毀損または滅失した場合に

は、原状回復または同図書館資料の代替品を納入する。 

③ 装備業務（別添仕様書 第１章 IV. p.26～28） 

盗難防止用磁気テープの貼付、請求記号ラベルの作製と貼付を行うとともに、必要に応じて、

カバーや帯および正誤表や付属資料の処理を行う。 

④ 雑誌記事索引作成業務（別添仕様書 第１章 V. p.28～32） 

受入済みの採録対象誌から記事を選び、雑誌記事索引を作成し、ローカルシステムに登録する。

採録対象は、アジア経済研究所の調査研究の対象となる開発途上国・地域の経済、政治、社会な

ど社会科学分野の主題を取り扱ったもので、かつ４頁以上の記事とする。ただし、アジア経済研

究所が刊行する雑誌に掲載された記事については全て入力対象とする。現在、採録対象にしてい

る記事の言語は、日本語、英語のほか、中国語、韓国語、インドネシア語、マレー語、アラビア

語、スペイン語、ポルトガル語、フランス語である。 

※多言語への対応に関する現在の実施方法については、情報開示の７．その他アジ研図書館業

務運営に係る基礎情報（３）多言語整理業務補助に要した臨時雇用者数を参照。 

 (閲覧・利用者サービス業務) 

⑤ 来館利用者対応業務（別添仕様書 第２章 II. p.33～36） 

イ．利用案内、検索方法、機器の操作補助、所蔵調査（別添仕様書 第２章 II.１～３ p.33～

35） 

利用者に対して、必要に応じて利用方法の説明、OPAC での検索方法の説明、館内の施設やサ

ービス等の案内を行い、希望者にはアジ研図書館ホームページや電子図書館機能についても紹

介する。電子ジャーナルや外部データベースについては、内容と操作方法を利用者に対し説明
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する。 

また、再来館時の入館手続きを簡略・迅速化するために、希望者に対して入館カードを発行す

る。 

このほか、検索に不慣れな利用者に対しては、利用者の求めに応じて、OPAC、NACSIS-CAT、国

会図書館 OPAC などを用いて、利用者の求める資料の代行検索を行う。 

ロ．閉架書庫別置資料の出納（別添仕様書 第２章 II.４ p.35） 

アジ研図書館の図書館資料のうち、マイクロ資料、CD-ROM、地図、新聞バックナンバー、特殊

コレクション、劣化資料、貴重書などに関しては、閉架書庫に保管されているため、利用者の

求めに応じ出納する。 

ハ．見学案内（別添仕様書 第２章 II.５ p.35） 

見学希望者に対し、図書館の概要説明および館内案内を行い、アジ研図書館に対する理解の促

進と外部利用者の新規開拓を図る。 

ニ．月末休館日の対応（別添仕様書 第２章 II.６ p.35） 

月の最終平日は休館とし、書架調整、館内整理等を行う。また機構職員等に対する貸出・返却

手続き、および遠隔地から来館した外部利用者に対する閲覧・利用者サービスを行う。 

ホ．専門的レファレンスの取り次ぎ（別添仕様書 第２章 II.７ p.36） 

代行検索、参考図書等、民間事業者が回答可能なレファレンスの域を超えるレファレンスにつ

いては、機構に連絡し、以降のレファレンス対応を機構に引き継ぐ。 

へ．外部利用者アンケート（別添仕様書 第２章 II.８ p.36） 

アジ研図書館をより利用しやすい図書館とするため、機構が作成したアンケート用紙の、配布、

回収を行う。 

ト．クレーム対応（別添仕様書 第２章 II.９ p.36） 

外部閲覧者、機構職員等を問わず、閲覧業務、図書館利用に係る質問、クレームに対応し、問

題解決を図る。 

⑥ 配架（別添仕様書 第２章 III. p.36～37） 

イ．新着資料の配架と書架調整（別添仕様書 第２章 III.１～２ p.36～37） 

新着の図書館資料は新着図書コーナーに一定期間展示した後に配架を行う。また図書の自然増

に伴う書架調整を適宜行う。 

ロ．資料の再配架と配架修正（別添仕様書 第２章 III.３～４ p.37） 

a 書架の図書館資料配置の乱れを防ぎ、また利用統計を取るため、利用者には利用した図書館

資料は直接書架に戻さず、返却台または閲覧カウンターに返却してもらうことを周知させる。 

b 閲覧後に返却された図書館資料は、利用統計集計のため、ハンディターミナルで図書館資料に

貼付されたバーコードの読み取り後に再配架する。 

c 再配架の際に、図書館資料に破損等がないか、図書館資料が請求記号順に配架されているかな

ど配架状況について点検し、配架の間違いを見つけた場合は修正する。 

⑦ 閲覧環境整備（別添仕様書 第２章 IV. p.38～40） 

閲覧席、利用者用ロッカー、コピー機、ブックディテクション、電動式集密書架等の設備・機器

の動作確認を行う。この際、機構が所有し、民間事業者に使用を許可した設備・機器に異常が発

見された場合は、機構に報告し、機構の指示を仰ぐこととする。また、館内のサインの新規作成

または修正が必要な場合は、案を作成し、機構と協議する。 
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⑧ 貸出業務（別添仕様書 第２章 V. p.40～44） 

イ．利用者登録（別添仕様書 第２章 V.１ p.40～41） 

機構職員等およびその他（アジ研研究会外部委員、機構 OB、賛助会員）でアジ研図書館資料

の貸出を受ける事ができる者を、申請に基づきローカルシステムに登録する。役員および職員

についてはＩＤカードにより登録を行い、他の者については所定の申請書により登録し利用者

カードを発行する。また利用登録を受けた者がアジ研図書館資料の貸出を受けられる地位を失

ったときは、貸出資料の存否を確認した上で、利用者登録を抹消する。 

ロ．貸出・返却（別添仕様書 第２章 V.２～３および７ p.41～42、44） 

ローカルシステムによる貸出・返却処理のほか、NACSIS-ILL システムを通じた貸出・返却処

理を行う。貸出・返却・督促手続きは「アジア経済研究所図書館の運営に関する内規」（平成 15

年日本貿易振興機構内規第 86 号）の規定に基づき行う。 

ハ．機構内図書館との相互貸借（別添仕様書 第２章 V.４ p.42） 

来館が困難な外部利用者のために、ジェトロビジネスライブラリー（東京）内のアジ研サテラ

イト、ビジネスライブラリー（大阪）、各地方事務所でアジ研図書館の図書館資料を閲覧に供し

ており、依頼があった場合図書館資料の貸出送付を行う。 

ニ．その他の図書館間相互貸借（別添仕様書 第２章 V.５～６ p.42～43） 

NACSIS-ILL、専門図書館協議会および千葉市図書館情報ネットワーク協議会の各加盟館と相互

貸借を行う。 

⑨ 複写サービス業務（別添仕様書 第２章 VI. p.44～47） 

イ．外部利用者に対する複写サービス（別添仕様書 第２章 VI.１～３ p.44～46） 

利用者自身によるセルフコピー、スタッフによる複写サービスのいずれの場合も、利用者の申

し込み内容が著作権法の範囲内かどうか、資料の状態が複写可能かどうかを検分し、複写の可

否を判断した上で、複写サービスを提供する。 

ロ．非来館者に対する複写サービス（別添仕様書 第２章 VI.４～５ p.46） 

NACSIS-ILL を通じた複写受付、遠隔地利用者を対象とした郵送による複写サービスを行う。

また研究所役員および職員、アジ研客員研究員からの求めに応じて、NACSIS-ILL を通じ、加盟

館等への複写依頼サービスを行う。 

ハ．複写サービスに係る料金の徴収および支払（別添仕様書 第２章 VI.７ p.47） 

複写サービスの提供、複写依頼の受付で生じた複写料金（手数料を含む）を徴収し、機構の請

求に基づき入金する。図書館間相互貸借および複写サービスで発生した郵送料は、民間事業者

が徴収、あるいは負担する。ただし、複写依頼で要した複写料金については、機構の負担とす

る。 

⑩ 蔵書点検・管理（別添仕様書 第２章 VII. p.47～49） 

契約期間中に統計資料（約 11 万冊規模）の蔵書点検を実施する。蔵書点検終了後、結果を機構

に報告し、機構と協議の上、所在不明資料処理などの適切な処置を行う。 

⑪ 製本業務（別添仕様書 第２章 VIII. p.49～50） 

原則として受入れから２年を経過した継続受入雑誌をタイトル別に合冊製本する。ただし、雑

誌架に収納しきれない雑誌（分厚いもの、刊行頻度が高いもの）は、２年未満であっても合冊製

本する。欠号がある場合は、補充した上で製本する。 

⑫ 資料補修・劣化資料対策（別添仕様書 第２章 IX. p.50～53） 
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貸出および配架の際に発見した図書館資料の破損で軽微なものについては、簡易補修を施す。ま

た、破損が著しい場合には、補強製本を行う。劣化・破損が著しく、かつ補修が困難な資料につ

いては、閉架書庫に別置する。 

⑬ アジ研図書館運営に関する統計作成業務（別添仕様書 第３章 p.54～61） 

運営業務の実施に関する資料受入統計、資料配架統計、雑誌記事索引登録統計、利用者統計、

資料利用統計、資料複写統計、相互貸借依頼・複写依頼統計、製本統計などを毎月末集計し、機

構に提出する。 

 

（３）業務の引継ぎ 

機構は、民間事業者が落札者となった場合、図書館運営業務実施期間の開始までの間に、従来の

業務内容を明らかにした書類等により、民間事業者に十分な業務の引継ぎ等を行うものとする。ま

た、落札者となった民間事業者は、その図書館運営業務実施期間の次の期間における図書館運営業

務を落札する者に対し、契約期間満了前に同様の業務の引継ぎ等を行うものとする。なお、機構は

業務の引継ぎ等に関する経費は負担しない。 

 

（４）業務フロー図の変更、業務マニュアルの作成 

民間事業者は、機構が運営業務の実施方法を把握することを目的として作成した現状の業務フロ

ー図を変更しようとする場合は、修正した上で機構に報告すること。 

また、民間事業者は、要求水準の達成に配慮した暫定業務マニュアルを作成し、業務開始の２週

間前までに機構に提示すること。暫定業務マニュアルに基づいて業務を遂行し、必要に応じて修正

した上で業務マニュアルを確定させ、業務開始後 3 ヶ月以内に機構に提示すること。なお、暫定版、

確定版に関わらず、マニュアルに重要な変更をする場合は機構に確認すること。 

 

（５）運営業務の実施に当たり確保されるべきサービスの質 

本運営業務の実施にあたり確保されるべき質および最低限満たすべき水準は以下のとおりとする。 

① 整理業務において最低限満たすべき水準 

整理業務においては、利用者（OPAC による検索を利用する者を含む）が、目的とする図書館資

料に的確にアクセスでき、さらに受入れた図書館資料を速やかに利用できるように、整理・配架

することが求められる。 

このため、以下に掲げる水準を確保して、整理業務にあたること。 

イ．受入業務を仕様書に定めたとおりに行うこと。 

ロ．NII の目録システムコーディングマニュアルに従って、書誌レコードを作成すること。また

所蔵レコードの作成と NC への登録、レコード調整などを行うこと。なお、レコード調整につ

いては、レコード調整に着手後、仕様書に定める期限内に終えること。 

ハ．装備業務を仕様書に定めたとおりに行うこと。 

二．機構から図書館資料を受領してから配架までを仕様書に定める期限内に行うこと。 

ホ．雑誌記事索引採録対象誌から採録対象記事を適切に選定し、雑誌記事索引を作成すること。

受入後、雑誌記事採録対象誌、雑誌記事を採録しない雑誌それぞれについて仕様書に定める期

限内に配架すること。 

②閲覧・利用者サービス業務において確保されるべき質および最低限満たすべき水準 
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閲覧・利用者サービス業務においては、図書館に関連する法令およびアジ研図書館の利用に関

する規則等を遵守すること、ならびに利用者がスムーズかつ快適に利用・閲覧することができる

ように、図書館資料の正確な配架と適切な管理を実施し、利用者に対して適切かつ十分な案内と

情報の提供を行うことが求められる。 

このため、以下に掲げる質および水準を確保して、閲覧・利用者サービス業務にあたること。 

イ．アジ研図書館利用者アンケート調査（外部利用者向けおよび職員向け）の以下に掲げる項目

において、満足度（お役立ち度）の値が、白紙回答および「利用していない」を選択した回答

を除いた回答数を母数として４段階評価の上位２つで平均 80％以上を確保すること。なお外

部利用者向けアンケートの回収率は、60％以上を達成すること。 

なお、アンケートの質問内容については、本件官民競争入札の対象業務に関するもの以外に、

図書館運営改善の参考とするための項目も含まれており、毎年見直しているが、以下に掲げる

本業務の評価に関わる項目については、変更しない。（※アンケートの全体的なイメージにつ

いては別添参照） 

a. 外部利用者アンケートの「6.サービス全般について」のうち、 

・書棚の配置・案内表示 

・入退館時の説明 

・特殊資料の出納・操作説明（マイクロフィルム、地図、CD-ROM、電子資料） 

・カウンターでの対応全般 

・資料相談 

・複写サービス 

b. 外部利用者向けアンケートの「8. その他の非来館型サービスについて」のうち、 

・郵送・Fax による文献複写サービス 

・他の図書館を通じたアジ研図書館資料の貸出サービス 

・アジ研サテライトサービス 

c.職員向けアンケートの「6. サービス全般について」のうち、 

・書棚の配置・案内表示 

・特殊資料の出納・操作説明（マイクロフィルム、地図、CD-ROM、電子資料） 

・カウンターでの対応全般 

・外部の図書館からの借り出し 

・外部の図書館への文献複写依頼 

 

ロ．以下の業務が仕様書に定めたとおりに実施されまたは機構に報告されていること 

a 利用者登録が仕様書に定めたとおりに登録され、更新・削除手続きが仕様書に定めたとおり

に行われていること。 

b 蔵書点検を仕様書に定めたとおりに実施していること。配架場所の誤りの修正、不明資料の

捜索、所蔵レコードの誤記の修正、未登録資料のローカルへの登録などの必要な処理が仕様書

に定めたとおりに行われ、機構に遅滞なく報告されていること。 

c 製本業務について、仕様に定めたとおりの製本となっているか、誤りが無かったかを製本後

の所蔵登録・修正時に確認していること。 

d 資料補修・劣化対策業務について、仕様書に定めたとおりに対策を行い、機構に報告してい
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ること。 

ハ．以下の２項目について、期限内に実施すること。 

a 図書館間相互貸借または郵送、メールその他による遠隔地からの複写受付について、アジ研図

書館からの依頼、アジ研図書館への依頼のそれぞれについて仕様書に定める期限内に依頼し、

発送すること。 

b 毎月および毎年度提出が求められるアジ研図書館運営に関する統計を作成し、提出すること。 

 

（６）モニタリング 

各業務に必要とされる水準が維持されているかを確認するために、機構により下記についてモニ

タリングを行う。 

 （整理業務） 

①目録作成業務 

書誌・所蔵データの品質を維持するため、機構職員が四半期ごと（第１回目は業務開始から２

週間後、第２回目は第 1 四半期終了時、第３回目以降は四半期ごと）にローカルシステムおよび

NC に新規に登録された書誌・所蔵データ（関連するリンク先のデータを含む）について、書誌・

所蔵データの重複の有無および品質の確認を行う。第１回目の確認においては、新規に登録され

た書誌・所蔵データの全件調査を行う。第２回以降は、新規に登録された書誌・所蔵データから

無作為にデータを 15％抽出しモニタリングを行う。 

モニタリングに際して民間事業者は、目録作成が完了した資料のデータ（バーコード番号、書

誌 ID、タイトル、請求記号、NCID）を記載したリストを電子媒体（EXCEL ファイル）および紙媒

体で提出すること。なお第１回目のモニタリングの際には、あわせて現物資料も提出すること。 

瑕疵(データ入力や記述文法等の誤り)が発見された場合は、指摘を受けた書誌・所蔵レコード

について、瑕疵指摘後１週間以内に修正を行なうこと。当該期間に作成したレコードの再点検に

ついては機構と相談の上行うこと。再点検後、修正を行った書誌・所蔵データについて業務月報

で報告すること。その後機構が再度モニタリングを行う。 

② 雑誌記事索引作成業務 

雑誌記事索引レコードの品質（データ入力の正確性、記事選択の適切性、付与された件名およ

び地域／国の適切性）を維持するため、機構職員が四半期ごと（第 1 回目は業務開始から２週間

後、第２回目は第１四半期終了時、第３回目以降は四半期ごと）に新規に登録された雑誌記事索

引について、品質の確認を行う。第 1 回目の確認においては、新規に登録された雑誌記事索引の

全件調査を行う。第２回以降は、新規に登録された雑誌記事索引から無作為にデータを 15％抽出

しモニタリングを行う。 

瑕疵(データ入力や記述文法の誤り、必要な記事の採録漏れ、不適切な記事の採録、不適切な件

名や地域／国コードの付与等)が発見された場合は、指摘を受けたレコードについて、瑕疵指摘後

１週間以内に修正を行わなければならない。当該期間に作成したレコードの再点検については機

構と相談の上行うこと。再点検後、修正を行った書誌・所蔵データについて業務月報で報告しな

ければならない。その後機構が再度モニタリングを行う。 

 (閲覧・利用者サービス業務) 

③ 閲覧・利用者サービス業務全般に係るモニタリング 

運営業務の質に示した利用者アンケート調査結果や業務月報、月例報告会でモニタリングを行
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う。 

④ 図書館間相互貸借・複写サービス業務 

NACSIS-ILL その他による図書館相互貸借・複写提供が、仕様書に定められた期限内に完了して

いるか、ローカルシステムの帳票「ILL 一覧帳票」と業務月報で確認する。 

⑤ 製本業務 

製本方法やタイトル、請求記号について、機構職員が年２回程度サンプル調査を行う。機構に

瑕疵(背文字のタイトルや請求記号の誤り、欠号代紙の挿入ミスや挿入漏れ、合冊順序の誤り等)

が指摘された場合は、再点検し、機構に指摘された瑕疵を含めて発見された瑕疵の修正を行なう

こと。なお修正期限については機構と協議すること。 

⑥ 資料補修・劣化資料対策業務 

資料補修・劣化資料対策業務について、講じた対策の適切性および資料の劣化を理由として貸

出・複写を謝絶した資料について、判断の妥当性を、機構職員が四半期ごとにサンプル調査を行

う。 

 

（７）委託費の支払い方法（民間事業者が落札者となった場合） 

機構は民間事業者から本実施要項 11．（１）①ロ.の業務月報の提出を受け、11．（１）②の月例

業務報告会により、運営業務の実施状況を確認した上で、民間事業者からの当該月分の適法な請

求書に基づき、報告を受けた日から 40 日以内に契約金額の 24 分の 1 の委託費を支払う。なお、

当該月に２．（６）のモニタリングを実施した場合には、その結果も踏まえ委託費の支払いを行う

ものとする。 

 

（８）資料複写収入等の徴収（民間事業者が落札者となった場合） 

民間事業者は、資料複写による収入・支出について、業務月報にその明細を記載し、機構は、

確認した上で、民間事業者に対して資料複写収入の請求または資料複写支出の支払を当月末まで

に行う。なお、月々の民間事業者の資料複写収入の機構への支払い、機構の民間事業者に対する

複写料金の支払いおよび月々の委託費の支払いは、それぞれ個別に支払い手続を行い、相殺しな

い。 
 

（９）費用負担等に関するその他の留意事項 

 ① 消耗品費 

本運営業務を実施する上で利用者および民間事業者が使用する消耗品で別添「図書館消耗品一

覧」に記載されたものについては、民間事業者からの請求に応じ支給するものとする。また別添

「図書館消耗品一覧」に記載の消耗品以外については、民間事業者が自ら負担することとする。 

② 機構が民間事業者に使用を許した機器等の維持・修理費 

機構は、本運営業務を実施する上で民間事業者に使用を許可した機器等が、通常の使用の範囲

内において故障その他使用に耐えなくなったときは、機構が機器等の修理費用を負担する。 

③ 光熱水費およびセキュリティその他の費用 

機構は、民間事業者が本運営業務を実施するのに必要な電気・水の使用に係る費用および建物

管理上のセキュリティに係る費用その他を負担する。 
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３．運営業務の実施期間に関する事項 

  当該業務の実施期間は、平成 22 年４月１日から平成 24 年３月 31 日までの２年間とする。 

   

４．入札参加者に必要な資格に関する事項 

（１）法第 10 条各号に該当する者でないこと。 

（２）予算決算および会計令（昭和 22 年４月 30 日勅令第 165 号。以下「予決令」という。）第 70 条の

規定に該当しない者であること｡（なお、未成年者、被保佐人または被補助人であって契約締結の

ため必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。） 

（３）予決令第 71 条の規定に該当しない者であること｡ 

（４）機構の競争参加資格に関する内規（平成 21 年日本貿易振興機構内規第 135 号）第３条第１項に

定める競争参加資格者名簿に記載された者であり、平成 19・20・21 年度分の競争参加資格として、

同内規第 12 条の規定に基づき、業種区分「物品の販売」または「役務の提供等」のＡ、Ｂまたは

Ｃ等級に格付けされている者であること。 

（５）機構の契約に関する内規（平成 21 年日本貿易振興機構内規第 134 号）第 12 条の規定に該当し

ない者であること。 

（６）会社更生法（平成 14 年 12 月 13 日法律第 154 号)に基づき更正手続開始の申立てがなされている

者または民事再生法(平成 11 年 12 月 22 日法律第 225 号)に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者（手続開始の決定後、再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（７）法人税ならびに消費税および地方消費税の滞納がないこと。 

（８）機構から指名停止を受けている期間中の者でないこと。 

（９）入札説明会へ参加していること。 

（10）単独で本実施要項に定める運営業務の内容の全てが担えない場合は、適正に業務を遂行できる

入札参加グループで参加することができる。その場合、入札書類提出時までに入札参加グループを

結成し、代表企業および代表者を定め、他の者はグループ企業として参加するものとする。なお、

代表企業およびグループ企業が、他の入札参加グループに参加、もしくは単独で入札に参加するこ

とはできない。また、代表企業およびグループ企業は、役割分担を定めた入札参加グループ結成に

関する協定書（またはこれに類する書類）を作成し、入札書類提出時にその写しを提出すること。 

ただし、入札参加グループで入札する場合には、（９）については代表企業が満たしているものと

し、その他の要件については代表企業および全てのグループ企業が満たしているものとする。 

（11）本実施要項に定める運営業務の選定、業務分析等に関して機構がコンサルタント業務を委託し

た者でないこと。 

 

５．入札参加者の募集に関する事項 

（１）入札の実施手続きおよびスケジュール 

手続き スケジュール 

入札公告 平成 21 年 11 月初旬 

入札説明会および現場説明会  平成 21 年 11 月中旬 

入札等に関する質疑応答 平成 21 年 11 月下旬 

入札書類の受付期限 平成 21 年 12 月下旬 
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入札参加者によるプレゼンテーション 平成 22 年 1 月上旬 

入札書類の評価 平成 22 年 1 月中旬 

開札 平成 22 年 1 月中旬 

官民競争入札等監理委員会の議 平成 22 年 1 月下旬 

落札者の決定 平成 22 年 1 月下旬 

契約締結 平成 22 年２月 

業務引継ぎ 平成 22 年２月～３月 

入札等に関する質疑応答については、競争条件を損なうことがないよう、原則として公開する。

ただし、公開することにより、質問者の権利、競争上の地位等を害するおそれがあると判断され

る場合には、質問者の意向を聴取した上で、公開しないことがある。 

入札説明会および現場説明会の当日、機構が従来行ってきた業務の方法を示す資料を入札参加

者の求めに応じて配布する。 

（２）入札の実施手続き 

① 提出書類 

入札参加者は、本実施要項に従って、定められた期日までに次に掲げる書類を、機構が指定す

る場所に提出すること。 

イ．民間事業者 

a 業務運営に係る入札価格を記載した書類（以下「入札書」という。）および総合評価のための

業務運営実施の具体的な方法、その質の確保方法等に関する書類（以下「企画書」という。）

を提出すること。なお、上記入札価格には、契約期間内の運営業務に要する一切の諸経費の

総額の 105 分の 100 に相当する金額を記載すること。 

b 法第 10 条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関する規定について評価するために必

要な書類 

ロ．機構理事長（入札参加部門） 

運営業務に要する経費の金額を記載した書類および企画書を作成すること。なお、業務実施に

要する経費の金額については、「官民競争入札における国の行政機関等の入札額の算定およびそ

の調整に関する指針」に従って算定するものとし、本実施要項７．において特定する入札参加

部門が業務運営に直接使用する人件費、物件費および委託費を加えた金額とする（減価償却費、

退職給付費用および間接部門費については含めない）。  

② 企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、本実施要項６．で示す総合評価を受けるために、次の事項

を記載すること。 

イ．組織的基盤に関する事項（民間事業者のみ）【提出様式１】 

入札参加グループで参加しようとする者は代表企業およびすべてのグループ企業について、本

項イおよび下記ロに掲げる書類を提出すること。 

a 事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構成等 

b 他の者との間で競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成 18 年７月５

日政令第 228 号）第３条に規定する特定支配関係にある場合その者に関する上記情報 

ロ．経理的基盤に関する事項（民間事業者のみ）【提出様式１に添付のこと】 
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a 登記事項証明書 

b 直近３期分の法人税確定申告書の写（税務署受付印のある申請書一式。財務諸表も添付する

こと。なお、直近の決算月が入札日から３ヶ月以上遡る場合は、入札日が属する月の前月末

までの残高試算表を添付すること。） 

c 提出月を含む向こう６ヶ月間の資金繰り表 

d 法人税ならびに消費税および地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

ハ．実施体制【提出様式２－１～６】 

a 業務責任体制（責任者、業務従事者数、役割分担、業務遂行に当たっての管理・バックアッ

プ体制など） 

b 責任者および業務従事者の配置および能力等（業務分担、業務経歴、取得資格、図書館業務

に関する専門知識・適格性、特記すべき能力など） 

c 業務の一部を第三者に委託し、または請け負わせる場合の運営管理の方法（委託業務等の範

囲、理由、業務報告の徴収など） 

d 運営業務の正確性を確保するための措置（責任者による点検、セルフモニタリング、フィー

ドバックの体制など） 

e 機構との連絡体制 

f 個人情報等の管理体制 

ニ．事業計画【提出様式３－１～４および提出様式４】 

専門図書館としてのアジ研図書館の社会的位置付けを踏まえ、今後の運営における質の維持

向上と経費の削減効果等の創意工夫を入れた具体的な業務全体の管理方法、各業務の実施方法、

業務報告書の作成と提出および業務の引継ぎなど運営業務を実施するために必要な事項（質の

維持向上のための基本的な方針、業務全般において特に重視するポイントについても記載する

こと。） 

ホ．実績に関する事項（民間事業者のみ）【提出様式５】 

a 過去５ヶ年のうち、継続的に２年以上に亘り専門図書館、大学図書館等を円滑かつ確実に運

営した実績の内容 

b 責任者および業務従事者の専門図書館または大学図書館等における業務経験の状況 

③ 開札に当たっての留意事項 

イ．開札は、入札者またはその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者またはその代理人が

立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

ロ．入札者またはその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

ハ．入札者またはその代理人は、入札中は、入札執行者が特にやむを得ない事情があると認めた

場合のほか、開札場を退場することができない。 

ニ．企画書等の作成・提出、また開札の立ち会い等、入札への参加に係る費用は、参加する民間

事業者自らが全て負担するものとする。 

 

６．落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項 

本運営業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式によるものとす

る。また、本件は官民競争入札として実施するため、本項に定める基準に従って評価を行った結果、

機構理事長よりも有利な申し込みをした民間事業者があった場合には、当該民間事業者のうち最も有
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利な申し込みをした者を落札者として決定し、機構理事長よりも有利な申し込みをした民間事業者が

なかった場合には、機構理事長が本運営業務を実施することに決定する。 

（１）落札者の決定に当たっての質の評価項目の設定 

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、本運営業務の目的・趣旨に添って

実行可能なものであるか（必須項目審査）を審査し、その後本運営業務を適切、効果的に実施可能

なものであるか（加点項目審査）について、別紙「アジア経済研究所図書館の運営業務官民競争入

札企画書評価表」により行うものとする。 

なお、機構は、評価に当たっては、公平かつ公正に落札者の決定を行うため、他の図書館の管理

運営を行っている者、アジ研図書館利用者、途上国研究者など外部有識者が委員の過半数を占める

「アジア経済研究所図書館運営業務総合評価審査委員会」（仮称）を設置する。ただし、本件入札に

参加するまたは参加しようとする民間事業者（グループで参加しようとする者を含む。）に属する者、

機構が本実施要項に定める運営業務の選定、業務分析等に関してコンサルタント業務を委託した者

は本審査委員会の委員となることはできない。また、既に委員となっている者の属する民間事業者

が本件入札に参加することとなったときは、その地位を失う。 

① 必須項目審査 
必須項目審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、「アジア経済研究所図書館の

運営業務官民競争入札企画書評価表」に掲げる必須項目の「評価の視点」に記載した事項を全て

満たしていることを確認する。その一つでも満たしていない場合は失格とする。 

② 加点項目審査 

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、加点項目審査を行う。評価は相対評価として、「ア

ジア経済研究所図書館の運営業務官民競争入札企画書評価表」に掲げる評価項目ごとに、最も優

れた企画提案内容である第一位の者に 10 点、第二位の者に７点、第三位の者に５点、第四位の者

に４点、第五位以下の者に３点を付与し、評価項目ごとの重要度に応じた乗率を乗じて各入札参

加者の得点を算出する。 

 

（２） 価格点の算出方法 

価格点については、以下の計算方式により、事業者が提示した入札価格（機構にあっては「本

件業務実施に要する経費の金額」。民間事業者の入札価格については機構会計規程第 33 条に基づ

いて作成した予定価格の範囲内であるものに限る。）に応じて次のように算出する。なお、入札価

格に係る得点配分は 100 点とする。 

価格点＝（１－入札価格／予定価格）×入札価格に係る得点配分 

 

（３）落札者の決定に当たっての評価方法 

① 総合評価点の算出方法 

  質（企画内容）に関する評価点 と価格点を加算して得た値を総合評価点とする。 

総合評価点＝a+b 

a：質（企画内容）に関する評価点（配分 200 点） 

b：価格点（配分 100 点） 

②  官民の入札価格の調整に関する事項 
価格点の算定に当たっては、「官民競争入札における国の行政機関等の入札額の算定およびその
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調整に関する指針」に従い、以下のとおり入札価格の調整を行う。 

イ．機構理事長が算定した「運営業務実施に要する経費の金額」に対する調整 

退職給付費用および間接部門費を調整対象費目とし、機構理事長が算定した「運営業務実施に

要する経費の金額」に加算する。減価償却費は、民間事業者に使用を許可するものが対象である

ため加算しない。 

上記調整対象費目に係る金額は、本実施要項８．従来の実施状況に関する情報の開示に関する

事項に示す別添資料における退職給付費用および間接部門費の平成18年度から平成20年度まで

の平均値とする。 

ロ．民間事業者の入札価格に対する調整 

民間事業者が落札した際に、新たに民間事業者に委託することにより増加する経費である監督

費用および契約事務費用等を調整対象費目とし、民間事業者の入札価格に加算する。 

上記調整額は、民間事業者が落札したときに契約期間中に機構が負担すると推定される

2,983,658 円から、機構の負担が軽減されると推定される 1,917,338 円を減じた 1,066,320 円と

する。 

③ 評価案の作成および官民競争入札等監理委員会の議 

上記①および②により総合評価点を算定し、評価案を作成するとともに、これについて官民競

争入札等監理委員会の議を経るものとする。 

④ 落札者の決定 

上記③の結果に従い、総合評価点で機構理事長を上回る点数を得た民間事業者があった場合は、

最も高い総合評価点を得た民間事業者を落札者として決定する。また、機構理事長を上回る点

数を得た民間事業者がなかった場合は、機構理事長が本件対象業務を実施することを決定する。 

⑤ 留意事項 

イ．総合評価点で機構理事長を上回る点数を得た民間事業者があった場合において、当該民間事

業者のうち最も総合評価点の高かった者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあると認められる場合、またはその者と契約を締結すること

が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合は、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、次に総合評価点の高い者を落札

者とする評価案を作成することがある。 

ロ．入札の結果、落札者となるべき者が二者以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、

落札者とする評価案を作成するものとする。また、入札者またはその代理人が直接くじを引く

ことができないときは、入札執行事務に関係ない職員がこれに代わってくじを引き、落札者と

する評価案を作成するものとする。 

 

（４）機構が自ら実施することとなった場合における業務の実施等 

官民競争入札の結果、機構が自ら運営業務を実施することとなった場合、本実施要項および入札

の際の自らの提案に基づき、運営業務を適正かつ確実に実施するものとする。なお、当該運営業務

を自らの提案に従って実施できないことが明らかになった場合等は、新たな民間競争入札の実施等

の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（５）落札者が決定しなかった場合の措置 
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機構は、初回の入札において必須項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した金

額の入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。また、必須項目を全て満たす入札参加者がなか

った場合、または再度の入札を行ってもなお落札者となるべき者が決定しない場合には、原則とし

て、入札条件等を見直し、再度公告を行う。 

再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合は、事業開始時期を勘案の上、機構が

従来どおり自ら実施するものとし、その理由を公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報

告するものとする。 

 

（６）落札者等の公表 

落札者が決定したときは、落札者の氏名もしくは名称、落札金額（機構理事長が業務を実施するこ

ととなった場合には「運営業務実施に要する経費の金額」）、各入札参加者の総合評価得点、落札者

の決定の理由ならびに提案された内容のうち具体的な実施体制および実施方法の概要について、機

構ホームページにおいて公表する予定である。 

 

７．官民競争入札の実施に関する事務を担当する職員と官民競争入札に参加する事務を担当する職員

との間での官民競争入札の公正性を阻害するおそれがある情報の交換を遮断するための措置に関す

る事項 

（１）官民競争入札の実施に関する事務を担当する職員および官民競争入札に参加する事務を担当す

る職員 

機構では、以下のとおり本件官民競争入札を担当する職員を特定する。 

① 官民競争入札の実施に関する事務を担当する職員等 
理事長 

アジア経済研究所 研究企画部担当理事 

アジア経済研究所 研究企画部長 

アジア経済研究所 研究企画部 総括審議役 

アジア経済研究所 研究管理課長 

アジア経済研究所 研究企画部 専任調査役（契約担当） 

アジア経済研究所 研究管理課課長代理 

アジア経済研究所 研究管理課員（１名） 

総務部 主幹（契約担当） 

総務部 管理課長 

アジア経済研究所図書館運営業務総合評価審査委員会内部委員（２名） 

 

② 官民競争入札に参加する事務を担当する職員等 

アジア経済研究所 図書館担当理事 

アジア経済研究所 図書館長 

アジア経済研究所 図書館 資料企画課長 

アジア経済研究所 図書館 専任調査役 

アジア経済研究所 図書館 資料整理課長 

アジア経済研究所 図書館 資料サービス課長 
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アジア経済研究所 図書館 資料企画課課長代理 

アジア経済研究所 図書館 資料サービス課課長代理 

アジア経済研究所 図書館 資料企画課員（１名） 

アジア経済研究所 図書館 資料整理課員（１名） 

 

（２）交換を遮断する情報の内容 

交換を遮断する情報は、官民競争入札の公正性を阻害するおそれがある以下の情報とする。 

① 本件官民競争入札の予定価格に関する情報 
② 民間事業者の応札状況に関する情報 
③ 民間事業者の提出書類（入札書および企画書）に関する情報 
④ その他本件官民競争入札に関係する情報であって民間事業者に公表されない情報等官民競争
入札の公正性を阻害するおそれがある情報 

 

（３）情報交換を遮断するための措置 

機構では、上記情報を遮断するため、以下の措置を講じる。 

① 執務場所の分離 

執務場所は、上記の情報の開示・漏洩を生じない場所に配置する。 

② 情報管理(電子媒体) 

アクセス権の制限等による適切な保全措置を講ずる。 

③ 情報管理(紙媒体) 

施錠のできる書庫その他これと同程度の情報保全を行うことができる場所へ保管し、施錠等必

要な措置を行う。 

 

（４）発令期間 

事務を担当する職員には、本実施要項の公表後、直ちに上記情報遮断措置に関する職務命令を発す

る。発令期間は、本実施要項公表の日から落札者等が決定する日までの間とする。 

 

（５）情報交換が行われた場合の措置 

本実施要項決定以降、上記職員間で競争入札を阻害するおそれがある情報の交換があった場合には、

機構はこれに関与した職員に対し職務命令違反や守秘義務違反による懲戒処分を行う等の必要な対

応をとるとともに機構の参加を認めない新たな民間競争入札を実施するものとする。 

 

８．従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

従来の実施に関する情報は、別添資料のとおり。 

 

９．運営業務を実施するために使用させる財産の範囲と条件 

（１）機構が使用を認める財産と条件 

機構が保有する財産のうち、民間事業者が使用できる財産は次のとおりとする。なお、民間事業

者は、当該財産を機構の規程等を踏まえて適切に使用しなければならない。 

財産 概要および用途 
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執務室 機構が指定した一角、および機構が指定した備え付けの什器・備品を

無償で貸与する。 

開架閲覧室 資料の配架、取り出し等、業務において必要な範囲内で利用すること

ができる。 

閉架書庫 資料の配架、取り出し等、業務において必要な範囲内で利用すること

ができる。 

各種什器備品 上記施設に備え付けてある什器備品は、機構が指定した範囲内におい

て、使用すること、または無償で貸与を受けることができる。詳細は

別紙「従来の実施状況に関する情報の開示 ３従来の実施に要した施

設および設備」参照。 

 

（２）民間事業者の所有する備品等の扱い 

民間事業者は、あらかじめ機構の了解を得て、本運営業務を実施するために必要な備品、消耗品を

アジ研図書館に持ち込み使用することができる。使用に当たっては、備品台帳を整備し、機構に帰

属する備品等と区分するため、備品の目立つ位置にシールなどを貼付することにより当該備品が自

らに帰属することを明らかにしなければならない。また、年度末の適切な時期に棚卸しを行い、備

品台帳と備品の照合を行い機構に報告すること。 

消耗品については、機構が支給する消耗品と別に保管し使用すること。 

 

10．官民競争入札で民間事業者が落札した場合の機構職員の処遇に関する事項  

官民競争入札の結果、民間事業者が落札者として決定した場合、当該民間事業者から、当該運営業

務に従事してきた機構職員の受入れを希望する旨の申し出を受けたときは、機構は、関係職員に対

し、その旨の情報提供等を行うなど適切に対応するものとする。 

 

11．民間事業者が運営業務を実施するに当たり、機構に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱

うために必要な措置その他の運営業務の適正かつ確実な実施の確保のために契約により運営業務

を実施する民間事業者が講ずべき措置に関する事項 

（１）報告等について 

① 民間事業者は、仕様書に定めた業務の執行状況に基づき、以下の業務日報、業務月報、年度総
括報告書（以下、あわせて「業務報告書」という。）を作成する。 

なお、業務報告書の詳しい仕様については、別添仕様書（第４章 p.62～66）を参照するこ

と。 

イ．業務日報：業務を実施した日ごとに、その執行状況について記録、保管し、機構の求めに応

じて常時閲覧できるようにする。 

ロ．業務月報：月単位の業務執行状況について整理、記録し、当月分の各種統計（本実施要項２

（２）⑬）を添付した上で、機構に提出する。 

ハ．年度総括報告書：年度単位の業務執行状況について総括し、機構に提出する。 

② 民間事業者は、毎月業務月報提出後速やかに、機構の図書館担当職員と月例業務報告会を開催し、

業務月報に基づき、運営業務の実施状況、運営業務の実施に際して発生した問題とその対応措

置、業務従事者の異動その他の円滑な運営業務を実施するために必要な事項の報告、連絡調整
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を行うこと。また、業務報告会の議事録を、報告会開催後２営業日以内に作成し、双方が確認

の上、保管すること。なお、業務開始から１ヶ月間は上記業務報告会を毎週開催すること。 

   また、緊急を要する報告、連絡調整を必要とする事情がある場合には、速やかに機構の職員

に連絡し、臨時の業務報告会を開催すること。 

③ 図書館システムに問題が発生した場合は、直ちに機構に報告し、指示に従うこと。 

④ 民間事業者からの報告を受けるにあたり、機構の検査・監督体制は次のとおりとする。 

アジ研図書館の運営管理責任者  図書館長 

アジ研図書館の運営管理担当者  資料企画課長 

検査職員            資料整理課長、資料サービス課長 

監督職員            資料企画課課長代理 

 

（２）法に基づく機構による調査への協力 

機構は、民間事業者による運営業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めると

きは、法第 26 条第１項に基づき、民間事業者に対し、必要な報告を求め、または民間事業者の事務

所（または業務実施場所）に立ち入り、運営業務の実施状況もしくは帳簿書類その他の物件を検査

し、もしくは関係者に質問することができる。 

なお、立入検査を行う機構の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26 条第１項に基づ

くものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提

示するものとする。 

 

（３）法に基づく指示について 

機構は、法第 27 条第１項に基づき、民間事業者による運営業務の適正かつ確実な実施を確保する

ために必要があると認めるときは、民間事業者に対し必要な措置をとるべきことを指示することが

できる。 

 

（４）官民競争入札等監理委員会への通知 

 機構理事長は、上記（２）および（３）の措置を講じたときは、当該措置の内容および当該措置

を講ずることとした理由を遅滞なく、官民競争入札等監理委員会に通知するものとする。 

 

（５）秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

① 民間事業者は、機構の定める情報セキュリティ規程(平成 21 年 4 月 1 日規程第 62 号)および個

人情報保護規程（平成 17 年 3 月 16 日規程第 50 号）の規定に則り本運営業務を実施しなければな

らない。 

② 民間事業者は、個人情報を収集および保管し、または使用するに当たっては、当該運営業務の

実施に必要な範囲内でこれらの個人情報を収集および保管し、またはそれを使用しなければなら

ない。 

③ 民間事業者は、その役員および職員その他当該運営業務に従事する者または従事していた者は、

当該運営業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、または盗用してはならない。これらの者が

秘密を漏らし、または盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適用がある。 

④ 民間事業者は、入館カードの申込書等、当該運営業務を通じて取得することとなった個人情報

18



が記載された帳票類を、機構が定めた保存期限を過ぎた時点で破棄しなければならない。この場

合において、民間事業者は、当該運営業務によって取得した個人情報が破棄されたことを証明す

る文書を原則として当該破棄を行った月の末日または当該運営業務を終了しもしくは中止した日

の属する月の月末までに機構に提出しなければならない。 

 

（６）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 業務の開始および中止 

イ．民間事業者は、締結された契約に定められた業務開始日に、確実に本運営業務を開始しなけ

ればならない。 

ロ．民間事業者は、やむを得ない事由により本運営業務を終了、もしくは中止しようとするとき

は、あらかじめ機構と協議し、承認を受けなければならない。 

② 公正な取扱い 

イ．民間事業者は、本運営業務の実施に当たって、アジ研図書館の利用者を合理的な理由なく区

別してはならない。 

ロ．民間事業者は、アジ研図書館利用者について、自らが行う他の事業における利用の有無等に

より区別してはならない。 

 ③ 金品等の授受の禁止 

民間事業者は、本運営業務の実施において、利用料金の徴収等を除き、金品等を受け取ること

または与えることをしてはならない。 

④ 宣伝行為の禁止 

 民間事業者および本運営業務に従事する者は、「独立行政法人日本貿易振興機構」、「アジア経済

研究所」および「アジア経済研究所図書館」の名称ならびに機構の保有するロゴなどを本運営業

務以外の自ら行う事業のために用いてはならない（一般的な会社案内資料において列挙される事

業内容や受注業務の一つとして事実のみ簡潔に記載する場合を除く。）。また、自ら行う事業が本

運営業務の一部であるかのように誤認されるおそれのある行為をしてはならない。 

⑤ 機構との契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は、アジ研図書館内において、自らが行う事業（機構との契約に基づく事業を除く。）、

または機構以外の者との契約に基づき実施する事業を行ってはならない。 

⑥ 法令の遵守 

民間事業者は、本運営業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなければなら

ない。 

⑦ 安全衛生 

民間事業者は、本運営業務を実施するに当たり、運営期間中の事故の防止等、利用者の安全衛

生について十分配慮しなければならない。なお、事故等が発生した場合は、迅速に対応するとと

もに、速やかに機構に報告しなければならない。また、本運営業務に従事する者の労働安全衛生

に関する労務管理については、関係法令に従って行わなければならない。 

⑧ 人員の代替および交代 

民間事業者は、業務従事者が事故、病気、研修、休暇、その他の事由により、担当業務の遂行

が不可能な場合は、サービスの質を維持するために、民間事業者負担で経験のある交代要員によ

ってその業務を補完しなければならない。それにより提案書に記載した人員体制を変更する場合
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また常勤の従事者を交代する場合は、機構に具体的な担当業務の変更事項、新体制での具体的な

業務の方法を報告しなければならない。 

⑨ 防災訓練への参加と災害時の協力 

民間事業者は、機構が実施する防災訓練に参加すること。また災害時には、機構と協力して対

処しなければならない。 

⑩ 緊急時の連絡体制 

民間事業者は、事前に機構と合意した方法で、緊急時には連絡が取れる状態でなければならな

い。 

⑪ 記録および会計に関する帳簿書類等 

民間事業者または民間事業者であった者は、実施年度ごとに本運営業務の実施状況に関する記

録および会計に関する帳簿書類を作成し、当該運営業務を終了しまたは中止した日の属する年度

の翌年度から起算して 10 年間保管しなければならない。 

⑫ 権利の譲渡の禁止 

民間事業者は、契約に基づいて生じた権利の全部または一部を第三者に譲渡してはならない。 

⑬ 権利義務の帰属 

イ．本運営業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、民間事業者は、

その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

ロ．民間事業者は、本運営業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、公表内容を

書面に記載した上で、機構の承認を受けなければならない。 

⑭ 再委託 

イ．民間事業者は、本運営業務の全部を一括して第三者に再委託しまたは請け負わせてはならな

い。 

ロ.民間事業者は、本運営業務の実施に当たり、その一部について第三者に再委託しまたは請け負

わせる場合には、原則としてあらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の住

所、名称、再委託先に委託する業務の範囲、再委託等を行うことの合理性および必要性、再委

託先の業務遂行能力ならびに報告徴収その他運営管理の方法）について記載しなければならな

い。 

ハ．民間事業者は、契約締結後やむを得ない事情により委託先を変更する場合または新たに再委

託を行う場合には、委託先の変更または再委託に関する事項を明らかにした上で機構の審査・

承認を受けなければならない。 

ニ．民間事業者は、上記ロ．およびハ．により再委託を行う場合には、再委託に関する事項が適

切に実施されていることを把握するために、再委託先から必要な報告を徴収しなければならな

い。 

ホ．民間事業者は、再委託先に対して自らと同様の義務を負うことを書面で合意させ、その写し

を保管しなければならない。 

ヘ．上記イ．からホ．までに基づき、民間事業者が再委託先の事業者に業務を実施させる場合は、

全て民間事業者の責任において行うものとし、再委託先の責に帰すべき事由については、民間

事業者の責に帰すべき事由とみなして、民間事業者が責任を負うものとする。 

⑮ 契約内容の変更 

機構および民間事業者は、本運営業務の更なる質の向上の推進、またはその他やむを得ない事
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由により契約内容の変更をしようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提示し、それぞれ相手

方の承認を受けなければならない。 

⑯ 契約の解除 

機構は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

イ．法第 22 条第１項第 1 号イからチまたは同項第 2 号に該当するとき。 

ロ．暴力団員を、業務を統括する者または業務従事者としていることが明らかになったとき 

ハ．暴力団または暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかになっ

たとき 

⑰ 契約解除時の取扱い 

イ．上記⑯に該当し、契約を解除した場合には、民間事業者は、契約金額の 100 分の 10 に相当す

る金額を違約金として機構の指定する期間内に納付しなければならない。 

ロ．機構は、民間事業者が前項の規定による違約金を指定する期日までに支払わないときは、そ

の期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、年 100 分の５の割合で計算し

た金額を延滞金として納付させることができる。 

ハ．機構は、契約の解除および違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができる。 

⑱ 契約の解釈 

契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と機構が協議するものとする。 

 

12．民間事業者が運営業務を実施するにあたり第三者に損害を加えた場合において、その損害の賠償

に関し契約により当該民間事業者が負うべき責任に関する事項 

運営業務を実施するにあたり、民間事業者の役員および職員その他の運営業務に従事する者が、

故意または過失により、第三者に損害を与えた場合には、次に定めるところによるものとする。 

（１）機構が当該第三者に対する賠償を行ったときは、機構は当該民間事業者に対し、当該第三者に

支払った損害賠償額（当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存する場合は、機構が

自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 

 

（２）民間事業者が民法（明治 29 年４月 27 日法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する

賠償を行った場合であって、当該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存するときは、

当該民間事業者は機構に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自らの責めに帰すべき金額

を超える部分について求償することができる。 

 

13．運営業務に係る法第 7 条第 8 項に規定する評価に関する事項 

（１）評価委員会の設置 

機構は、民間事業者または機構理事長が実施した運営業務の実施について、それが適切に実施され

ているか、契約の終期には、引き続き官民競争入札を行って継続するか否かその他運営業務の全般

的な評価を行うため、外部有識者である委員が過半数を占める「アジア経済研究所図書館運営業務

評価委員会」（仮称）を設置する。ただし、機構が本実施要項に定める運営業務の選定、業務分析等

に関してコンサルタント業務を委託した者は本評価委員会の委員となることはできない。 

 

（２）実施状況に関する調査の時期 
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内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、当該運営業務の実施状況については、平成 23 年３月末

および平成 24 年３月末時点における状況を調査するものとする。 

 

（３）機構による調査 

機構は、民間事業者または機構理事長が実施した運営業務の内容について、その評価が的確に実

施されるように､実施状況等の調査を行うものとする。 

① 調査項目 

イ． 民間事業者が落札者となった場合 

a 本実施要項２．（５）において規定された運営業務の質に関する達成状況 

b 本実施要項 11．（１）から（５）において規定された報告等の提出状況 

c 本実施要項 11．（６）において規定された契約に基づく措置事項の履行状況 

ロ． 機構が業務を実施することとなった場合 

a 上記イ．a に掲げる事項 

b 業務を実施するために要した経費（本実施要項８．１と同様の算定方法により把握するもの

とする。） 

②意見聴取等 

機構は、必要に応じ、民間事業者等から直接意見の聴取等を行うことができるものとする。 

 

（４）評価委員会による審議 

「アジア経済研究所図書館運営業務評価委員会」は（３）による機構の調査報告書の提出を受け、

それぞれの時点における業務の実施状況について評価を行う。 

同委員会は、調査報告書では十分に判断できないと判断するときは、民間事業者から、機構が業

務を実施することとなった場合には機構の運営業務担当者から、直接意見の聴取等を行うことがで

きるものとする。 

 

14．その他運営業務の実施に関し必要な事項 

（１）運営業務の実施状況等の官民競争入札等監理委員会への報告および公表 

民間事業者の実施状況については、本実施要項 11．に示す報告等を踏まえ、機構において年度ご

とに取りまとめて官民競争入札等監理委員会へ報告するとともに、公表することとする。 

また、機構は、民間事業者に対する会計法等に基づく監督・検査の状況について、業務終了後に

官民競争入札等監理委員会へ報告するとともに、法第 26 条および第 27 条に基づく報告の徴収、立

入検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容および理由ならびに結果の概要を官民競

争入札等監理委員会へ報告することとする。 

 

（２）機構の監督体制 

契約に係る監督は、契約担当職員等が、自らまたは補助者に命じて、立ち会い、指示その他の適

切な方法によって行うものとする。 

本業務の実施状況に係る監督は、本実施要項 11．により行うこととする。 

 

（３）民間事業者が負う可能性のある主な責務等 
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① 民間事業者の責務等 

イ．本運営業務に従事する者は、刑法（明治 40 年４月 24 日法律第 45 号）その他の罰則の適用に

ついては、法第 25 条第２項に基づき公務に従事する職員とみなされる。 

ロ．運営業務を実施する民間事業者は、法第 56 条に基づき、法人の代表者または法人もしくは人

の代理人、使用人その他の従業者が、その法人または人の業務に関し、法第 55 条の規定に違反

したときは、行為者を罰するほか、その法人または人に対して同条の刑を科されることとなる。 

② 会計検査について 

運営業務を実施する民間事業者は、会計検査院法（昭和 22 年４月 19 日法律第 73 号）第 23 条第

１項第７号に規定する者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第 25 条お

よび第 26 条により、同院の実地の検査を受けたり、同院から直接または機構を通じて、資料または報

告等の提出を求められたり質問を受けたりすることがある。 

 

以上 
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本仕様書の位置づけ 

本仕様書は、本運営業務の業務内容等の詳細について説明したものであり、入札に参加

しようとする者に交付する実施要項と一体のものである。 

仕様書には、各業務ごとに、目的、概要に加えて基本仕様として実施が求められる事項

を記載しており、各業務の具体的な手順など実施方法の詳細については、原則として民間事

業者の創意工夫に委ねられる。このため、民間事業者には、本仕様書の位置づけおよび記

載内容等を十分に理解したうえで運営業務を効率的・効果的に実施できるよう提案するこ

とが望まれる。ただし、富士通（株）の図書館システム（iLiswave-J※）や NACSIS-CAT/ILL

の仕様については変更ができないため、仕様に従った業務の運営が求められる。iLiswave-J

については、富士通の「iLiswave-J 標準操作マニュアル」に準じて作業を行うものとす

る。 

※なお 2011 年 3 月 31 日にリース契約終了につき、2011 年 4 月 1 日からは新システムを

導入することを検討中。 

 

第 1 章 整理業務 

 

I.整理業務の範囲と作業完了期限 

＜目的＞ 

ローカルシステムへの新規受入資料の所蔵レコード登録、目録作成、装備までの一連の作

業を行い、アジア経済研究所図書館（以下「アジ研図書館」）が収集した資料の書誌情報を

広く提供するとともに、現物資料を利用者に供せる状態に装備する。 

 

＜概要＞ 

機構から引き渡された資料の書誌・所蔵レコードをローカルシステム上に登録しデータ

入力を完成すると同時に、国立情報学研究所(以下 NII)の目録所在情報サービス

（NACSIS-CAT/ILL（注 1））の参加館として総合目録データベース（NACSIS-CAT、以下「NC」

という）へも書誌・所蔵レコード登録を行う。ただし、一部資料については、ローカルシ

ステム上への登録を行わないため、別途到着状況の記録を作成して受入管理を行う。この

上で、現物資料を利用者に供せるように請求記号ラベルや盗難防止用磁気テープの貼付等

の装備作業を行う。 

※注１ NACSIS-CAT は、大学共同利用機関法人・システム研究機構国立情報学研究所（以

下、NII という。）が運営している目録所在情報サービスで、目録データベースと図書

館間相互貸借サービスからなる。 
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＜基本仕様＞ 

１．資料の収集方法と資料種別 

（１）アジ研図書館は、表１－１に記載された購入・交換・寄贈・生産受入の４つの収集

方法により国内外の書店、出版社、研究機関、政府関係機関等から資料を収集している。 

（２）アジ研図書館が収集し受入れる資料は、表１－２に示すように一般資料と統計資料

に大きく二分され、さらに、図書、逐次刊行物（年刊、雑誌、電子ジャーナル）、新聞、

特殊資料のいずれかの資料種別に分類される。 

 

２．完了期限 

上記の資料の引き渡し時には、資料種別ならびにローカルシステム上のレコードの状態

に合わせて、本章Ⅱ～Ⅳの受入・整理・装備業務を行い、表１－３に記載する資料ごとの

完了期限内に業務を完了する。 

表 １－１ 資料の収集方法 

購入 
国内書店からの購入。海外の書店、出版社、政府関係機関からの購入。現

地調査員・海外調査員による現地での購入。 

交換 国内外の関連機関との資料交換。 

寄贈 
個人からの寄贈、機関からの寄贈、科学研究費補助金で購入した資料の寄

贈の 3種類がある。 

生産受入 機構が刊行する出版物の受入れ。 

 

表 １－２ 一般資料と統計資料の区分、ならびに、資料種別 

区分 所属部署コード 資料種別 

図書 

逐次刊行物（年刊、雑誌） 

特殊資料（マイクロフィルム、マイクロフィッシュ、

CD-ROM、DVD、ビデオカセット、フロッピーディスク、

カセットテープ） 

一般資料 LIB0：図書館 

新聞 

図書 

逐次刊行物（年刊、雑誌） 

統計資料 STA0：統計資料 

特殊資料（マイクロフィルム、マイクロフィッシュ、

CD-ROM、DVD、ビデオカセット、フロッピーディスク、

カセットテープ） 

※所属部署コードとは、一般資料と統計資料を登録する際に区別するコードである。
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表 １－３ 資料種別ごとの作業内容ならびに作業の完了期限 

所蔵部署 資料種別 完了期限 作業内容 注意事項 

図書 
3 週間以内、または

5営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 収集方法が科研費寄贈および生産受入の場合は 5 営業日以内。 

年刊 
3 週間以内、または

3営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 目録作成業務がない場合は 3営業日以内。 

逐次刊行物 

雑誌 
3 週間以内、または

2営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 

目録作成の必要がない場合は、雑誌記事索引採録の有無により以下の

通り作業を行う。 

(1) 雑誌記事索引を採録する雑誌の場合、3 週間以内に配架。 

(2) 雑誌記事索引を採録しない雑誌の場合、2営業日以内に配架。 

特殊資料 
3 週間以内、または

3営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 目録作成の必要がない場合は、3 営業日以内。 

新聞 当日 受入、装備、配架 目録作成は機構が行う。 

図書館 

（コード値：LIB0）

製本雑誌 2 週間以内 受入、装備、配架 完了期限は製本完了後からのものとする。 

図書 
3 週間以内、または

5営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 収集方法が科研費寄贈および生産受入の場合は 5 営業日以内。 

年刊 
3 週間以内、または

3営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 目録作成の必要がない場合は、3 営業日以内。 

逐次刊行物 

雑誌 
3 週間以内、または

3営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 目録作成の必要がない場合は、3 営業日以内。 

特殊資料 
3 週間以内、または

3営業日以内 
受入、目録作成、装備、配架 目録作成の必要がない場合は、3 営業日以内。 

統計資料 

（コード値：STA0）

製本雑誌 2 週間以内 受入、装備、配架 完了期限は製本完了後からのものとする。 

※ 営業日に土曜開館日は含まない。 

※欧米諸語、日本語、中国語以外の言語の資料の作業完了期限については、機構と協議のうえ決定する。
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II.受入業務 

＜目的＞ 

機構が行う収集業務で納品検収が完了した資料の書誌・所蔵情報を登録し、資料の到着

状況を管理する。 

 

＜概要＞ 

受入業務では、機構から引き渡された資料について、資料種別にしたがって、ローカル

システムに登録、もしくは、別途受入記録簿を作成し、資料の到着状況を管理する。（表１

－４を参照。） 

 

＜基本仕様＞ 

１．ローカルシステムに登録する場合 

（１）機構が収集業務で必要に応じて付与する発注レコードの有無により、本章 III.６に

したがって、所蔵レコードを作成し資料の登録を行う。 

① 発注レコードが存在する場合 

 資料引き渡し時に、既存の発注レコードとリンクさせて所蔵レコードを作成し、資

料の登録を行う。 

 逐次刊行物（特殊資料の一部を含む）の場合は、一括所蔵レコードの作成および更

新も同時に行う。 

② 発注レコードが存在しない場合 

 資料引き渡し時に、書誌レコード(注２)と所蔵レコード(注 3)を作成し、資料の登録を

行う。ただし、機構が選書業務で作成した書誌レコードがある場合は、それを活用す

る。 

 逐次刊行物（特殊資料の一部を含む）の場合は、一括所蔵レコードの作成および更

新も同時に行う。 

※注２ 書誌レコードは、目録データベースにおいて、資料を識別同定するために必

要な、タイトル、著者、版、出版者、出版地、出版年、ページ数、言語コードなど

のデータで構成される。 

※注３ 所蔵レコードは、資料 ID、請求記号、配置場所、受入区分、受入日、所蔵状

態、公開状態などのデータで構成される。詳細は表１－７～１１を参照のこと。 

（２）四半期毎にすべての継続受入雑誌（LIB0・STA0）の未着・欠号状況を調査し、調査

報告書(納入者毎に未着・欠号があった雑誌のタイトルと当該巻号、年月次を記載したリ

ストをローカルシステムにより作成し四半期が終了した翌月の５営業日まで（ただし第

4四半期については当該年度の 3月 31 日まで）に機構に提出すること。 

（３）雑誌、年刊の受入時に、インボイスや見積書、納品書、請求書、受領書等が見つか

った場合は、ただちに機構に届けること。 
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２．受入記録簿を作成する場合 

ローカルシステムを使用せず、受入記録簿（チェックインカード）を用いて受入れを行う

資料は新聞のみである。 

（１）受入日の蔵書印をすべての受入新聞に押す。 

（２）刊行頻度と休刊日の情報および巻号（通号）が記載されているものは、巻号等の情

報をもとに受入記録簿に、受入、欠号、未着情報を記録する。 

（３）新聞は受入れ手続きの終了後、当日中に１F閲覧室に日付順に配架する。 

（４）新聞の受入れ時に、欠号、未着が見つかった場合、リスト化し、業務月報で報告す

る。 

（５）まとめて数ヶ月分の新聞を受入れる場合には、機構の指示に従う。 
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表 １－４ 資料種別ごとの受入方法 

所蔵部署 資料種別 受入方法 蔵書印 

発注レ

コード

有無 

注意事項 

あり 
収集方法が購入による場合である。所蔵レコード作成はローカルシ

ステムの図書管理メニューから行う。 
図書 

ローカルシステムに登

録 

必要（機構が

引き渡し前に

押印） なし 
収集方法が交換・寄贈・生産受入による場合である。所蔵レコード

作成はローカルシステムの目録管理メニューから行う。 

年刊 
ローカルシステムに登

録 

必要（機構が

引き渡し前に

押印） 

あり 
所蔵レコード作成はローカルシステムの雑誌管理メニューから行

う。 
逐次刊行物 

雑誌 
ローカルシステムに登

録 
不要 あり 

所蔵レコード作成はローカルシステムの雑誌管理メニューから行

う。 

特殊資料 
ローカルシステムに登

録 

必要（装備の

際に押印） 

あり／

なし 
発注レコードの有無は図書および逐次刊行物の基準に準ずる。 

図書館 

（LIB0） 

新聞 受入記録簿 
必要（受入時

に押印） 
  

あり 
収集方法が購入による場合である。所蔵レコード作成はローカルシ

ステムの図書管理メニューから行う。 

統計資料 

（STA0） 
図書 

ローカルシステムに登

録 

必要（機構が

引き渡し前に

押印） なし 
収集方法が交換・寄贈・生産受入による場合である。所蔵レコード

作成はローカルシステムの目録管理メニューから行う。 
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年刊 
ローカルシステムに登

録 

必要（機構が

引き渡し前に

押印） 

あり 
所蔵レコード作成はローカルシステムの雑誌管理メニューから行

う。 

逐次刊行物 

雑誌 
ローカルシステムに登

録 

必要（機構が

引き渡し前に

押印） 

なし 
所蔵レコード作成はローカルシステムの雑誌管理メニューから行

う。 

特殊資料 
ローカルシステムに登

録 

必要（装備の

際に押印） 

あり／

なし 
発注レコードの有無は図書および逐次刊行物の基準に準ずる。 

 

＊蔵書印には、①図書、年刊、雑誌（統計資料）用、②特殊資料用、③新聞検収印の 3種類がある。
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III.目録作成業務 

＜目的＞ 

目録作成業務は、対象資料の書誌・所蔵レコードをローカルシステムに登録して蔵書検

索・管理を可能とし利用者サービスに供するとともに、NII の NC の参加館として NC にも書

誌・所蔵レコードを登録することで、全国的な総合目録の形成に貢献することを目的とす

る。入力した最新の図書目録は、地域／国ごとに整理した「新着図書」としてまとめられ、

毎月ホームページ上に掲載して利用に供される。また入力された目録は、直ちに OPAC(注４)

で検索が可能となり、地域／国コードや件名を検索キーにした「図書 SDI アラートサービ

ス」「雑誌最新号アラート」(注５)にも利用される。 

※注４  OPAC は、On-line Public Access Catalog の略で、オンラインでの目録データ

の利用が可能なシステムである。 

※注５ SDI アラートサービスとは、アジア研図書館が所蔵している図書・雑誌および雑

誌記事索引を対象として、利用者の関心事項に該当する新着情報の提供（＝Selective 

Dissemination of Information）を Eメールでお知らせ（＝アラート）するサービス。 

 

＜概要＞ 

ローカルシステムの目録作成メニューおよび NC を利用し、機構から受領した資料の書

誌・所蔵・一括所蔵レコードの作成と更新を完了する。 

 

＜基本仕様＞ 

１．対象資料 

（１）数量 

受入済み資料を含め 15,000 点以上の目録作成を目安とする。 

（２）主な言語 

日本語、英語、中国語、韓国語、インドネシア語、タイ語、ベトナム語、マレー語、

ビルマ語、ラオス語、アラビア語、ペルシャ語、トルコ語、スペイン語、ポルトガル語、

フランス語、ロシア語等。 

（３）資料の種類 

表１－３において目録作成対象として掲げた資料（新聞を除く）が対象となる。 

 

２．業務実施体制 

（１）作業実施場所 

アジ研図書館内、搬出による自社スペースのいずれを選択してもよい。アジ研図書館

外で作業を行う場合は、企画書に記載すること。 

（２）搬出・搬入、移動中の事故等 

搬出・搬入、移動中の事故等により図書館資料を毀損または滅失した場合には、原状
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回復または同図書館資料の代替品を納入すること。  

 

３．準拠すべき目録規則 

書誌・所蔵レコードの作成・修正は下記の資料を用い、NC の規則に準拠して行う。 

（１）NII 刊行物 

①NACSIS 目録システムコーディングマニュアル (注６) 

②目録情報の基準、目録システム利用マニュアル 

③その他のマニュアル類、ツール類、多言語対応関連資料 

イ．中国語資料コーディングマニュアル(案) 

ロ．韓国・朝鮮語資料の取扱い  

ハ．韓国・朝鮮語資料の取扱（解説） 

ニ．韓国語図書の目録作成時における助詞入力の事例 

ホ．流用入力時の注意事項（KOMARC） 

ヘ．アラビア語文字資料に関する取扱いおよび解説 

ト．コーディングマニュアル（アラビア文字資料に関する抜粋資料） 

チ．タイ文字資料に関する取扱いおよび解説 

リ．コーディングマニュアル（タイ文字資料に関する抜粋集） 

ヌ．デーヴァナーガリー文字資料に関する取扱いおよび解説 

ル．コーディングマニュアル（デーヴァナーガリー文字資料に関する抜粋集） 

※注６ NII コーディングマニュアル等関係資料については、

http://www.nii.ac.jp/CAT-ILL/contents/ncat_manu.html を参照のこと。 

④NII から発信される関連情報（NACSIS-CAT/ILL Q&A DB、NACSIS-CAT/ILL ニュースレ

ター） 

（２）英米目録規則第２版（AACR2）、日本目録規則（１９８７年版） 

（３）各国目録規則 

 

４．書誌レコードの作成と NC への登録 

（１）NC の目録レコードの源泉（NC 内ファイル（BOOK, SERIAL）書誌、参照 MARC(注７)）を

利用する場合は、現物に基づき必要な修正を施す。 

※注７ MARC とは、Machine Readable Catalog の略で、コンピュータ上で検索・閲覧が

可能な目録をいう。参照 MARC には、国立国会図書館が作成する JAPAN/MARC、アメリ

カ議会図書館が作成する LC/MARC、図書館流通センターが作成する TRC/MARC などがあ

る。 

（２）表１－３に記載された資料（新聞を除く）についてローカル書誌レコードを作成し、

下記（５）に示すフィールド（ローカルフィールド含む）にデータを付与する。 

（３）NC への書誌レコード登録は下記に従って行う。 
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①すべての書誌レコードについて登録することを原則とする。 

②継続的に受入れることが決定していない逐次刊行物（年刊を含む）については、ロ

ーカル書誌レコードの作成のみを行い、NC への登録は行わない。 

③出版物の表記上の不備等により NACSIS コーディングマニュアルに従った目録作成が

困難な資料については、ローカル書誌レコードの作成のみを行い、NC への登録は行わ

ない。 

（４）書誌レコードの作成（NC、ローカルシステム）においては、下記の点に留意して行

う。 

①目録レコードの源泉に関わらず、レコード内容の確認と修正をする。既存レコード

の利用、新規レコードの作成（流用入力）のいずれの場合においても、各レコードに

おけるフィールドのデータ内容を確認し、修正必要箇所を発見した場合は、その修正

を行う。その際、NACSIS コーディングマニュアルのレコード修正指針に従う。 

②現地語の目録作成においては、各言語における正書法に基づいて記述する。 

③非ローマ字言語の目録作成においては、NACSIS コーディングマニュアルで定められ

た翻字法によって翻字する。 

④著者標目(AL)フィールドへの入力に関しては、下記に留意して行う。 

イ.NII 目録システムコーディングマニュアルで定められた著者標目（AL）の入力に加

えて、政府機関および国際機関が出版者である場合は、出版事項（PUB）の他、AL

フィールドにも登録する。 

ロ.中国語、コリア語資料の場合、AL フィールドにおける著者名には原綴を入力する。 

ハ．その他の言語資料（タイ語、アラビア語等）の場合、AL フィールドには NACSIS

コーディングマニュアルで定められた翻字形で入力し、ローカルシステムでは LAL

フィールドに原綴を入力する。（表１－６を参照のこと。） 

⑤非ローマ字言語(タイ語、アラビア語、ペルシャ語)の著者名典拠レコードの登録と

リンク形成に関しては、NACSIS コーディングマニュアルで定められた翻字形を標目形

とし、原綴表記は可能な限り参照形として SF フィールドに記録する。 

（５）ローカル書誌レコードの作成においては、下記についても行う。 

①機構から指示があった場合に、URL情報を下記に従い、IDENT フィールドに記述する。 

イ．表１－５の入力基準に従い IDENT に URL 情報を入力する。 

ロ．NOTE 欄に URL 表記がある NC の既存書誌レコード、あるいは参照 MARC の流用書誌

レコードをダウンロードした場合は、修正を加えずそのまま流用する。 
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表 １－５ ローカル書誌レコードにおける URL 情報入力基準 

資料種別 

英語表記 

（日本語、中国語、

韓国語以外の資料

の目録に適用） 

日本語表記 

（日本語、中国

語、韓国語資料の

目録に適用） 

入力例・留意事項 

 図書（該当するの

は IDE Discussion 

Papers 等） 

Information=full 

text 

全文情報 英語表記の例：

IDENT:http://www.ide.go.jp/English/Pu

blish/Download/Dp Information=full 

text   

WEB-SITE: full 

text 

WEB-SITE:全文情

報 

URL にアクセスして接続の可否や内容を

確認して表記を決める。 

統計資料 （該当する

のは主として国際機

関、各国の中央銀行、

統計局刊行物でイン

ターネット上に公開

されているもの） 

WEB-SITE: 

statistical data 

retrieved from 

database 

WEB-SITE:データ

ベースからの抽

出情報 

英語表記の例 

IDENT:http://stats.oecd/org/wbos/deau

lt.aspx WEB-SITE : statistical data 

retrieved from database 

ハ．ローカルシステムで作成した URL 情報を含む書誌レコードを NC へ登録する場合

には、IDENT フィールドの入力データを NOTE フィールドに移し、IDENT フィール

ドそのものを削除してから登録する。 

ニ．IDENT フィールドに記述があるローカル書誌レコードに上書きする形で NC の書誌

レコードをダウンロードする場合、IDENT フィールドが消えてしまうので、ダウン

ロード後にローカル書誌レコードに IDENT フィールドの記述を追加する。 

ホ．ローカルシステムで URL 情報を含む書誌レコードを登録した後には、OPAC で当該

書誌を検索し、IDENT から、インターネット上のリソースにアクセスできることを

確認する。 

②複数の出版地、出版者が存在し、書誌レコードに PUB フィールドを複数入力する場

合、NII コーディングマニュアルでは最後に入力する PUB フィールドにのみ出版年を

記入する仕様となっているが、ローカル書誌レコードには、最初の PUB フィールドに

も出版年を追加する。（新規作成書誌レコードを自動抽出し、インターネット上で公

開している新着資料リストが、最初の PUB フィールドのみ表示する仕様となっている

ためである。） 

③機構が指定したローカルフィールド（LAREA、LSH、LCLS、LFT）（表１－６参照）に、

機構の指示に従いデータを入力する。また、LMEMO フィールドは削除する。 
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表 １－６ ローカルの書誌レコードに存在する固有フィールド 

 タグ名 フィールド 内容 

LAREA 地域コード 機構が指定するアジ研図書館地域コードを入力する。 

LMEMO ローカル注記 選書レコードを作成する際に情報源等を入力するフィ

ールド。書誌レコードの作成完了時には削除する。 

LSH ローカル件名標目 機構が指定したアジ研図書館件名および人名・団体名等

の固有名詞を入力する。 

LAL ローカル著者標目 NC ではタイ語、アラビア語、ペルシャ語の AL（著者標

目）にローマ字翻字形を記述することになっている。こ

れに加えアジ研図書館では LAL に原綴を記述する。 

LCLS ローカル分類標目 機構が指定したアジ研図書館分類を入力する。 

LFT 館内フリーキーワー

ド 

「アジア経済研究所図書館分類・件名表」（以下、「分

類・件名表」）に存在しない単語を補足的に入力する際

に使用。機構の指定する単語を入力する。 

 

５．レコード調整 

（１）NC に登録されている書誌・所蔵レコードの修正等の際に、他機関とのレコード調整

あるいは NII への報告の必要が生じた場合は、「目録システムコーディングマニュアル」

に従い、レコード調整あるいは報告を行う。 

（２）雑誌については、後日、修正の根拠となる情報源を添付し NII に修正内容を報告す

る。 

（３）以下の点についても対応する。 

①過去に機構が作成した目録についてのレコード調整にも対応する。 

②レコード調整の依頼があった場合には一週間以内に対応する。 

③他機関からの代理調査も可能な限り対応する。 

③ 最長 1ヶ月以内に処理する。 

⑤第４章 II.１に基づき、レコード調整業務の結果を報告。 

（４）レコード調整の結果をローカルシステムに反映させる。 

 

６．所蔵レコードの作成と NC への登録 

（１）NC へのレコード登録は下記に従って行う。 

①すべての所蔵・一括所蔵レコードについて登録することを原則とする。 

②NC 上に登録済みの年刊と雑誌の一括所蔵レコードの更新は毎日行い、ローカルの一

括所蔵レコードと一致させる。 

③継続的に受入れることが決定していない逐次刊行物（年刊を含む）については、ロ
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ーカル書誌レコードに対してローカル所蔵レコード、ローカル一括所蔵レコードの作

成のみを行い、NC への登録は行わない。 

④出版物の表記上の不備等により NACSIS コーディングマニュアルに従った目録作成が

困難な資料については、ローカル書誌レコードに対してローカル所蔵レコード、ロー

カル一括所蔵レコードの作成のみを行い、NC への登録は行わない。 

（２）請求記号 

下記のアジ研図書館の分類方法と請求記号付与の原則に留意し、表１－７～１０の要

領で請求記号を付与し、所蔵レコードの請求記号フィールドに入力する。また、付与し

た請求記号を標題紙裏ページの上部角部分に記入する。 

（３）配置場所 

一般図書、一般年刊、一般雑誌、統計資料の請求記号の１段目と配置場所には相関

関係が存在するので、請求記号付与後、対応する配置場所を決定し、所蔵レコード

に入力する。 

（４）その他の入力フィールド 

表１－１１にしたがって、所蔵レコード中のフィールドにデータ入力を行う。 

（５）その他注意すべき点 

①購入した雑誌・年刊については、受入巻号に対応する年度の発注レコードにリンクさ

せて所蔵登録を行う。 

②一括所蔵レコードの入力記述法は NACSIS-CAT 全国雑誌所蔵データ更新作業マニュア

ルの最新版に準拠する。 

③逐次刊行物（雑誌、年刊）については、所蔵レコード登録の度に一括所蔵レコードを

更新すること。その際、過去の受入記録も確認した上で一括所蔵の更新を行う。 

④逐次刊行物（雑誌、年刊）の受入時に、当該タイトルのタイトルチェンジ、停刊があ

った場合は、タイトルチェンジリスト、停刊リストを作成し、業務月報で機構に報告

する。                                           

⑤逐次年刊（雑誌、年刊）の初号受入またはタイトルチェンジがあった場合は、所蔵レ

コードを作成する前に、書誌レコードの修正・新規作成や、書誌変遷のリンク形成を

行う。 

⑥ 特殊資料は、紙媒体の資料の付録として受入れる場合と、単体で受入れる場合が

ある。 

イ．付録として受入れる場合 

紙媒体資料と同一の発注レコードおよび書誌レコードにリンクさせる形で所蔵

登録を行う。 

ロ．単体で受入れる場合 

該当する発注および書誌レコードにリンクさせる形で所蔵レコードの登録を行

う。 
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⑦参考図書については、機構の指示に従い参考図書コーナーにある既存の参考図書と、

新着の参考図書との入れ換え作業を行う。また、入れ換えを行う際には、次の通り既

存の参考図書の所蔵レコードを修正する。 

イ．配置場所  ： 資料の本来の配置場所を入力。（表１－７、表１－１０） 

ロ．資料取扱区分： 資料の本来の資料取扱い区分を入力。（表１－１１） 

ハ．禁帯出区分 ： 1:帯不可 → 0:帯出可 に変更。 

⑧製本雑誌については、第 2章 VIII. に従って所蔵レコードの登録を行うこと。 
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表 １－７ 資料種別ごとに定められた請求記号および配置場所 

所蔵部署 資料種別 対象言語 請求記号フィールド 配置場所 

1 段目 地域コード（『アジア経済研究所図書館分類・件名表』（以下、

『分類・件名表』参照） 

2 段目 アジ研図書館分類（原則として小数点以下 2桁以内） 

*ローカル分類標目（LCLS)を元に、『分類・件名表』に従い、

付与する。以下同様。 

3 段目 アルファベット（タイトルの先頭）1文字+自動付与番号（1～）

* アジ研、アジ研以外の機構出版物はアルファベット 2文字採

り、それぞれ Aj, Ni とする。 

* 伝記は被伝者からアルファベット 2文字採る。 

和書、洋書（英語、スペイン

語、フランス語、ポルトガル

語、ドイツ語、オランダ語お

よびロシア語等のスラブ諸

語） 4 段目 年次、巻次（年刊、多巻物の場合） 

00/2AA（2F アジア） 

00/2AE（2F 東アジア） 

00/2AH（2F 東南アジア） 

00/2AS（2F 南アジア） 

00/2AZ（2F 中央アジア） 

00/2C（2F 途上国） 

00/2D（2F 先進国） 

00/2EA（2F ヨーロッパ） 

00/2EE 2F ロシア・東欧） 

00/2F（2F アフリカ） 

00/2G（2F 世界・理論書） 

00/2L（2F ラテンアメリカ） 

00/2M（2F 中東・北アフリカ） 

00/2NN（2F 北米） 

00/2OO（2F オセアニア） 

1 段目 言語コード(表 1-8 参照） 

2 段目 アジ研図書館分類（原則として小数点以下 2桁以内） 

3 段目 アルファベット（タイトルの先頭）1文字+自動付与番号（1～）

* アジ研、アジ研以外の機構出版物はアルファベット 2文字取

り、それぞれ Aj, Ni とする。 

* 伝記は被伝者からアルファベット 2文字採る。 

図書館 

LIB0 
図書・ 年刊 

中国語、韓国・朝鮮語、アジ

ア･アフリカ諸語 

4 段目 年次、巻次（年刊、多巻物の場合のみ） 

00/4-A|F（4F-1/AA 諸語） 

00/2CH（4F-1/中国語） 

00/4-KO（4F-1/コリア語） 
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所蔵部署 資料種別 対象言語 請求記号フィールド 配置場所 

1 段目 P + 言語コード（但し欧米諸語の場合は言語コードを付与しな

い）  

2 段目 分類番号（原則として小数点以下２桁以内） 

図書館 

LIB0 
雑誌 製本対象雑誌 

3 段目 アルファベット(タイトルの先頭）１文字 + 自動付与番号 

00/4-JB 4F-1/製本雑誌 

1 段目 統計コード （『分類・件名表』参照） 

2 段目 統計分類(『分類・件名表』参照) + 刊行頻度記号（表 1-9 参照） 

+ 自動付与番号 

統計資料 

STA0 

図書・年刊・雑

誌 
  

3 段目 年次、巻次など、必要に応じて 

00/3SUN（3F/統・国際機関） 

00/3SAE（3F/統・東アジア） 

00/3SAH（3F/統・東南アジア） 

00/3SAS（3F/統・南アジア） 

00/3SAZ（3F/統・中央アジア） 

00/3SM（3F/統・中東・北アフリカ） 

00/3SF（3F/統・アフリカ） 

00/3SL（3F/統・ラテンアメリカ） 

00/3SOO（3F/統・オセアニア） 

00/3SEE（3F/統・東欧） 

00/3SAEJ（3F/統・日本） 

00/4SEE（4F-2/統・東欧） 

00/4SD（4F-2/統・先進国） 

00/4SAEJ（4F-2/統・日本） 

※ 特殊資料については、表１－１０を参照のこと。
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表 １－８ アジア・アフリカ諸語の一般図書・年刊の請求記号の一段目に使用する言

語コード一覧 

言語記号 言  語 言語記号 言  語 

Af アフリカーンス Ma マレー語 

Al アルバニア語 Mar マラティ語 

Ar アラビア語 Mla マラガシ語 

As アッサム語 Mlm マラヤラム語 

Be ベンガリ語 Mo モンゴル語 

Br ビルマ語 Pa パンジャブ語 

Ch 中国語 Pe ペルシャ語 

Cm クメール（カンボジア）語 Sk サンスクリット語 

Dr ドラビダ語 Sn シンハラ語 

Fu フラニ語 Su スンダ語 

Gu グジャラティ語 Sw スワヒリ語 

Heb ヘブライ語 Tb チベット語 

Hi ヒンディー語 Tg タガログ語 

In インドネシア語 Th タイ語 

Ja 日本語（旧配架） Tk トルコ語 

Jav ジャワ語 Ur ウルドゥー語 

Ko 朝鮮語 Vi ベトナム語 

Lo ラオス語 

  

表 １－９ 統計資料の刊行頻度記号 

旧記号 新記号 種別・刊行頻度 

I Ir 図書 

A An 年刊 

M Mo 月刊 

Q Qu 季刊 

S Sa 年 2 回刊 

BM Bm 隔月刊 

W We 週刊 

- Z 刊行頻度不安定 
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表 １－１０ 特殊資料の請求記号 

資料種別 請求記号フィールド 配置場所 

1 段目 なし 

2 段目 Micro 

3 段目 （マイクロフィルム）  MD＋自動採番 

（マイクロフィッシュ） FB＋自動採番 

マイクロ資

料 

4 段目 年次、巻次など、必要に応じて 

1 段目 なし 

2 段目 Cdrom 

3 段目 C＋自動採番 
CD-ROM 

4 段目 年次、巻次など、必要に応じて 

1 段目 なし 

2 段目 DVD 

3 段名 D＋自動採番 
DVD 

4 段目 年次、巻次など、必要に応じて 

1 段目 なし 

2 段目 Video 

3 段目 （ビデオカセット） C＋自動採番 

（ビデオディスク／レーザーディスク） D＋自動

採番 

ビデオ 

4 段目 年次、巻次など、必要に応じて 

00/1AV（1F/AV 閲覧室） 

※ 特殊資料の請求記号の付与方法は所蔵部署（一般資料 LIB0、統計資料 STA0）によらず

一律である。 
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表 １－１１ 所蔵レコードの入力フィールドおよび入力値 

一般資料・統計資料 
資料種別 

図書 逐次刊行物 

入力条件 購入 寄贈・交換、等 初号 第 2 巻（号）以降 
特殊資料 参考図書 

所蔵区分 

和・図書（日本語・中国

語、韓国語）、もしくは、

洋・図書（上記以外） 

和・図書（日本語・中国

語、韓国語）、もしくは、

洋・図書（上記以外） 

和・雑誌（日本語・中国語、

韓国語）、もしくは、洋・

雑誌（上記以外） 

システム自動入力（※1） ※3 ※3 

所蔵部署 
LIB0：図書館 

STA0：統計資料 

LIB0：図書館 

STA0：統計資料 

LIB0：図書館 

STA0：統計資料 

LIB0：図書館 

STA0：統計資料 
※3 ※3 

資料 ID バーコード番号 バーコード番号 バーコード番号 バーコード番号 バーコード番号 バーコード番号 

配置場所 表１－７～表１－１０に従って入力 1REF（1F/参考図書） 

請求記号 表１－７～表１－１０に従って入力 

管理区分 1：図書 1：図書 
雑誌→ 2：雑誌 

年刊→ 3：年刊 
システム自動入力（※1） ※3 ※3 

資料形態 10：図書 10：図書 
雑誌→ 20：雑誌 

年刊→ 21：年刊 

雑誌→ 20：雑誌 

年刊→ 21：年刊 

41：DVD 

42：CD-ROM 

43：Video 

51：マイクロフィル

ム 

52：マイクロフィッ

シュ 

※3 

取扱区分 01：一般資料 01：一般資料 
雑誌→ 08：未製本雑誌 

年刊→ 04：年刊 
システム自動入力（※1） 06：マルチメディア ※3 
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受入区分 

1Yo：洋書購入 

1Ja：和書購入 

1Ch：中国語購入 

1Ko：コリア語購入 

1Ma：マレー語購入 

1In：インドネシア語購

入 

1Th：タイ語購入 

1Tk：トルコ語購入 

1Ar：アラビア語購入 

1Pe：ペルシャ語購入 

1Vi：ベトナム語購入 

1Xx：その他言語購入 

下記コード＋言語コード

（※4） 

 

2：寄贈 

3：交換 

4：生産受入 

5：現地調査 

A：アジ研出版物 

下記コード＋言語コード

（※4） 

 

1：購入 

2：寄贈 

3：交換 

4：生産受入 

5：現地調査 

A：アジ研出版物 

システム自動入力（※1）

下記コード＋言語コード（※4） 

 

1：購入 

2：寄贈 

3：交換 

4：生産受入 

5：現地調査 

A：アジ研出版物 

巻号次 
他巻物の場合など、必要

に応じて入力 

他巻物の場合など、必要

に応じて入力 

受入資料に記載されてい

る書誌情報をもとに入力 

受入資料に記載されてい

る書誌情報をもとに入力 
※3 ※3 

年月次 入力不要 入力不要 
受入資料に記載されてい

る書誌情報をもとに入力 

受入資料に記載されてい

る書誌情報をもとに入力 
※3 ※3 

受入日 蔵書印の日付を入力 蔵書印の日付を入力 

雑誌→ 受入作業日（シス

テム自動入力） 

年刊→ 蔵書印の日付を

入力 

雑誌→ 受入作業日（シス

テム自動入力） 

年刊→ 蔵書印の日付を

入力 

蔵書印の日付を入力 蔵書印の日付を入力 

所蔵状態 20：整理済配架 
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検収日 蔵書印の日付を入力 蔵書印の日付を入力 

雑誌→ 受入作業日（シス

テム自動入力） 

年刊→ 蔵書印の日付を

入力 

雑誌→ 受入作業日（シス

テム自動入力） 

年刊→ 蔵書印の日付を

入力 

蔵書印の日付を入力 蔵書印の日付を入力 

納入者 

コード 
システム自動入力（※2） 

機構が指定したコードを

入力 

機構が指定したコードを

入力（発注レコード作成済

みの場合はシステム自動

入力） 

システム自動入力（※1） ※3 ※3 

原価格 システム自動入力（※2） 入力不要 システム自動入力（※2） システム自動入力（※1） ※3 ※3 

通貨 システム自動入力（※2） 入力不要 システム自動入力（※2） システム自動入力（※1） ※3 ※3 

禁帯出 入力不要 入力不要 入力不要 入力不要 入力不要 

1：帯不可 

（館外持ち出し不

可） 

公開状態 

 
公開 

※1 直近の所蔵レコードの値を参照して自動入力される。 

※2 リンクする発注レコードを参照して、自動入力される。 

※3 該当フィールドの入力基準は図書および逐次刊行物に準ずる。 

※4 言語コードは以下の通り。（入力例） 収集方法：購入（1）＋言語コード（コリア語：Ko） → 入力値：1Ko 

洋書 Yo コリア語 Ko タイ語 Th ペルシャ語 Pe 

和書 Ja マレー語 Ma トルコ語 Tk ベトナム語 Vi 

中国語 Ch インドネシア語 In アラビア語 Ar その他言語 Xx 
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IV.装備業務 

＜目的＞ 

整理済み資料を配架する前に、各資料を図書館蔵書として利用可能な状態に準備すること

を目的とする。 

 

＜概要＞ 

資料の種類に応じて盗難防止用磁気テープの貼付、請求記号ラベルの貼付の作製と貼付

等を行うとともに、必要に応じて、カバーや帯、正誤表、付属資料の処理を行う。 

 

＜基本仕様＞ 

１．盗難防止用磁気テープ 

（１）各資料に応じた磁気テープを貼付する（表１－１２を参照のこと）。貼付する際には、

剥がれにくく目立たないよう工夫する。また資料を破損しないよう以下の点に留意する。 

①雑誌・ペーパーバック図書については、ページの間の綴じ部分（のど）に近い深い

ところに埋め込むように装着する。無理にページを広げることや、ページをまたがっ

て図表・写真等があるところにテープを装着することは避ける。 

②CD-ROM、DVD に直接装着せず、ケースや標題紙（２つ折りで内側が白紙）等に装着す

る。 

③CD-ROMおよびDVDについては、ディスク嵌め込み板がケースから外れる場合は外し、

外した部分のケース内側に AV 用テープを貼付した後、ディスク嵌め込み板を元に戻

す。 

（２）使用する磁気テープと資料の種類の対応は表１－１２の通りである。 

（３）新聞、地図、マイクロフィルム、ビデオテープには盗難防止用磁気テープは装着し

ない。 

（４）磁気テープ装着済みの目印として地の背側にサインペンで小さな黒点を入れる。た

だし特殊資料は除く。 

表 １－１２ 資料の種類と磁気テープ 

資料の種類 磁気テープの種類 

ハードカバーで背の内側に隙間

がある図書および製本雑誌 

片面タイプ 160mm 

雑誌・ペーパーバック図書 両面タイプ 160mm、ただし小型ペーパーバック図書（文庫、新

書等）は両面タイプ 120mm。 

CD-ROM、DVD  AV 用テープ(片面タイプ)をケースに装着。ただし、表題紙が

付いている場合は、両面タイプ 120mm を標題紙内側の白紙部

分に貼付する。 

 

49



27 
 

２．請求記号ラベル貼付前の図書の処理 

（１）箱・カバー・帯の処理 

①箱は廃棄する。 

②カバー、帯は、資料の内容紹介や著者紹介、または当該資料に関する情報や貴重な

写真等、当該資料の参考になる部分を切り取り、表紙・裏表紙の内側に貼付する。 

（２）正誤表 

①表紙の内側に貼付する。 

②冊子体になっているものは糊で貼り付ける。（現行では、糊付けをする箇所を捨て紙

に挟み、3mm 程度糊をつけてのどの奥に貼付している）。 

③図書からはみ出す大きさの場合は、調整する。（現行では、折りたたむ、四囲の白紙

部分を切って小さくする、縮小コピーで小さくする等の調整後、貼付している）。 

（３）付属資料 

①一枚物（地図、図表等）の場合は、端の方で押印可能な場所（できれば裏面）に蔵

書印を押し請求記号を鉛筆で書き込み、本体から分離しないよう、ポケット等に収納

する。（現行では、ポケットが無い場合は中性紙封筒を用いてポケットを作り、裏表

紙の内側に糊付けしている。）。 

②冊子体（別冊、月報等）の場合は、タイトルページ裏、これが不可能な場合は、タ

イトルページ、表紙、表紙内側、裏表紙のうち押印可能な場所に蔵書印を押し、請求

記号を鉛筆で記入する。（ここに言う“別冊”とは、図書に添付･挿入されている冊子

で、独立した出版物理単位として登録される別冊ではない。） 

③冊子体の付属資料のサイズが本体資料より大きい場合は、別途請求記号ラベルを貼

付する。 

 

３．請求記号ラベルの作製と貼付 

（１）ラベルの種類と貼付資料 

表 １－１３ ラベルの種類と貼付資料 

資料の種類 ラベルの種類 

一般資料 LIB0 

（CD-ROM、DVD、ビデオ等を含む） 

図書用ラベル（緑） 

統計資料 STA0 

（図書･雑誌、CD-ROM、DVD を含む） 

統計用ラベル（緑・「統計」の文字入り） 

製本雑誌 雑誌用ラベル（赤） 

地図 請求記号ラベルを貼付しない 

新聞 不要（請求記号がないため） 

 

（２）請求記号ラベル貼付 
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背に貼る場合は、地より 15mm 程度の位置に貼付する。資料が薄く背にラベルが貼れな

い場合は、表紙の背側から 15mm 程度、地から 15mm 程度の位置に角を合わせて貼付する。 

（３）ラベルはローカルシステムを用いて作製している。 

（４）貼付したラベルにビニール糊で上がけする、表紙の素材によりラベルが接着しにく

い場合は、ラベルの上からアイロンで温圧を加えてから糊がけする等、貼り付けたラベ

ルが剥がれないように工夫する。 

 

４. 特殊な処理 

（１）付属資料として図書に同梱された特殊資料 

①プラスチックケースに収納し、特殊資料として独立した請求記号を付与する。 

②特殊資料の請求記号ラベルは２枚作成し、１枚は特殊資料本体に、もう１枚は本体

図書の裏表紙内側等に貼付する。  

③図書の請求記号ラベルの上部に CD-ROM、DVD 等と記したインデックスシールを貼付

する。DVD や CD-ROM の場合は盤面の空白部分にも油性ペンで請求記号を書き込む。 

（２）DVD、CD-ROM 

①DVD や CD-ROM は、ケースに請求記号ラベルを貼付するほか、DVD や CD-ROM の盤面の

空白部分に油性ペンで請求記号を書き込む。 

②蔵書印の代わりに盤面の空白部分に指定のアジア経済研究所図書館印を押印する。 

③CD-ROM、DVD については、閲覧用 PC で動作確認を行い、必要に応じてインストール

等を行い、閲覧利用に供せる状態に設定しておく。設定状況に応じた所定のシールを

CD-ROM または DVD ケースに貼付する。 

（３）地図 

請求記号枠印を用いて請求記号を書き込む。 

（４）配架前の図書でページが少なく薄いもの、非常に小型のもの、劣化･破損しているも

の等があれば、第 2章 IX.にしたがって補修･補強をおこなう。  

（５）受入れ時点で既に劣化･破損が著しい場合、盗難防止用磁気テープの装着や請求記号

ラベルの貼付について機構の指示にしたがう。 

 

 

 

V.雑誌記事索引作成業務 

＜目的＞ 

 雑誌記事索引は、継続受入中の雑誌および年刊類に掲載された論文や記事に関する索引

を、ローカルシステムの中に作成しデータベース化することにより、図書館利用者が開発

途上国に関して書かれた論文や記事に迅速かつ確実にアクセスし、閲覧や複写の用に提供

するために作成される。入力した最新の雑誌記事索引は、地域／国ごとに整理した「新着
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雑誌記事索引」としてまとめられ、毎月ホームページ上に掲載して利用に供される。また

入力された雑誌記事索引は、直ちに OPAC で検索が可能となり、地域／国コードや件名を検

索キーにした「雑誌記事索引 SDI アラートサービス（注８）」にも利用される。 

※注８ SDI アラートサービスとは、アジ研図書館が所蔵している図書・雑誌および雑誌

記事索引を対象として、利用者の関心事項に該当する新着情報の提供（＝Selective 

Dissemination of Information）を E メールでお知らせ（＝アラート）するサービス

である。 

 

＜概要＞ 

現在、約 30 万件の雑誌記事索引が検索可能であり、平成 20 年度の採録件数は 1万 2680

件である。言語別にみると、件数の多い順に、英語、日本語、中国語、スペイン語、その

他諸語、となっている。 

雑誌記事索引の対象となる受入登録済みの雑誌・年刊類に対して、採録対象となる記事を

選別し、記事名、著者名、雑誌名、巻号、地域／国コード、件名等を入力し、索引を完成

する。 

 

＜基本仕様＞ 
１．採録対象雑誌・年刊類 

 アジ研図書館が受入れている雑誌および大学や研究機関が発行する年刊類のうち、雑誌記

事索引採録対象誌に選定した雑誌、年刊類全 765 タイトル（表１－１４参照）である。採

録対象となる各雑誌、年刊類に掲載される記事の主要な言語は、英語 363 誌、日本語 201

誌、中国語 83 誌、スペイン語 56 誌、韓国語 26 誌、ポルトガル語 11 誌、フランス語 10 誌、

インドネシア語 6誌、アラビア語 9誌となっている。ただし、対象誌の見直しや停・廃刊

等の理由により、タイトル数の変動が起る場合がある。 

 

表 １－１４ 雑誌記事索引採録対象誌―言語別・刊行頻度別内訳    

平成 21 年 4 月現在 
言語 

 

刊行頻度 

英語 
日本

語 

中国

語 

スペ

イン

語 

韓国

語 

ポル

トガ

ル語 

フラ

ンス

語 

インド

ネシア

語 

アラ

ビア

語 

合計 

週刊 1 0 4 0 0 0 0 0 1 6

月刊 14 39 34 1 6 0 1 1 1 97

隔月刊 25 15 23 2 0 0 0 0 0 65

季刊 149 40 11 16 9 5 7 3 4 244

年 3 回刊 45 12 1 12 0 3 0 0 2 75

52



30 
 

年 2回刊 88 33 9 21 11 3 2 2 1 170

年刊 28 60 1 4 0 0 0 0 0 93

その他 13 2 0 0 0 0 0 0 0 15

合計 363 201 83 56 26 11 10 6 9 765

 

２．記事の採録 

下記の基準に従い、採録対象雑誌・年刊類から記事を採録すること。 

（１）採録件数 

 年間 12,000 件以上を目安とする。 

（２）記事の分量 

4 ページ以上の分量を持つ記事であること。ただし、アジア経済研究所の出版物に掲載

された記事はページ数に関わらず全て採録する。 

（３）記事の言語 

欧米語（英語、スペイン語、ポルトガル語、フランス語）、日本語、中国語、韓国語、

アラビア語、インドネシア語、マレー語の 10 種の言語で書かれた記事を採録する。 

（４）採録対象とする時代と国および主題 

20 世紀以降の開発途上国・地域の、経済、政治、社会、産業、教育、研究事情、地理、

歴史、文化等の社会科学分野に関連したものであること。 

（５）その他の留意事項 

①経済学、政治学、国際関係論等の理論のみを扱った記事は、基本的には採録しない。

ただし、その内容が開発途上国に触れている場合には採録する。 

②時事解説記事は、すべて採録する。 

③個々の記事は 4ページに満たないが、特集全体で 4ページ以上になる場合は特集名

で採録し、個々の記事は採録しない。 

   

３．記事の入力 

（１）入力項目 

表１－１５の項目を入力規則に従い、入力すること。  

表 １－１５ 雑誌記事索引入力項目 

タグ名 フィールド名 

TXTL 本文使用言語 

TR 記事名＋特集名[ある場合のみ] 

AL 著者名 

RBL 雑誌名 

VLNO 巻号 

PYEAR 刊行年 
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MONTH 刊行月 

PAGE ページ付け 

LAREA 地域／国コード 

SH 件名（地域／国件名および主題件名） 

（２）入力規則 

①個々の項目への入力は、欧米語、日本語、中国語、韓国語、アラビア語の各言語別

入力規則に従い、正確な雑誌記事索引を作成すること。 

②地域／国コード（LAREA）の付与 

地域／国コードは、アジ研図書館独自のコードである。入力にあたっては『分類・

件名表』が表す階層構造及び下記の規則に従って、記事が取り扱う地域／国コードを

入力すること。 

イ．採録記事が対象とする地域または国に対応する地域／国コードを分類･件名表か

ら付与する。地域／国コードは、1件は必ず付与し、上限は 1記事あたり 10 件ま

でとする。 

ロ．「世界、その他」を表すコード’G’は使用しない。すなわち開発途上地域・国に

特化しない記事は採録しない。 

③件名の付与 

件名には、地域／国コードに対応した「地域／国件名」と「主題件名」の二つがあ

り、アジ研図書館独自のコードである。入力にあたっては『分類・件名表』が表す階

層構造及び下記の規則に従って、記事の内容に応じた「地域／国件名」と「主題件名」

を入力すること。 

イ．地域／国件名 

a)地域／国コードに相当する地域／国件名はすべて入力する。 

b)分離・独立、統一・併合等によって新国家が誕生し、該当する国件名が分類・

件名表に存在しない場合は、機構に相談すること。 

ロ．主題件名 

a)主題件名は、1件は必ず付与し、上限は 5件とする。 

b)タイトルに表れない場合でも、内容から判断して必要なものは入力する。 

c)WTO、FTA、Kurds, Taliban 等、記事名にない固有名詞で分類・件名表にもない

が、それらがないと検索に顕著な支障が出てくる場合に限り、件名項目として入

力する。 

（３）記事採録後のチェックマーク付与 

採録した記事については、採録済みを示すためその号の目次の採録記事名に鉛筆でチェ

ックマーク“✓”を付けること。 
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４．配架 

雑誌記事索引採録対象の雑誌・年刊類は、機構から資料を受領してから 3週間以内に、雑

誌記事を採録し、配架・展示すること。ただし欧米諸語、日本語、中国語以外の言語の作

業完了期限については、機構と協議のうえ決定する。 
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第 2章 閲覧・利用者サービス業務 

 

I.閲覧・利用者サービス業務の原則 

アジア経済研究所図書館の運営に関する内規（平成 15 年 10 月 1 日独立行政法人日本貿易

振興機構内規第 86 号）に基づき閲覧・利用者サービス業務を実施する。 

 

 

II．来館利用者対応業務 

＜目的＞ 

機構職員等および、開発途上国の資料、専門情報を求める学生、大学教員、外国人利用者

を含む外部利用者の来館利用目的に応じ、図書館の概要や利用方法、提供できるサービス

内容の概略を伝え、利用を支援する。 

 

＜概要＞ 

 機構職員等および外部利用者に対する、利用案内、所蔵調査、検索方法案内と機械装置

の操作補助、閉架書庫別置資料の出納、見学者対応、専門的レファレンスの取り次ぎ、ク

レーム対応、月末休館日の業務が含まれる。 

 

＜基本仕様＞ 

１．利用案内 

（１）辞書類、筆記用具、ノート PC 等を除き、原則として館内への私物の持ち込みを禁止

している。必要に応じて、バッグ類のロッカーへの預け入れ、館内用透明バッグの使用

等を案内する。 

（２）閲覧統計作成のため、外部利用者には入館時に入館票の記入を依頼する。 

（３）利用者の便をはかるため、継続してアジ研図書館の利用を希望する外部利用者のう

ち、希望者には「入館カード」（９）（有効期限 2年）を発行する。 

※注９ 継続してアジ研図書館を利用する外部利用者の便をはかるため、希望者には入館

カードを発行し、入館カードを提示した外部利用者の入館票の記入は省略している。 

（４）個人情報データは独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15

年 5 月 30 日法律第 59 号、以下「個人情報保護法」という。）および機構の個人情報保護

規程に則って管理すること。 

（５）初めての来館利用者にアジ研図書館の利用方法を案内する。 

（６）配架場所等に関する案内・説明を行う。 

（７）所定の位置に資料がない場合は、貸出中、雑誌記事索引採録作業中あるいは所在不

明であることが想定されるため、下記に従って対応する。 

①貸出中の場合 
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当該資料を借り出している職員等に連絡し、返却期限内の場合は外部利用者の利用

のために一時返却（最長でも翌日午前まで）を依頼する。返却期限を超えている場合

は返却を要請する。 

②雑誌記事索引採録作業中の場合（到着して間もない雑誌） 

採録担当者に連絡し、一時的に閲覧できるようにする。 

③所在不明の場合は、本章 VII.２に従い処理する。 

（８）外部利用者より無線 LAN の利用希望があった場合は SSID と WEP キーを教えるのみと

し、接続支援は行わない。 

（９）館内の大声、携帯電話の使用、携帯音楽プレーヤーの音漏れ等、周囲の利用者に迷

惑をかけると判断する場合は、当該利用者に対して、周囲に迷惑を及ぼさない適切な利

用を促す。 

（10）館内での遺失物の処理 

①持ち主が特定される場合は連絡をとり、速やかに返却又は返却のための措置をとる

こと。 

②遺失物の記録を取り、品名、拾得日付と拾得場所及び拾得者を記録しておくこと。

金品等の貴重品を除いて遺失物の保存期限は 1年間とし、期限を過ぎたものは廃棄処

分すること。 

 

２．検索方法案内、機器の操作補助 

（１）ＯＰＡＣ端末の検索方法について説明する。利用者の目的に応じて、所蔵と配置場

所の見方、雑誌の一括所蔵の見方等必要な対応をすること。 

（２）図書館ウェブサイトについて、利用者の目的に応じた説明をする。 

（３） 電子ジャーナル、外部データベース、デジタルアーカイブス等の利用方法、検索方

法およびプリントアウトの仕方等の説明をする。 

（４）ＣＤ－ＲＯＭ/ＤＶＤ－ＲＯＭの利用者に対し、操作方法を説明する。 

パソコンの環境設定等の問題でＣＤ－ＲＯＭ／ＤＶＤ－ＲＯＭが閲覧提供できない場

合は、研究情報システム課ヘルプデスクに相談する。 

（５）マイクロ・リーダープリンター、ＡＶブース（ビデオデッキ、モニター）の操作方

法を説明する。 

 

３．所蔵調査 

（１）利用者が必要とする資料の所蔵調査のため、当該資料の代行検索または検索方法の

案内を行う。 

（２）アジ研図書館が所蔵していない資料については NACSIS-CAT その他のツールを用いて

検索を行い、他の所蔵館を紹介する。所蔵館がない場合は機構が代替資料の紹介をレフ

ァレンスとして行うので取り次ぐこと。 
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（３）機構が所蔵するデジタルアーカイブス等の電子化資料についても所蔵調査を行い、

利用方法について案内する。 

（４）雑誌記事索引レコードがローカルシステム上に存在するが、アジ研図書館では当該

雑誌を所蔵していないケースがある。当該雑誌記事索引レコードを発見した場合は、書

誌レコードの公開コードを「非公開」に変更すること。 

 

４．閉架書庫別置資料の出納 

 表２－１の閉架書庫に別置されている資料を閲覧申し込みに応じて出納する。 

表 ２－１  閉架書庫別置資料一覧 

閉架書庫の種類 収蔵資料 

1F/AV 書庫 マイクロ資料、CD-ROM, DVD, ビデオ等 

2F/地図庫 地図 

2F/新聞庫 新聞バックナンバー 

4F/集密書庫西側 旧植民地資料、劣化資料、貴重書、官報、所内資料 

※「旧植民地資料」とは、アジ研図書館が所蔵する旧植民地関係資料のうち、４F集密

書庫に別置してあるものを指す。「所内資料」とは、研究所の研究成果物のうち、公に

刊行していないものを指す。 

 

（１）閲覧申し込みを受けたときは利用者に提供する。 

（２）旧植民地資料、劣化資料、貴重書、地図、新聞を利用者に提供する際は、資料の状

態に留意し、利用についての注意を促す。資料の状態に対応した取扱いについては本章

IX.を参照のこと。 

 

５．見学案内 

（１）見学希望者に対し、図書館の概要説明および館内案内を行い、アジ研図書館に対す

る理解の促進と外部利用者の新規開拓を図る。 

（２）見学案内は原則として民間事業者が行うが、アジ研図書館の企画・運営、蔵書構築、

収集方針、蔵書構成等と関連した説明が必要な場合は機構が案内を行う｡ 

（３）見学案内の依頼は、基本的に機構が連絡を受け、民間事業者に依頼するが、外部利

用者から民間事業者が依頼を受け、依頼内容から機構が案内を行った方が適切と判断

される場合は、機構に取り次ぐ。 

 

６．月末休館日の対応 

月の最終平日は休館とし、書架調整、館内整理等を行う。また機構の職員等に対する貸出・

返却手続きおよび遠隔地から来館した外部利用者に対する閲覧・利用者サービスを行う。 
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７．専門的レファレンスの取り次ぎ 

ローカルシステムや NACSIS-CAT の検索や、参考図書等では対応できない、民間事業者が

回答可能なレファレンスの域を超える専門的レファレンスについては、機構に連絡し、以

降のレファレンス対応を機構に引き継ぐ。 

 

８．外部利用者アンケート 

機構が外部利用者アンケートを実施する際には、アンケートのの配布・回収を行うこと。 

 

９．クレーム対応 

外部利用者、職員等を問わず、閲覧業務、図書館利用に係る質問、クレームについて対応

する。クレーム内容と場所･日時、受付者、対応者、対応内容、改善策等を記録し、業務月

報で報告すること。必要な場合は対策を提案すること。 

 

 

 

III. 配架 

＜目的＞ 

利用者が、目的の資料を探し出しやすいように書架を整備することを、本業務の目的と

する。 

 

＜概要＞ 

 新着資料の展示、配架の他、返却資料の再配架、書架調整、配架修正を実施する。 

 

＜基本仕様＞ 

１．新着資料の配架 

（１）新着図書コーナーおよびブラウジングコーナーに新規受入資料を効果的に展示し、

利用者に広く周知する。 

（２）書架への配架 

①新着図書コーナーおよびブラウジングコーナーでの展示が終了した資料、展示の対

象外とした資料は書架に配架する。 

②雑誌、新聞は、第１章 I.２の定めに従い、配架する。  

③配架の基本仕様 

イ.請求記号の大まかな区切り（地域コード、分類の切れ目）で段を変更する。 

ロ.書架の各段の右側を必ず 5ｃｍは空けておく。 

ハ.地震対策のため、ブックサポートを棚の中間にも入れる。 
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④資料の背を書架の前縁に合わせる。 

⑤配架作業で請求記号ラベルの誤りを発見した場合は、ラベルを貼りかえる。 

⑥資料の判型が小さすぎる、ページ数が少なくて厚みがなく自立しない等、資料の 形  

態上必要と思われる場合は補強フォルダー等を利用する。 

⑦別置した資料については書架上で別置場所を指示する代本板を作成する。代本板は、

機構が指定したものを使用する。 

 

２．書架調整 

（１）資料の増加に伴う書架調整を適宜行う。 

（２）書架調整に伴い棚見出しの作成や書架側面サインの修正を行う。 

（３）新聞は月末休館日までに最も古い月に発行された部分を新聞庫に上げ、新聞架の配

架場所を調整し、新しい月の新聞の配架場所を確保する。 

 

３．資料の再配架 

（１）書架の乱れの防止および利用統計を取るため、利用者には利用した図書館資料は直

接書架に戻さず、返却台または閲覧カウンターに返却してもらうことを周知する。  

（２）閲覧利用後に返却（貸借サービスで返却されたものを除く）された図書館資料は、

利用統計集計のため、アジ研図書館に配備しているハンディターミナルで図書館資料に

貼付されたバーコードを読み取り後、原則として当日中に再配架する。 

（３）再配架の際に、資料に破損等がないかどうか、資料が請求記号順に配架されている

かなど配架点検を行う。 

 

４．配架修正 

配架の間違いを発見した際は、請求記号順に配架を修正し、常時書架の配架の乱れがない

状態に書架を維持する。 

 

５．その他  

(１)盗難防止用磁気テープの未装着資料を発見した場合、直ちに第１章 IV.１に従い、盗難

防止用磁気テープの装着を行う。 

（２）ハンディターミナルで読み込んだデータはローカルシステムに毎日保存し、翌月初

めにローカルシステムを使って、請求記号、タイトル、バーコード番号、巻（多巻物・

雑誌・年刊）、号（雑誌）の一覧表を作成し、業務月報で機構に報告すること。 
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IV .閲覧環境整備業務 

＜目的＞ 

利用者が資料の閲覧および各種サービスを利用しやすいよう、また図書館で働くスタッ

フが業務を円滑かつ効率的に遂行できるよう、閲覧に係る環境を整備する。 

 

＜概要＞ 

開館準備・閉館作業、サイン、設備機器の点検と消耗品の補充が含まれる。 

 

＜基本仕様＞ 

１．開館準備・閉館作業 

（１）図書館の開館時間 5 分前までに表２－２に示された作業を行い、開館時間から図書

館が利用できるようにすること。 

（２）閉館時間には館内放送により閉館の案内をし、全ての利用者の退館を確認し、表２

－２に示された作業を実施すること。 

表 ２－２  開館準備・閉館作業 

項 目 開館時 閉館時 

開架部分の照明 ○点灯 ○消灯 

（1階一部は残す） 

パソコン、プリンターの電源 ○オン ○オフ 

集密書架（開架部分のみ）の電源 ○オン ○オフ 

ブックディテクションシステムの電源 ○入れる ○切る 

閉架書庫の鍵のカウンターでの保管 ○ ○ 

マイクロ・ＡＶ保存庫、地図庫、地図システム

室の施錠 
○ ― 

メール室より日本の新聞を運び、配架 ○ ― 

返却ボックス（研究棟１階）の資料の回収 ○ ― 

スタッフコピー機の電源、用紙のセット ○ ○ 

セルフコピー機（開館時は前日の枚数を記録、

週末はコインキットの電源オフ）の電源、用紙

のセット 

○ ○ 

小型金庫から手提げ金庫の出納 ○ ○ 

レジスターの現金の出納・確認 ○ ○ 

案内板の出し入れ ○ ○ 

ハンディ磁気付加器の充電 ― ○ 

消磁器 ○ ○ 

館内用ＰＨＳ ○準備 ○充電 
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返却期限スリップの準備 ○ ― 

入館票、入館バッヂの準備 ○ ― 

メールの確認 ○ ― 

テレビ電話の準備 ○ ― 

差替え式カレンダーの日付変更 ― ○翌開館日準備 

入館者数の確認 ― ○ 

入館バッヂの確認 ― ○ 

ハンディターミナルで収集したデータをＰＣへ

流し込む 
― ○ 

使用した電源の確認 

（パウチ、電気ストーブ、扇風機） 
― ○ 

コインロッカーの確認 ― ○ 

 

２．設備機器の点検 

（１）閲覧施設の鍵の管理 

①機構が委託する鍵を管理する。 

②民間事業者の責めに帰する事由により鍵を紛失した場合は、直ちに機構に報告する。

鍵の紛失がセキュリティに関わる場合は、民間事業者の費用で鍵を本体ごと取り替え

る。 

（２）閲覧室内備品の点検・管理 

閲覧室内の機器・備品に損傷がないかどうかを点検、確認すること。破損等が発見さ

れた場合は機構に報告する。 

（３）設備・機器の点検 

①図書館内の機器・備品が常に利用できる状態にあることを確認する。 

②設備・機器にエラーまたは故障が発生し、回復が難しい場合は、機構に連絡するこ

と。ただし、コピー機について回復が難しい場合は、直ちに修理の手配を行い、その

結果を機構に報告するとともに、コピー機の保守業者から徴収した修理に係る作業完

了報告書を提出する。 

③利用者が閉じたＰＣ画面の復帰を行う。ＰＣについては、開館時間中も定期に巡回

し画面の確認を行うこと。 

（４）各階閲覧席、リフレッシュ・コーナーの整理整頓をし、利用しやすい環境に整える。 

（５）その他 

定期的清掃は別途清掃業者に委託しているが、なお、床の目立った汚れやごみの放置

等がある場合、簡単に除去できるときは、汚れやごみの除去を行い、汚れやごみの程度

によって、清掃業者に依頼したほうがよいと判断される場合は機構へその旨報告し、清

潔な状態を保つこと。 
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３．サイン 

図書館内の資料を探しやすくするため、配架サインの新規作成または修正が必要な場合は、

案を作成し、機構と協議すること。 

 

 

V.貸出業務 

＜目的＞ 

機構職員等およびその他（アジ研が運営する研究会の外部委員（以下、「研究会外部委員」）、

機構 OB、賛助会員等）に対する貸出および図書館間の相互貸借を通して、資料を利用に供

することを目的とする。 

 

＜概要＞ 

資料の貸出は、機構職員等およびその他（研究会外部委員）、機構 OB、賛助会員）に対し

て行う。これに加え、機構内図書館間の相互貸借、NACSIS-ILL 参加館（非相殺館を含む）、

専門図書館協議会加盟館、千葉市図書館情報ネットワーク加盟館の間で相互貸借を行う。 

 

＜基本仕様＞ 

１．利用者登録 

（１）表２－３に示すとおり利用者の申請により利用者情報をローカルシステムに登録・

更新・削除し、利用者カードを発行すること。 

（２）機構職員等および研究会外部委員が退職等により、アジ研図書館資料の貸出を受け

られる地位を失った場合、あるいは機構 OB や賛助会員等が利用者登録の抹消を希望す

る場合は、貸出資料の存否を確認した上で、利用者登録を抹消する。 

（３）ローカルシステム上に登録した利用者の個人情報は個人情報保護法および機構の個

人情報保護規程に則って管理する。 

表 ２－３  利用者情報の登録と利用者カードの発行 

利用者の属性 ローカルシステムへの利用者登録 利用者カードの発行  

機構役員および職員 

申請により利用者情報をローカルシステムに登録する。

人事異動・退職等による利用者情報の更新・削除は機構

の指示による。 

機構の ID カードを活用。

アジ研客員研究員 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

利用者カードを各研究員

に発行。 

アジ研 IDEAS 研修生※ 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

利用者カードを各研修生

に発行。 
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アジ研研究会外部委員 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

利用者カードを各外部委

員に発行。 

機構 OB 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

利用者カードを各 OB に

発行。 

賛助会員（法人・個人） 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・更

新・削除する。 

申請のあった法人・個人

に利用者カードを発行。

機構内図書館（外部利用者

閲覧用） 

申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

利用者カードを申請のあ

った機構内図書館に発

行。 

NACSIS-ILL 加盟館 
NACSIS-ILL システムで加盟館情報が共有されているた

め、ローカルシステムへの加盟館情報の登録は行わない。 

ローカルシステムでの貸

借手続きにはNACSIS-ILL

専用の利用者カード(発

行済み)を利用。各加盟館

の利用者カードは発行し

ない。 

専門図書館協議会加盟館 
申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

申請のあった加盟館に利

用者カードを発行。 

千葉市図書館情報ネット

ワーク加盟館 

申請により利用者情報をローカルシステムに登録・削除

する。 

申請のあった加盟館に利

用者カードを発行。 

※アジア経済研究所開発スクール（Institute of Developing Economies Advanced School,略称：

イデアス（IDEAS））は、経済協力・開発援助の現場において、高度な専門性を持って活躍で

きるエキスパートの育成を目的とする研修機関である。 

 

２．貸出業務の原則 

（１）ローカルシステムを使用し、機構が定める貸出規則に従い資料の貸出・返却・予約・

督促手続きを行う。ただし、図書館間相互貸借で他館へ貸借依頼を行う場合は、相手館

の貸出規則に基づく。 

（２）NACSIS-ILL 相互貸借の依頼・受付は、ローカルシステムに搭載されている NACSIS-ILL

システムで行う。 

（３）貸出に際しては、資料の状態を確認し、本章 IX.に従って、貸出の可否を判断する。 

（４）貸出手続きと貸出方法については、「図書館サービス執務要領」による。 

 

３．機構職員等およびその他（アジ研研究会外部委員、機構 OB）への貸出・返却  

（１）資料の貸出・返却手続きは原則として申請者の来館時に行うが、研究所勤務以外機

構役員および職員とアジ研研究会外部委員に対しては郵送でも対応する。 

（２）新聞は、研究所外への持ち出しを禁止し、ローカルシステムでの貸出・返却手続き
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をしない運用となっているため、貸出簿により貸出･返却手続きを行い、貸出対象者は

研究所役員および職員とアジ研客員研究員のみとする。 

（３）未登録資料の貸出 

① 図書の場合 

  ローカルシステムに未登録のまま装備され配架されている図書の貸出手続きする

と「トランザクション」というメッセージが表示されるが、この場合は、「トランザ

クション」のまま、請求記号を入力して貸出手続きをする。当該資料の請求記号と

バーコード番号を控えておき、返却後に書誌・所蔵レコードの作成を行う。 

②未登録の製本雑誌の場合 

  製本雑誌の中にはローカルシステムに書誌レコード、一括所蔵レコードは登録さ

れているが所蔵レコードが未登録のものがある。そのため、「トランザクション」と

いうメッセージが表示された場合は、該当の書誌レコードにリンクさせて所蔵レコー

ドを作成した後、貸出手続きを行う。 

（３）貸出中の資料に対して、緊急の閲覧希望があった場合は、借出している職員等に対

し連絡し、一時返却を依頼する。 

（４）研究所役員および職員、アジ研客員研究員、IDEAS 研修生の延べ来館数を利用者統計

として集計するため、カウンターで貸出・返却手続きを行った人数をカウントし、第 3

章 II.４に従い集計する。 

 

４．機構内図書館（ビジネスライブラリー（東京・大阪）、国内事務所）との相互貸借 

（１）アジ研資料の閲覧予約 

利用者からアジ研図書館以外の機構内図書館での閲覧希望を受けた場合には、閲覧希望日

に間に合うよう、ビジネスライブラリー（以下「BL」）または国内事務所に発送する。 

（２）BL 所蔵資料の貸出依頼 

 研究所役員および職員、アジ研客員研究員、IDEAS 研修生が BL から資料の借出を希望

する場合は、BL に貸出依頼を行う。 

 

５．NACSIS- ILL 加盟館との相互貸借 

（１）他館からの貸借依頼の受付 

①ILL システムで申込みを受付け後、２営業日（ただし、土曜開館日は営業日から除く）

以内に発送する。 

②ローカルシステムでも貸出・返却手続きを行う。 

③発送ミスにより発生した送料は、民間事業者が負担する。 

④他館への貸出し中（輸送中を含む。）に資料が破損した場合は、相手館と協議の上、

合意した方法で処理すること。また、合意結果を機構に報告すること。 

（２）他館への貸借依頼 
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①ILL 貸借依頼は研究所役員および職員、アジ研客員研究員（ＩＤＥＡＳ研修生および

本部役員および職員は対象外）が職員用図書館ウェブサイト LibNavi（注 10）に搭載さ

れている依頼フォームに入力・申請した情報が NACSIS-ILL システムに取り込まれる

設定となっている。②NACSIS-ILL システムで ILL 貸借依頼を受けた時は、当日中に他

館へ依頼する。③依頼の前に、アジ研図書館の所蔵を確認する。アジ研図書館が所蔵

していた場合は、依頼者に連絡し、ILL 貸借依頼をキャンセルする。 

※注１０ LibNavi とはアジ研図書館が研究所役員および職員向けにイントラネット

上に立ち上げている図書館サービスポータルサイトである。 

②貸借依頼資料が、無料サイトからダウンロード可能な場合は申込者にメールでアド

レスを連絡し、依頼レコードをキャンセルする。 

③相手館の都合により貸借不可とされ申込者がなお閲覧利用を希望する場合は、機構

が紹介状を発行する。 

④他館から資料が到着したときおよび利用者からアジ研図書館に返却されたときには

資料を確認し、破損していた場合は、相手館に連絡し、相手館と協議の上合意した方

法で処理すること。また、合意結果を機構に報告する。 

 

６．専門図書館協議会加盟館、千葉市図書館情報ネットワーク加盟館との相互貸借 

（１）各加盟館からの貸借依頼の受付 

①文書による貸出依頼に対し、貸出規則に従い定められた期間、貸出に応じる。 

②貸借受付から２営業日（土曜開館日は営業日から除く）以内に発送する。 

③「専門図書館協議会加盟館名簿」（インターネット版）、「千葉市図書館情報ネットワ

ーク加盟館一覧」で加盟館であることを確認したうえで貸出を行う。 

④専門図書館協議会加盟館が NACSIS-ILL 加盟館である場合は、NACSIS-ILL による貸借

を優先させる。 

（２）各加盟館への貸借依頼 

①研究所役員および職員、アジ研客員研究員（ＩＤＥＡＳ研修生および本部役員およ

び職員は対象外）からの要望に応じて、所蔵調査を行い、文書による貸借依頼を発信

する。 

②利用希望者の貸出依頼のあった当日中に依頼する。 

③「専門図書館協議会加盟館名簿」（インターネット版）、「千葉市図書館情報ネットワ

ーク加盟館一覧」で加盟館であることを確認したうえで貸借依頼を行う。 

④専門図書館協議会加盟館が NACSIS-ILL 加盟館である場合は、NACSIS-ILL による貸借

を優先させるため、NACSIS-ILL システムを通じた貸借依頼に切り替えてもらう。 
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７．賛助会員（法人・個人）への貸出 

（１）貸借受付 

①所定の文書による貸出依頼に対し応じる。 

②賛助会員（法人会員）が NACSIS-ILL 加盟館である場合は NACSIS-ILL を、専門図書

館協議会加盟館である場合は専門図書館協議会図書館との相互貸借を通じた貸借依

頼に切り替える 

（２）発送 

①申し込みを受け付けてから２営業日（土曜開館日は営業日から除く）以内に発送す

る。 

②賛助会員が送料を全負担する規則となっているため、資料の発送は着払いで、返送

は元払いで行う。 

 

 

VI.複写サービス業務 

＜目的＞ 

利用者の求めに応じ、図書館資料の複写の便宜を提供する。 

 

＜概要＞ 

利用者からの複写サービス申込に応じ、スタッフコピーまたはセルフコピーにより、著

作権の範囲内で複写サービスを提供する。その際、著作権法に則って業務を実施し、必要

に応じて利用者に同法の説明を行うとともに、コピー機の操作方法についても説明する。

資料の状態に応じて、複写の可否、適切な複写方法を判断する。複写方法には、コピー機

による通常の複写の他、劣化資料および地図等のスキャナーによる複写がある。複写申込

は来館利用者の他、メール・ファックス等による非来館利用者からの依頼、および

NACSIS-ILL を通じた複写を受け付ける。研究所役員および職員、アジ研客員研究員から他

館が所蔵する資料の複写依頼を受けた場合は、他館に依頼し複製を入手・提供する。 

 

＜基本仕様＞ 

１．複写サービス業務の原則 

（１）複写申込み受付 

①利用者から提出された所定の「資料複写申込書」に必要事項が記入されているか確

認する。 

②NACSIS-ILL での複写受付、複写依頼についてはローカルシステムに搭載されている

NACSIS-ILL システムで行う。 

（２）著作権法の遵守 

アジ研図書館は、文化庁から著作権法施行令に基づき著作権法第 31 条に定める複写を
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認められた図書館の指定を受けている。著作権法を遵守するため、下記に留意して複写

を受け付けること。 

①著作権の範囲 

著作権の範囲を超える複写申込に対しては、複写範囲が法で認められた範囲を超え

ないようにすること。 

②著作権法の保護期間の確認 

個人著作物については著者の没後 50 年は著作権が有効であることに留意し、

NACSIS-CAT、JAPAN-MARC 等、信頼できる外部データベース等により確認すること。 

③全頁複写の受付 

著作権の保護期間を経過している場合を除き、個人からの全頁複写申込みは受付け

ないが、図書館から著作権法第 31 条第 3 号の規定に基づいた全頁複写依頼を受けた

場合には認めること。 

（３）個人情報保護法の遵守 

個人情報保護法および機構の個人情報保護規程を遵守すること。 

（４）資料の劣化状態による判断 

資料の状態により、本章 IX.に基づき、複写の可否についての判断、適切な複写方法

の決定を行う。 

（５）複写料金および有料プリントアウト料金の徴収 

「アジア経済研究所図書館の運営に関する内規」に定められた複写料金を徴収する。

現金は管理し、外部利用者の求めに応じ見積書、納品書、請求書、領収書を発行する。

その際、賛助会員、JETRO メンバーズ、学生、その他の利用者と利用者の属性により複

写料金が異なるので、必ず確認すること。領収書についてはセルフコピー機でも発行可

能である。 

 

２．セルフコピー  

（１）必要に応じて複写機の操作方法を説明する。 

（２）申込者が多い時は、特定の利用者が占有することがないよう調整する。 

（３）セルフコピー機のコインキットに釣銭のない状態とならないよう留意する。 

（４）利用者から紙幣の両替を依頼された場合は、対応する。 

 

３．スタッフによる複写  

（１）時間的制約や、資料の状態により、セルフコピーできない資料の複写を提供する。 

（２）コピー機による通常の複写の他、劣化資料および地図等のスキャナーによる複写を  

行う。 

（３）利用者が後日郵送（振込みによる後払い。送料は申込者が実費負担）を希望する場

合は、送付申込書に記入を依頼する。 
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（４）申し込み受付時間（現行 16 時まで）を過ぎても後日受取りが可能な場合は複写申込

を受付ける。 

（５）当日では処理しきれない大量の複写申込に対しては、申込者と納期と納品方法を協

議し、納期までに利用者が入手できるようにする。 

  

４．郵送・FAX・メールによる複写申込受付  

（１）来館することのできない利用者に複写を提供する。 

（２）見積・納品・請求書を作成して複写物に同封すること。（３）複写依頼を受け付けて

から原則として２営業日（土曜開館日は営業日から除く）以内に発送する。 

 

５．NACSIS-ILL による複写   

（１）NACSIS-ILL 参加図書館間の相互協力の一環として、文献複写依頼に応じる。 

（２）ローカルシステムの ILL 機能を使用して複写受付、複写依頼を行う。 

（３）他館からの複写依頼の受付 

①見積・納品・請求書を作成して複写物に同封すること。「アジア経済研究所図書館の

運営に関する内規」に定められた複写料金および手数料 200 円を請求すること。 

②複写依頼を受け付けてから２営業日（土曜開館日は営業日から除く）以内に発送す

ること。 

③1件あたりの複写依頼量が多い場合や、特別な対応を要する場合は、上記②に関わら

ず、申込者と連絡・調整し、納期を定めること。 

（４）他館への複写依頼 

研究所役員および職員、アジ研客員研究員（ＩＤＥＡＳ研修生、本部役員および職員

は対象外）からの要望に応じ、アジ研図書館が所蔵していない資料の複写を取り寄せる。 

①他館への複写依頼を受けた時は、相手館が複写を行わない場合を除き、当日中に他

館へ依頼すること。 

②複写依頼前にアジ研図書館での所蔵を確認し、所蔵がある場合は、それについて申

込者に伝える。 

③申し込み者により重複した申込が行われる場合があるので、二重申し込みの防止に

留意する。 

④NACSIS-ILL システムで所蔵館の複写料金を確認し、複写料金の安い図書館を選んで

依頼する。 

⑤事前に、複写依頼資料が無料でウェブ上に公開されているか調査し、発見した場合

は本人にアドレスを連絡する。 

 

６．その他の有料プリントアウト  

（１）電子ジャーナル、外部データベース、CD-ROM、DVD のプリントアウト、マイクロ・リ
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ーダープリンターのプリントアウトは、閉館時間まで認めること。 

（２）電子ジャーナル、外部データベース、CD-ROM 等の特殊資料およびマイクロ・リーダ

ープリンターは利用者自身が操作し複写するので、閲覧終了時に複写申込書に記入させ

ること。 

 

７.複写サービスに係る料金の徴収および支払 

（１）「アジア経済研究所図書館の運営に関する内規」に定められた複写料金、送料実費お

よび手数料 200 円を請求する。 

（２）専門図書館協議会加盟館、千葉市図書館情報ネットワークおよび NACSIS-ILL 非相殺

館 

①複写受付で生じた複写料金（手数料を含む）は、相手館から徴収し業務月報で報告

し、機構の請求に基づき機構に入金する。 

②複写依頼で要した複写料金の支払を行う。複写依頼で要した複写料金は、業務月報

での報告に基づき、機構が民間事業者の請求に基づき支払う。 

（３）セルフコピー、スタッフによる複写、郵送・FAX・メールによる複写申込受付、有料

プリントアウト 

本章 VI.２～４および６で生じた複写料金を徴収する。複写料金（手数料は含むが、送

料は除く）については、業務月報で報告し、機構の請求に基づき、機構に入金する。 

 

 

VII.蔵書点検・管理業務 

＜目的＞ 

所蔵資料の現状や紛失資料の有無を調査する。 

 

＜概要＞ 

資料の紛失や配架場所を点検し、所在不明の資料、間違った場所への配架、所蔵レコー

ドの誤りを発見したときは、あるべき状態に修正し、利用者が快適な状態で資料を手にす

ることができるようにする。 

蔵書点検、不明・紛失資料の処理、保存期限を越えた雑誌・新聞の廃棄が含まれる。 

 

＜基本仕様＞ 

１．蔵書点検 

（１）契約期間内に、統計資料約 11 万冊を対象とする蔵書点検を実施する（バーコード及

び請求記号での照合のため多言語の知識は不要）。 

（２）ローカルシステムの蔵書点検ツールを用いて、蔵書点検を実施し、配架場所の誤り

の修正、所在不明資料の捜索、所蔵レコードの誤記の修正、未登録資料のローカルへの
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登録等エラーリストに基づく処理を行う。 

①不明本  

イ.別置資料になっていないか確認の上、配架ミスの可能性も含めて書架で捜索する。 

ロ.配架ミスの場合は、正しい配架場所に配架する。 

ハ.書架で見つからなかった不明本は、点数およびタイトルと請求記号のリストを作

成し、第４章 IV.１に基づき報告する 

ニ.除籍処理は機構が判断し行う。 

②配置変更 

イ.現物を確認の上、データの不整合（物理的な配架場所の誤り、所蔵レコードの配

置場所の誤り）等を修正する。 

ロ.配架場所を変更した資料数および配置場所データを変更した資料数について、機

構に報告する。 

③返却済で書架にあるにも関わらず貸出し中となっている資料 

返却処理を行う。 

（３）未登録資料 

第１章 II.および III.に従い、平成 23 年度末までに書誌・所蔵レコードを作成する。 

（４）当該年度の蔵書点検の結果および事後処理の進捗状況を、第４章 IV.１に従い年度総

括報告書にて報告する。 

 

２．所在不明・紛失資料の処理 

日常の閲覧・出納業務で所在不明であることが確認された資料または不明本であった資

料を発見した場合には、以下に従い処理する。 

（１）日常の閲覧・出納業務で、本来あるべき場所に資料が見当たらない場合は、配架ミ

スが起こりやすい場所を中心に捜索する。 

（２）捜索の結果、所在不明・紛失であることが確認された資料については、請求記号と

タイトルのリストを作成し、業務月報で報告すること。 

（３）所在不明・紛失資料が発見された場合は、所蔵レコードの不明・紛失のフラグを修

正する。 

 

３．資料の廃棄 

（１）保存期限の満了した雑誌（保存期限２年と定められたもの）について、年１回、廃

棄対象となる資料のリストを作成して機構に報告する。 

（２）上記リストを確認後、機構が廃棄のための稟議決裁手続きを行う。 

（３）機構から決裁済みの連絡を受け次第、廃棄対象の雑誌について、ローカルシステム

から所蔵レコードを削除し、一括所蔵レコードを修正したのち、廃棄する。  

（４）機構から廃棄対象の新聞と期間の指示を受け次第、廃棄対象の新聞を廃棄する。 
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（５）資料の廃棄の後、廃棄業者から徴収した廃棄証明書を業務月報に添付して提出する。 

 

 

VIII.製本業務 

＜目的＞ 

合冊製本は雑誌の恒久的な利用と資料散逸を防ぐため、修理・補強製本は、破損した資

料を閲覧利用に提供するために実施する。 

 

＜概要＞ 

雑誌の合冊製本および修理・補強が必要な資料の補強製本を実施する。 

 

＜基本仕様＞ 

１．製本冊数 

合冊製本と補強製本を合わせ、年間約 2,500 冊を目安とする。 

 

２．製本業務の原則 

機構と合意した仕様（製本資料の背文字、文字の配置、クロスの色等）で製本を行う。 

 

３．合冊製本 

（１）合冊製本の対象となっている一般雑誌と統計雑誌である（実施要項の「受入雑誌」

は一般雑誌と統計雑誌を指す）の製本を行う。 

（２）受入れ後２年以上を経過したものを対象とする。 

（３）合冊製本の発注は、ローカルシステムの製本メニューを使って行う。ただし雑誌の

再製本やバックナンバーを新規入手し、ローカルシステムで個々の雑誌の所蔵登録を行

う前に製本を行う場合は、製本メニューで発注処理が行えないので、必要に応じ発注書

を別途作成する。 

（４）欠号がある場合は、電子媒体があるかどうかを調べ、電子媒体でも購読している場

合はこれを印刷して欠号を補充すること。それ以外の場合は欠号代紙を挟む。 

（５）合冊製本のローカルシステムの製本メニューで発注処理を行ったものは、製本後、

製本メニューで所蔵レコードの登録・修正を行う。発注書を別途作成し発注したものは、

ローカルシステムの目録作成メニューで、所蔵レコードの登録・修正を行う。所蔵登録

の納期については表１－３を参照のこと。 

（６）雑誌架に収納しきれない雑誌（分厚いもの、刊行頻度の高いもの）は、合冊製本する

ことに定められた期間に満たなくても製本準備を行う 

（７）。納品時に合冊製本資料の背文字と実際の内容およびローカルシステムの所蔵レコー

ドに相違がないよう、確認する。 
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（８）合冊製本によりローカルシステムから削除される未製本雑誌の数量を、（一般）雑誌

と統計雑誌をそれぞれ分けて機構に業務月報で報告する。 

 

４．補強製本 

本章 IX.で補強製本が適当とされる資料および機構が修理・補強目的で補強製本を指示し

たものが対象となる。 

（１）補強製本の発注は、ローカルシステムの製本メニューで処理できないので、必要に

応じ発注書を別途作成する。 

（２）補強製本後、必要に応じて目録作成メニューで所蔵レコードの修正を行う。 

（３）盗難防止用磁気テープが貼付されていない場合は、貼付すること。盗難防止用磁気

テープの貼付については、第１章 IV.１参照のこと。 

 

 

IX.資料補修・劣化資料対策業務 

＜目的＞ 

アジ研図書館では開発途上国に関する国内では希少な資料を数多く所蔵している。それら

の資料を将来にわたって利用可能とするため、劣化･破損している資料および劣化･破損が

懸念される資料をそれぞれの状態に応じて取り扱う。 

 

＜概要＞ 

劣化･破損している資料のうち、補修が可能なものは補修する。ページが脱落したもの等

は適宜補強製本する。補修や補強製本が不可能なものは機構が処理するので、機構が定め

る場所に仮置きし、業務月報で報告する。また、劣化･破損はしていないが脆弱な造りの資

料は破損を防ぐためにフォルダー等をもちいて補強する。 

 簡易補修、補強製本、閉架書庫への別置のいずれの措置をとるかの判断や、劣化･破損し

ている資料および劣化･破損が懸念される資料の貸出や複写にあたっては、「劣化･破損資料

取扱基準」にしたがって、貸出の可否、複写の可否･条件を判断する。貸出・複写不可およ

び条件つきで複写可としたものについては機構に報告する。 

 

＜基本仕様＞ 

１．劣化・破損資料取扱の原則 

劣化・破損資料の取扱にあたっては、紙の劣化状態と図書の破損状態の両面から判断する

こと。 

 

２．閉架書庫別置資料（旧植民地資料、別置劣化資料、貴重書）の閲覧提供 

（１）閲覧の謝絶 
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①閲覧不可と指定されている資料、劣化･破損が著しい資料は、謝絶する。資料が劣化・

破損が著しい資料に該当するかについては、「劣化・破損資料取扱基準」にしたが

って判断する。 

②閲覧を謝絶した資料について、媒体変換が行われ代替資料（電子図書館、CD-ROM

あるいはマイクロフィルム等）がある場合は、それでの閲覧をすすめる。 

（２）閲覧冊数の制限 

一度に閲覧できる閉架資料は 5冊までとする。 

（３）閲覧提供時の留意事項 

①閲覧に際しては、資料の状態が悪化しないよう工夫する。 

②万一閲覧により破損した場合は、業務月報により破損した資料のタイトルと請求記

号を報告すること。 

（４）閲覧開始・終了時の留意事項 

閲覧開始・終了後は、利用者の立会いのもとで状態を確認する。また、閲覧終了時は

返却台ではなく閲覧カウンターへの返却を求める。 

 

３．貸出 

（１）貸出、あるいは郵送および複写に耐え得るか否かの判断 

「劣化・破損資料取扱基準」にしたがって行う。 

（２）４Ｆ閉架書庫別置資料（旧植民地資料、劣化資料、貴重書） 

①原則として、館外貸出は行わず来館閲覧を依頼する。ただし、アジ研図書館でしか

所蔵していない資料について図書館間相互貸借の申し込みがあった場合、紙質･製本

の状態が郵送や館外使用に耐えうると判断される場合は、館内閲覧を条件に貸出を

行う。 

②旧植民地資料のうち、デジタルアーカイブで公開されているものは、デジタルアー

カイブでの閲覧をすすめる。 

（３）一般書架に配架されている資料 

館外持ち出しや郵送および複写に耐え得ないと判断されるものは、貸出を謝絶し、「館

内での閲覧のみ。複写不可。」とする。 

（４）機構への報告 

①劣化・破損のため、貸出・図書館間相互貸借を謝絶したものは所定の場所に仮置きし、

タイトルと請求記号を機構に業務月報で報告する。 

②貸出により、資料の状態が悪化しないよう工夫する（現状では、閲覧に供する前に利

用者の立会いのもとで状態を確認する、利用者に対し取扱に十分な注意を要請する、

閲覧カウンターに近いスタッフの目の届く席を閲覧席に指定する、閲覧終了後は返却

台ではなく閲覧カウンターに返却してもらい、利用者の立会いのもとで状態を再確認

する等の対策をとっている）。万一貸出により紛失・破損した場合は、資料のタイトル
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と請求番号を業務月報で報告する。 

 

４．複写 

（１）４Ｆ閉架書庫別置資料（旧植民地資料、別置劣化資料、貴重書） 

①複写不可と指定されているものは、複写を謝絶する。 

②「劣化・破損資料取扱基準」に従い、複写に耐え得ると判断されるものは、スタッ

フコピーで複写を受け付ける。また、この基準に基づき、上向き複写機による複写が

妥当と判断されるものは上向き複写機による複写をおこない、複写に耐え得ないと判

断されるものは、複写を謝絶する。 

③代替資料（電子図書館資料、CD-ROM またはマイクロフィルム）が作製されているも

のは、代替資料から複写する。 

④複写により資料の状態が悪化しないよう工夫する。 

（２）一般書架に配架されている資料 

①「劣化・破損資料取扱基準」に従い、資料の状態に応じてセルフコピーが可能か、

スタッフコピーを行うか、複写を謝絶するかを判断する。スタッフによる上向き複写

機による複写が妥当と判断されるものは上向き複写機による複写を行う。 

②複写により資料の状態が悪化しないよう、工夫する。 

（３）機構への報告 

①複写を謝絶したものは「複写謝絶」、一般書架に配架されている資料で、スタッフコ

ピーで対応したものは、「スタッフコピー」と記したメモに処理日を記載して資料に挟

み、機構が処理するので、機構が定める場所に仮置きし、タイトルと請求記号を業務

月報で報告する。 

②万一複写により破損した場合は、破損した資料のタイトルと請求番号を業務月報で

報告する。 

 

５．補修･補強 

（１）判断基準 

業務の過程で発見された劣化･破損資料は、「劣化・破損資料取扱基準」にしたがい、劣

化･破損の状態に応じて補修・補強（補強製本を含む）を行う。 

（２）補修・補強の素材 

補修・補強で用いる素材（麻糸、ビニール糊、でんぷん糊、和紙テープ、和紙（薄手

の美濃紙等）、中性紙、中性紙ボード）は、基本的に機構から支給する。新たな素材・

方法で行う場合は機構に報告してから開始する。 

（３）補修・補強作業 

①ページが脱落したもの等、補修は不可能だが紙質が製本に耐え得る状態のものは補

強製本する。 
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②劣化・破損はしていないが、脆弱な造りの資料（非常に小判のもの、ステープラー

綴じの薄い資料等）は、劣化･破損を防ぐために、状態に応じて補強フォルダー、簡

易製本ファイル、保護テープ、もしくは上記の補修で用いる素材を用う。 

③補修が必要な資料が発見された場合は、所定の場所に仮置きしておき、１週間以内

に補修を終え、配架する。 

④補修不可能な劣化･破損資料と判断された資料には、「補修不可能」と記したメモに

発見日を記載して挟み、所定の場所に仮置きし、タイトルと請求記号を機構に業務

月報で報告する。 
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第 3 章 アジ研図書館運営に関する各種統計作成業務 

＜目的＞ 

アジ研図書館の蔵書構成や、各種資料やサービスの利用状況等に把握するための統計を

作成する。 

 

＜概要＞ 

運営業務の実施に関する下記の項目が記載された統計を毎月末に集計し、機構に提出す

る。機構が統計項目や分類を変更した場合は、対応した統計を作成する。 

 

＜基本仕様＞ 

I．提出方法 

１．提出媒体 

（１）統計は EXCEL ファイル形式で作成し、電子媒体と印刷体で提出する。ローカルシス

テムの帳票出力は EXCEL 形式で保存可能である。 

（２）様式については機構と協議する。 

 

２．提出期限 

業務月報（第 4章 II.）とあわせて翌月 5営業日以内（ただし 3月については当該年度の

3月 31 日まで）に提出すること。 

 

３．データソース 

表 ３－１  各統計のデータソース一覧 

データソースと集計方法 統計の種類 

ローカルシステムで出力した帳票を加工し

て、EXCEL ファイルを作成するもの 

＊1.資料受入統計 

＊2.資料配架統計 

＊3.雑誌記事索引登録統計 

＊5.資料利用統計の 

・5a.所属別形態別貸出統計 

・5f. NACSIS-ILL 貸借受付一覧 

・5g. NACSIS-ILL 以外の図書館間貸借受

付一覧 

＊6.資料複写統計 

・ 6b. 受 付形態別資料複写統計の

NAACSIS-ILL および NACSIS-ILL 以外

の郵送分のデータ 
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・6d.NACSIS-ILL 複写受付一覧 

・6e.NACSIS-ILL 以外の郵送複写受付一

覧 

＊7. 相互貸借依頼・複写依頼統計の 7a～7d

 

機構が作成した DB をデータソースとし、集

計作業をおこなっているもの 

＊4.利用者統計の 4a～4f 

＊6.資料複写統計 

・6b.受付形態別資料複写統計のスタッ

フコピーのデータ 

・6c.資料種別資料複写統計 

 

EXCEL ファイルで管理しているもの ＊6.資料複写統計 

・6b.受付形態別資料複写統計のセルフ

コピーのデータ 

・6f.サテライトのアジ研図書館資料複

写統計 

マニュアルでカウントしているもの ＊4.利用者統計の 4g、4h 

＊5. 資料利用統計 

・5b.新聞貸出統計 

・5d.マイクロ閲覧統計 

・5e.地図閲覧統計 

・5h.BL 等外部利用者のアジ研図書館資

料利用統計 

・5i.本部役員および職員のアジ研図書館

資料利用統計 

＊8.製本統計（8a、8b） 

ハンディターミナルで集めたデータを基に

集計しているもの 

＊5.資料利用統計の 5c. 資料種別閲覧統計 

 

 

II.各統計の詳細 

１．資料受入統計 

ローカルシステム帳票出力（資料受入統計）をデータソースとし、当該月の資料受入点

数、および当該年度の各項目の累計を集計する。項目は上記帳票の項目に従う。 
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２．資料配架統計 

ローカルシステムの帳票（資料配架統計および資料配架点数表配架統計）をデータソー

スとし、当該月の資料配架点数、および当該年度の各項目の累計を集計する。項目は上記

帳票の項目に従う。 

 

３．雑誌記事索引登録統計 

ローカルシステムの帳票（雑誌記事索引採録統計）をデータソースとし、当該月の雑誌記

事索引登録件数、および当該年度の各項目の累計を集計する。項目は上記帳票の項目に従

う。 

 

４．利用者統計 

（１）下記の各統計を作成する。当該年度の各項目の累計についても集計する。 

（２）各項目は、日単位の詳細についても把握し、機構の求めに応じて常時閲覧できるよ

うにする。 

表 ３－２  利用者統計 

統計種別 項目 備考 

4a. 曜日別外部利

用者統計 

＊平日、土曜、合計（内入館カード所持者数お

よび全外部利用者数に占める％） 

＊平日開館日数、土曜開館日数、開館日数計 

＊平日、土曜、全開館日の各平均外部利用者数

「利用者統計デー

タベース」（※）で入

力作業を行い、集

計している。 

4b.職業別外部利

用者統計 

＊大学関係者（下記職業別外部利用者統計（詳

細）の学生、大学院生、大学教員の合計）、

民間企業（下記職業別外部利用者統計（詳細）

の貿易・流通・金融・通信、製造業、シンク

タンク、マスコミの合計）、その他（下記職

業別外部利用者統計（詳細）の公務員、その

他の合計）、合計 

＊各項目の全外部利用者数に占める％ 

 

4c.職業別外部利

用者統計（詳細） 

学生、大学院生、大学教員、貿易・流通・金融・

通信、製造業、シンクタンク、マスコミ、公務

員、その他 

＊「利用者統計デ

ータベース」で入

力作業を行い、集

計している。 

＊項目は入館カー

ドの「職業分類」

に従う。 

4d.居住地別外部 ＊千葉県（下記の居住地別外部利用者統計（詳  
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利用者統計 細）の千葉市、千葉県千葉市外の合計）、東

京都、関東地方（下記の居住地別外部利用者

統計（詳細）の茨城・埼玉・群馬・神奈川・

栃木）、他府県、国外、合計 

＊各項目の全外部利用者数に占める％ 

4e.居住地別外部

利用者統計（詳細）

千葉市、千葉県千葉市外、東京都、茨城・埼玉・

群馬・神奈川・栃木、他府県、国外 

＊「利用者統計デ

ータベース」で入

力作業を行い、集

計している。 

＊項目は入館カー

ドの「住所」に従

う。 

4f.外国人外部利

用者統計 

＊留学生、その他、合計 

＊外国人利用者数の全外部利用者に占める％ 

＊「利用者統計デ

ータベース」で入

力作業を行い、集

計している。 

4g.アジ研職員等

利用統計 

アジ研役員および職員、IDEAS 研修生、客員研

究員の利用回数 

カウンターで貸借

した回数。ただし

一度に借出・返却

を行った場合は 1

回と数える。 

4h.見学者統計 ＊日本人、外国人、合計 

＊件数 

マニュアルでカウ

ントしている。 

※利用者統計の集計および入館カード登録者の個人情報管理のため、機構がマイクロソフトア

クセスで構築したデータベースである。民間事業者は、このデータベースを利用することもでき

るが、義務ではない。 

 

５．資料利用統計（相互貸借受付を含む） 

（１）下記の各統計を作成する。当該年度の各項目の累計についても集計する。 

（２）5a～5e の各項目については、日単位の詳細についても把握し、機構の求めに応じて

常時閲覧できるようにする。 

表 ３－３  資料利用統計 

統計種別 項目 備考 

5a.所属別形態別

貸出統計 

ローカルシステムの帳票（所属別形態別

貸出冊数票）の項目に従う。 

 

ローカルシステム帳票出

力（所属別形態別貸出冊

数票）をデータソースと
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し、当該月の所属別形態

別貸出点数を集計する。

5b.新聞貸出統計 新聞貸出件数、新聞貸出部数 マニュアルでカウントし

ている。 

5c.資料種別閲覧

統計 

図書、雑誌、CD-ROM、ビデオ 

（参考図書を含む）（単位：点数） 

 

 

ハンディターミナルで読

み込んだデータをもと

に、ローカルシステムを

使って資料種別ごとの集

計結果を作成する。 

5d.マイクロ閲覧

統計 

マイクロ外部利用者閲覧数、マイクロ機

構職員等閲覧数、合計（単位：リール

数または箱数） 

マニュアルでカウントし

ている。 

5e.地図閲覧統計 地図外部利用者閲覧数、地図機構職員等

閲覧数、合計（単位：枚数） 

マニュアルでカウントし

ている。 

5f. NACSIS-ILL 貸

借受付一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳票

（貸借・受付）の出力結果を、相殺館と

非相殺館に分け、詳細とともに、受付件

数、受理件数、貸出冊数、送料の合計を

集計する。 

ローカルシステム帳票出

力（ILL 一覧帳票（貸借・

受付））で、NACSIS 分で

発送日が当該月のものを

抽出し出力する。 

5g.NACSIS-ILL 以

外の図書館間相互

貸借受付一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳票

（貸借・受付）の出力結果、および受付

件数、受理件数、貸出冊数、送料の合計

を集計する。 

ローカルシステム帳票出

力（ILL 一覧帳票（貸借・

受付））で、ローカル分で

発送日が当該月のものを

抽出し出力する。 

5h.BL 等外部利用

者のアジ研図書館

資料利用統計 

サテライト（BL 東京）資料利用件数、サ

テライト（BL 東京）資料利用点数、BL

（大阪）外部利用者資料利用件数、BL（大

阪）外部利用者資料利用点数、国内事務

所資料利用件数、国内事務所資料利用点

数 

所定の申請書に基づきマ

ニュアルで集計してい

る。 

5i. 本部役員およ

び職員のアジ研図

書館資料利用統計 

本部役員および職員（東京本部、大阪本

部、国内事務所）利用点数 

所定の申請書に基づきマ

ニュアルで集計してい

る。 

 

６．資料複写統計 

（１）下記の各統計を作成する。6a～6c および 6f については、当該年度の各項目の累計に
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ついてもわかるようにする。 

（２）ILL のシステムおよび複写申込書との齟齬がないよう集計する。 

（３）各セルフコピー機毎の詳細についても把握し、機構の求めに応じて常時閲覧できる

ようにする。 

表 ３－４  資料複写統計 

統計種別 項目 備考 

6a.資料複写統計

（総表） 

件数、枚数、金額 下記 6b の情報から総数

を記載する。 

6b.受付形態別資

料複写統計 

セルフコピー(件数、枚数、金額) 

スタッフコピー（外部利用者対応分）（件

数、枚数、金額） 

NACSIS-ILL（受理件数、枚数、金額） 

NACSIS-ILL 以外の郵送分（受理件数、枚

数、金額） 

＊現状ではセルフコピー

については EXCEL で管理

している。 

＊紙詰まり等の理由で、

セルフコピーの枚数のカ

ウントと実際の金額が合

致しない場合がある。こ

の場合は、金額に枚数を

合わせる。 

＊スタッフコピーについ

ては、現状では「複写受

付データベース」（※）で

入力作業を行い、集計し

ている。 

＊NACSIS-ILL について

は、下記 6d、6e で集計し

た数値を記載する。 

6c.資料種別資料

複写統計 

電子複写、マイクロ、電子情報、地図（そ

れぞれ件数、枚数、金額） 

「複写受付データベー

ス」で入力作業を行い、

集計している。 

6d. NACSIS-ILL 複

写受付一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳票

（複写・受付）の出力結果、および相殺

館と非相殺館に分け、詳細とともに、受

付件数、受理件数、枚数、金額、手数料、

送料、合計金額を集計する。 

ローカルシステム帳票出

力（ILL 一覧帳票（複写・

受付））で、 NACSIS 分で

発送日が当該月のものを

抽出し出力する。 

6e. NACSIS-ILL 以

外の郵送複写受付

一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳票

（複写・受付）の出力結果、および受付

件数、受理件数（＝受付件数－キャンセ

ローカルシステム帳票出

力（ILL 一覧帳票（複写・

受付））で、ローカル分で
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ル件数）、枚数、金額、手数料、送料、

合計金額を集計する。 

発送日が当該月のものを

抽出し出力する。 

6f. サ テライト

（BL 東京）外部利

用者のアジ研図書

館資料複写統計 

件数、枚数 数値は機構の担当部署か

ら報告される（EXCEL 形

式のデータ）ので、それ

を用いて作成する。 

※複写サービス管理のため、機構がマイクロソフトアクセスで構築したデータベースである。民

間事業者は、このデータベースを利用することもできるが、義務ではない。 

 

７．相互貸借依頼・複写依頼統計 

（１）下記の各統計を作成する。7a～7c および 7f については、当該年度の各項目の累計に

ついてもわかるようにする。 

（２）ILL のシステムとの齟齬がないよう集計する。 

表 ３－５  相互貸借依頼・複写依頼統計 

統計種別 項目 備考 

7a. NACSIS-ILL

貸借依頼一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳

票（貸借・依頼）の出力結果を提出し、

また依頼件数、受理件数、借出冊数、

送料の合計を集計する。 

ローカルシステム帳票出力

（ILL 一覧帳票（貸借・依

頼））で、NACSIS 分で発送日

が当該月のものを抽出し出

力する。 

7b. NACSIS-ILL

加盟館以外の外

部図書館への貸

借依頼一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳

票（貸借・依頼）の出力結果を提出し、

また依頼件数、借出冊数、送料の合計

を集計する。 

ローカルシステム帳票出力

（ILL 一覧帳票（貸借・依

頼））で、ローカル分で発送

日が当該月のものを抽出し

出力する。 

7c. NACSIS-ILL

複写依頼一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳

票（複写・依頼）の出力結果を提出し、

また依頼件数、受理件数、枚数、金額、

手数料、送料、合計金額を集計する。

ローカルシステム帳票出力

（ILL 一覧帳票（複写・依

頼））で、NACSIS 

分で発送日が当該月のもの

を抽出し出力する。 

7d. NACSIS-ILL

加盟館以外の外

部図書館への複

写依頼一覧 

ローカルシステムの帳票（ILL 一覧帳

票（複写・依頼）の出力結果を提出し、

依頼件数、枚数、金額、手数料、送料、

合計金額を集計する。 

ローカルシステム帳票出力

（ILL 一覧帳票（複写・依

頼））で、ローカル分で発送

日が当該月のものを抽出し

出力する。 
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８．製本統計 

下記の各統計を作成する。当該年度の各項目の累計についても集計する。 

表 ３－６  製本統計 

統計種別 項目 

8a. 種類別製本統計 一般雑誌合冊製本、統計雑誌合冊製本、補強製本（単位：製本後

の冊数） 

8b. 製本前の未製本

雑誌統計 

一般雑誌、統計雑誌、合計 
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第 4章 業務報告書作成等業務 

＜目的＞ 

業務実施状況に関する報告書の作成により実施状況を検証し、サービスの質の向上と業務

の効率化をはかる。 

 

＜概要＞ 

民間事業者は、要求水準の達成状況等について業務日報、業務月報、年度総括報告書を業

務報告書として作成する。これらの業務報告書は、機構との間で合意した様式を使用し、

業務日報を除き、印刷物および電子媒体で機構に提出する。 

 

＜基本仕様＞ 

I．業務日報の作成と保管 

業務を実施した日ごとに、その執行状況について記録し、保管する。 

記載すべき内容 作成時期 
提出及び 

保管方法等 

整理業務、閲覧・利用者サービス業務の作業内容、

特記事項等を箇条書きで簡潔に記載。 

 

毎日（ただし、

翌営業日の午

前中までに作

成） 

・提出は要しな

い。 

・機構の求めに応

じて常時閲覧で

きるように保管

する。 

 

 

II．業務月報の提出 

民間事業者は、月単位の業務執行状況について、「業務月報」として整理し、当月分の各

種統計を添付した上で、機構に提出する。 

１．毎月の基本的な報告事項 
記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

１．セルフモニタリング結果報告 

（１）受入～配架業務 

①定めた期限内（表１－３参照）に配架を完了でき

なかった点数と、その割合（％）および対処方法

②資料受領後、配架までの資料種別毎の平均所

要日数 

 

（２）レコード調整業務 

レコード調整数、調整受付数、調整依頼数、相手

機関名、調整内容、対処方法、調整を受けた/依頼

した日付、回答日、終了日。なお、調整受付につい

ては、個別館からの依頼、ＮＩＩからの依頼それぞれ

について集計する。 

毎月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当月分につき、

翌月の月初から５

営業日以内（ただ

し３月については

当該年度の３月

31 日）に提出す

る。 

・書面の提出は代

表者名を明記し、

社印を押印した公

文書とする。 
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記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

 

（３）閲覧業務 

①図書館間相互貸借の発送または依頼につい

て、定めた期限内（表４－１参照）に達成できな

かった点数とその理由、および対処方法 

②資料の複写について、定めた期限内（表４－２

参照）に達成できなかった点数とその理由、およ

び対処方法 

③発送ミスが生じた場合はその点数 

 

２．その他の業務報告 

（１）受入業務 

①欠号、未着のあった新聞のタイトルおよび欠号

および未着の日付 

②雑誌、年刊のタイトルチェンジリスト、停刊リスト 

 

（２）閲覧業務 

①発見された不明資料、紛失資料、破損資料の点

数およびそのタイトルと請求記号。また破損が

発見された資料については、それに対する対処

方法（簡易補修、補強製本、閉架書庫への別置

等） 

②閲覧利用後返却された資料をハンディターミナ

ルで読み込み、保存した請求記号、タイトル、バ

ーコード番号、巻（多巻物・雑誌・年刊）、号（雑

誌）で構成されたデータファイルを請求記号順に

整列させた一覧表。 

③本仕様書第2章VI.７で求められている資料複写

等による収入・支出の明細。ただし明細に送料

は含めないこと。 

 

（３）資料補修・劣化対策 

①作業工程上もしくは閲覧・貸借・複写の結果、資

料破損・紛失が発生した場合は、その資料のタ

イトルと請求記号 

②資料の劣化・破損を理由として貸出・図書館間

相互貸借を謝絶した資料のタイトルと請求記号 

③資料の劣化・破損を理由として複写を謝絶した

資料、あるいは一般書架に配架されている資料

でスタッフコピーにより対応した資料のタイトルと

請求記号 

 

（４）業務責任者および業務従事者の勤務状況（代替

要員の勤務を含む。）および異動状況 

 

（５）安全衛生上の問題や事故等があった場合は、そ

れに関する報告と対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月 
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記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

 

（６）特に報告すべき問題等が生じた場合は、それに

関する報告 

 

（７）利用者からのクレームの内容と場所･日時、受付

者、対応者、対応内容、改善策等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ４－１  図書館間相互貸借期限 

内容 期限 

NACSIS- ILL による貸借受付 受付から 2営業日以内（開館の土曜日を除く）に発

送 

NACSIS- ILL による貸借依頼 当日中に依頼 

専門図協等からの貸借受付 受付から 2営業日以内に発送 

専門図協等への貸借依頼 当日中に依頼 

機構内図書館との相互貸借 閲覧予約日に間に合うよう発送 

 

表 ４－２ 資料複写期限 

内容 期限 

NACSIS- ILL による複写受付 受付から 2 営業日以内に発送（開館の土曜日を除

く。また 1件あたりの依頼量が多く別途発送予定日

を設定した場合はその期限内） 

NACSIS- ILL による複写依頼 当日中に依頼 

郵送・FAX・メールによる複写 受付から 2 営業日以内に発送（開館の土曜日を除

く。また 1件あたりの依頼量が多く別途発送予定日

を設定した場合はその期限内） 

 

２．該当がある場合に四半期毎に報告する事項 
記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

１．継続受入雑誌の到着状況調査 

すべての継続受入雑誌（LIB0・STA0）の未着・欠号状

況を調査し、納入者毎に未着・欠号があった雑誌のタイ

トルと当該巻号、年月次を記載した調査報告。 

 

２．目録作成資料リスト 

業務開始から2週間後、その後は四半期ごとに、目録

作成が完了した資料のデータ（以下を含むバーコード番

号、書誌 ID、タイトル、請求記号、NCID）を記載したリス

四半期毎 

 

 

 

 

機構によるモ

ニタリング実施

時 

 

・四半期が終了し

た翌月の５営業日

以内（ただし第４

四半期については

当該年度の 3月

31 日まで）に提出

する。 
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記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

ト。 

 

３．セルフモニタリング結果報告 

（１）目録作成業務 

機構によるモニタリングで瑕疵を指摘された場合

は、その再点検と修正に関する報告。また機構が定

めた期限内（１週間以内）に修正ができなかった点

数。 

 

（２）雑誌記事索引作成業務 

機構によるモニタリングで瑕疵を指摘された場合

は、その再点検と修正に関する報告。また機構が定

めた期限内（１週間以内）に修正ができなかった点

数。 

 

（３）製本業務 

機構によるモニタリングで瑕疵を指摘された場合

は、その再点検と修正に関する報告。また機構と協

議して定めた期限内に修正ができなかった点数。 

 

４．消耗品在庫管理状況 

機構が支給した消耗品の使用状況と在庫を示す在庫

管理に関する状況。 

 

 

機構によるモ

ニタリングで瑕

疵を指摘され

た場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四半期毎 

 

 

 

III．年度総括報告書 

民間事業者は、年度単位の業務執行状況について、「年度総括報告書」として運営記録を

総括し、機構に提出する。 

記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

１．年度業務総括 

（１）実施責任体制（責任者、業務従事者、役割分

担）、業務従事者の配置（業務分担、取得資格、特

記すべき能力等）、個人情報・情報セキュリティ等

の管理体制、機構との連絡体制、業務従事者の代

替、交代状況および異動状況。 

 

（２）実施要項２（５）運営業務の実施に当たり確保さ

れるサービスの質についての年度総括。 

 

（３）本仕様書第 3 章において、当該年度の累計の提

出を求められている統計の年度総括。 

 

（４）本仕様書第 2 章 VII.１（４）で求められている蔵書

点検に関する報告 

 

毎年度 

 

 

 

・各事業年度の

３月 31 日までに

提出する。 

・書面の提出は

代表者名を明記

し、社印を押印し

た 公文書 と す

る。 
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記載すべき内容 作成時期等 提出方法等 

（５）特記すべきクレームおよび業務上の問題点 

 

（６）本運営業務の実施に要した経費に関する報告 

民間事業者が本運営業務に要した経費につい

て、当該民間事業者の勘定科目毎に合計額を記

載した表を作成。 

 

２．業務改善提案 

業務フロー、および業務の実施方法等に関する改善

案があれば、提案する。 
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図書館消耗品一覧

○機構が負担する消耗品
消耗品名 用途

請求記号ラベルシート(３種類） 資料装備用

バーコードラベルラミネート付き 資料装備用

欠号代紙 製本準備用

複写申込書 閲覧利用

入館カード 閲覧利用

入館票 閲覧利用

アジ研図書館利用案内用パンフレット 閲覧利用

利用者カード 閲覧利用

館内利用バック(閲覧者用） 閲覧利用

突出サイン 館内サイン

側板プレート 館内サイン

分類板（書架見出し） 館内サイン

盗難防止用磁気テープ(両面・片面） 資料装備用

丸ラベル（各種色） 資料装備用

ビニール糊　 資料装備用

ビニール糊用刷毛 資料装備用

値札はがし 資料装備用

禁帯出ラベル 資料装備用

参考図書ラベル 資料装備用

ページヘルパー 資料補強・補修・保存用

資料保存箱 資料補強・補修・保存用

資料補強・保存用フォルダー(ポケットタイプ) 資料補強・補修・保存用

中性紙封筒 資料補強・補修・保存用

マガジンカバー 資料配架用

代本板 資料配架用

代本板用紙 資料配架用

ブックエンド 資料配架用

滑止めシート（滑り止めのないブックエンドに貼って使用） 資料配架用

ブックサポート 資料配架用

雑誌カバー 資料配架用
パンフレットファイルL(A4)（薄い資料を書架に配架） 資料配架用

イメージングカートリッジ マイクロリーダープリンター用

ハロゲンランプ マイクロリーダープリンター用

地図プリンター用ｲﾝｸｶｰﾄﾘｯｼﾞ(各種色)  地図プリンター用

地図プリンター用廃ｲﾝｸﾎﾞﾄﾙ 地図プリンター用

地図プリンター用コート紙　 地図プリンター用

複写サービス用コピー用紙* 複写サービス

（参考）上記の他、本対象業務において使用している主な図書館消耗品は以下の通り。

*国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）第7条第1
項の規定に基づき、機構が使用するコピー用紙消耗品はグリーン法適合品環境への負荷
が少ない物品であることが求められます。詳細は機構ＨＰ
（http://www.jetro.go.jp/procurement/green/policy/）を参照して下さい。
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●提出期限：　○月　○日（○）

当図書館についてどこでお知りになりましたか。(複数回答可）

　１．大学・会社などで　 ２．知人・友人から　　３．インターネットで　 ４．当研究所出版物で　

　５．ジェトロ本部で　　　 ６．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　

あなたの職業をお答えください。

本日が初め
て

以前利用し
たことがある

1 2

東アジア
東南アジア
オセアニア

南アジア
中東

北アフリカ
中央アジア

アフリカ
ラテンアメリ

カ
その他

1 2 3 4 5 6 7

経済 政治 社会 法律 統計

1 2 3 4 5

４．下記の所蔵資料について 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

図書 4 3 2 1 0

統計資料 4 3 2 1 0

雑誌 4 3 2 1 0

新聞 4 3 2 1 0

地図 4 3 2 1 0

マイクロフィルム 4 3 2 1 0

CD-ROM 4 3 2 1 0

新刊書 4 3 2 1 0

電子ジャーナル 4 3 2 1 0

オンラインデータベース 4 3 2 1 0

関心地域の資料 4 3 2 1 0

関心テーマの資料 4 3 2 1 0

５．図書館で今後もっと充実すべき資料（複
数回答可）

図書 統計資料 雑誌 新聞 地図 ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ CD-ROM

1 2 3 4 5 6 7

途上国出版
物

新刊書 電子ｼﾞｬｰﾅﾙ
オンライン

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
電子図書館 その他(具体的に）

8 9 10 11 12

その他(具体的に）

＜改善点等をお書きください＞

２．関心地域（複数回答可）

３．関心テーマ（複数回答可）

アジア経済研究所図書館・外部利用者アンケート(例)

　図書館では、今後の図書館運営および事業改善に役立てるため、アンケートへのご協力をお願いします。

以下の設問について、回答欄の該当する番号を○で囲んで下さい。

１．図書館の利用頻度

　１．大学生　　   ２．大学院生　　 ３．教員　　   ４．貿易、流通、金融、通信　　　５．.製造業

　６．研究機関　　７．マスコミ　     ８．官公庁　  ９．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
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６．サービス全般について 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

開館時間 4 3 2 1 0

蔵書検索システム（OPAC) 4 3 2 1 0

書棚の配置・案内表示 4 3 2 1 0

入館時の説明 4 3 2 1 0

特殊資料の出納・操作説明（マイクロフィルム、地
図、CD-ROM、電子資料）

4 3 2 1 0

カウンターでの対応全般 4 3 2 1 0

資料相談 4 3 2 1 0

複写サービス 4 3 2 1 0

＜改善点等をお書きください＞

７．図書館のWEBサービスについて 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
知らなかっ
たが、今後
利用したい

利用していな
い

図書館ホームページ（公開用）内容、画面デザイン
など

4 3 2 1 0 -1

蔵書検索システム(OPAC)の操作性など 4 3 2 1 0 -1

新着図書・雑誌記事索引リストなど資料リスト類 4 3 2 1 0 -1

新着アラートサービス（Eメールによる新着文献情
報提供）

4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「アジ研出版物アーカイブ
AIDE」

4 3 2 1 0 -1

アジア動向データベース（Asis DB) 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「日本の経験を伝える」 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「岸幸一コレクション」 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「1960年代の開発途上国」 4 3 2 1 0 -1

アジ研学術研究リポジトリー（ARRIDE) 4 3 2 1 0 -1

＜改善点等をお書きください＞

８．その他の非来館型サービスについて 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

郵送・Faxによる文献複写サービス 4 3 2 1 0

他の図書館を通じたアジ研図書館資料の貸出
サービス*1

4 3 2 1 0

アジ研サテライトサービス*2 4 3 2 1 0
電話・Eメールによるレファレンスサービス（資料相
談）

4 3 2 1 0

＜改善点等をお書きください＞

役に立った
まあ役に
立った

あまり役に
立たなかった

役に立たな
かった

利用して
いない

4 3 2 1 0

　ご協力ありがとうございました。

*1NACSIS-ILL、専門図書館協議会、千葉市図書館ネットワークを通じた貸出サービス
*2ジェトロ本部ビジネスライブラリーでアジ研図書館の蔵書予約・取り寄せ・閲覧・複写ができるサービス

９．総合役立ち度

＜今後の図書館のあり方、期待されるサービス等、ご要望、ご意見を自由にお書きください＞
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※図書館職員を除く

●提出期限：　○月　○日（○）

所属：　　　　　　　　　　　　　　　　部・室　　
（所属は必ず記入して下さい）　　　　　　　　　　　　　　

ほぼ毎日
１週間に

２～３回以上
１週間に
１回くらい

２週間に
１回くらい

月に
１回くらい

1 2 3 4 5

東アジア
東南アジア
オセアニア

南アジア
中東

北アフリカ
中央アジア

アフリカ ラテンアメリカ その他

1 2 3 4 5 6 7

経済 政治 社会 法律 統計

1 2 3 4 5

４．下記の所蔵資料について 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

図書 4 3 2 1 0

統計資料 4 3 2 1 0

雑誌 4 3 2 1 0

新聞 4 3 2 1 0

地図 4 3 2 1 0

マイクロフィルム 4 3 2 1 0

CD-ROM 4 3 2 1 0

新刊書 4 3 2 1 0

電子ジャーナル 4 3 2 1 0

オンラインデータベース 4 3 2 1 0

関心地域の資料 4 3 2 1 0

関心テーマの資料 4 3 2 1 0

５．図書館で今後もっと充実すべき資料（複数
回答可）

図書 統計資料 雑誌 新聞 地図 ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ CD-ROM

1 2 3 4 5 6 7

途上国出版
物

新刊書 電子ｼﾞｬｰﾅﾙ
オンラインﾃﾞｰ

ﾀﾍﾞｰｽ
電子図書館 その他(具体的に）

8 9 10 11 12

ほとんど利用しない

２．関心地域（複数回答可）

アジア経済研究所図書館・職員※アンケート（例）

　図書館では、今後の図書館運営および事業改善に役立てるため、アンケートへのご協力をお願いします。

以下の設問について、回答欄の該当する番号を○で囲む(ペーパーでの提出）か、セルを色塗りして（ファイルでの送付）下さい。

氏名　　　　　　　　　　　　　　

３．関心テーマ（複数回答可）

１．図書館の利用頻度（年平均で）

＜改善点等をお書きください＞

その他(具体的に）

6
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６．サービス全般について 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

開館時間 4 3 2 1 0

蔵書検索システム（OPAC) 4 3 2 1 0

書棚の配置・案内表示 4 3 2 1 0

特殊資料の出納・操作説明（マイクロフィルム、地
図、CD-ROM、電子資料）

4 3 2 1 0

カウンターでの対応全般 4 3 2 1 0

貸し出し冊数・期間 4 3 2 1 0

外部の図書館からの借り出し 4 3 2 1 0

外部の図書館への文献複写依頼 4 3 2 1 0

図書館の情報リテラシー研修 4 3 2 1 0

＜改善点等をお書きください＞

７．図書館のWEBサービスについて 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
知らなかっ
たが、今後
利用したい

利用していな
い

図書館ホームページ（公開用）内容、画面デザイン
など

4 3 2 1 0 -1

蔵書検索システム(OPAC)の操作性など 4 3 2 1 0 -1

新着図書・雑誌記事索引リストなど資料リスト類 4 3 2 1 0 -1

新着アラートサービス（Eメールによる新着文献情
報提供）

4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「アジ研出版物アーカイブAIDE」 4 3 2 1 0 -1

アジア動向データベース（Asis DB) 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「日本の経験を伝える」 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「岸幸一コレクション」 4 3 2 1 0 -1

デジタルアーカイブ「1960年代の開発途上国」 4 3 2 1 0 -1

アジ研学術研究リポジトリー（ARRIDE) 4 3 2 1 0 -1

LibNavi(所内用)の内容、画面デザインなど 4 3 2 1 0 -1

＜改善点等をお書きください＞

８．資料購入について（利用の有無、満足度） 非常に満足 まあ満足 やや不満 非常に不満
利用して
いない

緊急資料購入申込み 4 3 2 1 0

所内用OPAC資料購入申込み 4 3 2 1 0

資料企画課窓口への購入依頼（紙ベース） 4 3 2 1 0

現地調査時の資料購入費（図書館予算）の携帯 4 3 2 1 0

＜改善点等をお書きください＞

役に立った
まあ役に
立った

あまり役に
立たなかった

役に立たな
かった

利用して
いない

4 3 2 1 0

　ご協力ありがとうございました。

＜今後の図書館のあり方、期待されるサービス等、ご要望、ご意見を自由にお書きください＞

９．総合役立ち度
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1)経理的基盤 ・財務状況 ・直近３期分および直近の決算期以降入札日が属する月の前月末までにおいて債務超過
の状態にないか。
・累積欠損がないことおよび現在において手元流動性など資金繰りの状態が良好等の経
理的基盤が健全であるか。

- - - 1

2)実施体制等 ・業務責任体制
・責任者及び業務従事
者の配置・能力等
・機構との連絡体制
・個人情報の管理体制

・すべての事項について、もれなく記載している。
・責任者と事業担当者の役割分担、業務遂行に当たっての管理・バックアップ体制、業務
従事者の配置および技能、責任者による点検、セルフモニタリングおよびフィードバックの
体制、機構との連絡体制、再委託先との責任体制、個人情報等の管理体制など運営業務

を遂行するために必要な事項について計画を立案しているか。
・英語の他、中国語（繁・簡）、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、フランス語の資料整理
が可能か。

・責任者は、著作権法について十分な知識を有しているか。
・責任者は司書資格を有しているか。
・責任者は専門図書館または大学図書館等に整理・閲覧業務において管理者（チーフ、
リーダーなど）としての経験があるか。

- - - 2

3)事業計画 ・基本方針
・重視するポイント
・業務全体の管理方法
・業務全体の実施計画
および実施方法

・すべての事項について、もれなく記載しているか。
・専門図書館としてのアジ研図書館の社会的位置づけを踏まえ、今後の運営における質
の維持向上と経費の削減等の創意工夫を入れた業務全体の管理方法、具体的な各業務
の実施方法、業務報告書の作成と提出および業務の引継ぎなど運営業務を実施するた
めに必要な事項について計画を立案しているか。
・計画にはサービスの質の維持向上のための基本的な方針、業務全般において特に重視
するポイントについても記載しているか。

- - - 3

4)実績 ・組織の実績 ・過去5年間に蔵書冊数が20万冊以上の専門図書館または大学図書館の整理業務およ
び閲覧利用者サービス業務の運営実績があるか。 - - - 4

業務共通
1)実施体制 ・業務責任体制

・責任者及び業務従事
者の配置・能力等
・機構との連絡体制
・個人情報の管理体制

・責任者と業務従事者の人数、役割分担、業務遂行にあたってのバックアップ体制等（再
委託する場合は再委託先との責任体制を含む）が具体的に提案され、サービスの質の維
持向上に効果的であることが見込まれるか。
・運営業務にあたって、責任者と業務従事者間、およびグループ参加の場合には、グルー
プ企業間の連絡・報告体制が整っているか。
・業務従事者はパソコン操作（WordおよびExcel必須、Access尚可）に習熟しているか。
・業務従事者は司書資格を有しているか。
・責任者は専門図書館または大学図書館等における整理・閲覧業務の経験が豊富である
か。（5年以上の幅広い図書館業務経験と管理者としての経験があることが望ましい。）
・ 要求水準の達成状況の確認方法や、未達成の場合の回復方法などが適切に提案され
ているか。
・機構との連絡体制および業務従事者への伝達体制が機能的に提案され、必要な時によ
り迅速かつ柔軟な対応を取ることが見込まれるか。
・個人情報等の機密情報をより適正に管理する上で有効と考えられる資格（ISO27001、プ
ライバシーマーク等）を保有しているか。

10 2 5

2)事業計画 ・基本方針
・重視するポイント
・業務全体の管理方法
・業務全体の実施計画
および実施方法

・ 本事業の目的に沿った基本的方針が具体的に提示され、サービスの質の維持向上に
効果的であることが見込まれるか。
・ 特に重視するポイントは、本事業の目的に沿ったものか。
・業務引継ぎ方法、各業務の実施方法、業務スケジュール管理、業務報告書の様式など
の提案が具体的でサービスの質の維持向上に効果的であることが見込まれるか。

10 2 6

3)実績 ・組織の実績 ・複数の専門図書館または大学図書館の運営実績があるか（1つの親機関または大学に
複数附設されている図書館を運営した場合は「１館」とする）。
・ 過去に2年以上継続して専門図書館または大学図書館の運営実績があるか。
・専門図書館または大学図書館の運営実績に基づく知識・ノウハウを、組織的に蓄積・共
有する仕組みが整備されているか。

10 1 7

整理業務
1)実施体制 ・業務責任体制

・業務従事者の配置・能
力

・整理業務の正確性を担保する体制（セルフモニタリングを含む）が整っているか。
・ベトナム語、タイ語、マレー語、インドネシア語、ビルマ語、ラオス語、アラビア語、トルコ
語、ペルシャ語、ロシア語などの資料に対応する体制が適切に提案されているか。
・業務従事者は、NCR、AACR２を熟知しているか。

10 2 8

2)事業計画 ・業務の実施計画およ
び実施方法

・年間の作業スケジュールを立案し、サービスの質の維持向上に効果的な目標設定をして
いるか。
・目標達成を担保するための方策を整えているか。

10 1 9

3)創意工夫 ・業務の実施における
創意工夫

・提案内容は、運営管理費の増大を生じることなく質の向上がはかられ、実現可能性が高
いか。
・業務コスト等削減のための具体的な方策が提案され、実現可能性が高いか。
・仕様書に示した内容以外の独自の提案がされているか。
・各業務間の円滑な連携に配慮されているか。

10 3 10

4)実績 ・業務従事者の業務経
験

・業務従事者は、NIIが実施する目録システム講習会を修了し、「目録システム利用マニュ
アル」、「目録情報の基準」、「目録システムコーディングマニュアル」を熟知しNACSIS-
CATによる作業に2年以上従事した経験を有しているか。
・業務従事者は、NCにオリジナルで書誌データを登録した経験を1年以上有しているか。

10 1 11

閲覧・利用者サービス業務
1)実施体制 ・業務責任体制

・業務従事者の能力
・利用者からの要望や苦情の管理体制（要望の反映、苦情の防止・対応等）の整備および
セルフモニタリング等、利用者を重視し、かつ快適な館内環境を提供するための工夫が提
案されているか。
・業務従事者は、NACSIS-ILLの運用について十分な知識を有しているか。
・業務従事者は、検索方法の案内、所蔵調査に対応する能力を有しているか。
・業務従事者は、英文資料の所蔵検索が可能な程度の英語読解力を有しているか。
・業務従事者は、外国人閲覧者に対応可能な程度の英語のコミュニケーション能力を有し

ているか。
・業務従事者は、個人情報保護や著作権法について十分な知識を有しているか。

10 2 12

2)事業計画 ・業務の実施計画およ
び実施方法

・年間の作業スケジュールを立案し、サービスの質の維持向上に効果的な目標設定をして
いるか。また、その目標達成を担保するための方策を整えているか。 10 2 13

3)創意工夫 ・業務の実施における
創意工夫

・提案内容は、運営管理費の増大を生じることなく質の向上がはかられ、実現可能性が高
いか。
・業務コスト等削減のための具体的な方策が提案され、実現可能性が高いか。
・仕様書に示した内容以外の独自の提案がされているか。
・利用者満足度を高める具体的な方策が提案され、実現可能性が高いか。
・各業務間の円滑な連携に配慮されているか。

10 3 14

4)実績 ・業務従事者の業務経
験

・業務従事者は、専門図書館または大学図書館等で1年以上の勤務経験を有しているか。
・業務従事者は、NACSIS Webcat及びNACSIS-ILLの操作について、1年以上運用経験が
あるか。 10 1 15

(注）
業務従事者が確定していない場合は、雇い入れようとするものの有すべき資格・能力（雇用条件の設定や業務従事者研修体制等）の記述から評価する。

「アジア経済研究所図書館の運営業務における官民競争入札」企画書評価表

項番評価の視点 得点評価項目 乗率加算点
実施要項
区分

①
必
須
項
目
審
査

②
加
点
項
目
審
査
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　従来の実施状況に関する情報の開示

　１　従来の実施に要した経費
　　　　　（単位：千円）

　 常勤職員

非常勤職員

委託費等

減価償却費

退職給付費用

(b) 間接部門費

37,204

4,636 4,317

（注記事項）
1．各費目の内容は以下のとおりである。
 ・人件費：職員基本給、職員諸手当、賞与、社会保険料及び労働保険料事業主負担分
             （常勤職員の人件費は、図書館職員の平均賃金を用いて算出している。)
　　　　　　 非常勤職員1名は、職員基本給、職員諸手当及び労働保険料事業主負担分
 ・物件費：一般消耗品費、図書館消耗品（機構が支給する図書館消耗品を除く）、郵便料金、臨時雇用者賃金等
 ・委託費等：業務委託費、派遣職員雇用費等

2．退職給付費用及び間接部門費は推計の要素を含む参考情報であり、各費目の算定方法は以下のとおりである。
 ・退職給付費用：年間退職給付所要額を職員総数で除したものに入札対象業務の実施に要した人員数を乗じて算出し
ている。
 ・間接部門費： アジア経済研究所共通の間接部門として、経理、人事、システム部門の経費を本入札業務に従事する
常勤職員数の割合により算出している。

3．入札対象業務の内、外部委託を実施している主な事務及び契約金額
（業務委託）　                                                  平成18年度　 平成19年度　　平成20年度
  閲覧業務委託　　　　　　　　　　            　　　　　　　　 15,876千円    15,624千円　     5,303千円
　製本委託　　　　　　　          　　    　　　　　　　　　　   9,974千円      4,843千円      4,936千円
　派遣職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,664千円　　　6,948千円　　 16,768千円
  アジア諸語図書目録の作成　　　　　　　　　　　　　　　　1,167千円
  中国語図書目録書誌データ作成　　　　　　　　　　　      522千円
　
＊閲覧業務は平成20年度8月以降、委託から派遣職員に切り換えたため閲覧業務委託費は減少し、それに対応する派
遣職員費用が増額しているが、表の上では「委託費等」で一括されているため、不分明である。
＊平成18年度には地震による資料破損の被害が発生したため、その対応策として補強製本を大量に行った。そのため
平成18年度の製本合計冊数が5,189冊と平成19年度（2,479冊）、平成20年度（2,526冊）に比べ多く、製本委託費が多額
になっている。
＊平成18年度にはアジア諸語および中国語図書の過去の目録データの整備を集中的に行ったため、目録作成の委託費

4. 電子複写、途上国新聞のマイクロフィルム複製サービスを実施している。これに伴う資料複写収入は7,293千円（平成1

計(a)

8,068

27,415

4,507

100,396

18年度 19年度 20年度

（機構アジア経済研究所図書館）

人件費
63,446

4,098

1,094 0 0

27,007

10,496 6,658

58,533

参
考
値

- -

2,131

93,608

3,384

物件費

57,499

91,572

101,090

-

112,240

(a)＋(b) 119,007
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　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

（機構アジア経済研究所図書館）

　３　従来の実施に要した施設及び設備

18年度 19年度 20年度

7.066 6.8036.616

0

（業務従事者に求められる知識・経験等）
・ 著作権法等図書館運営に必要な法律知識を有する。
・ 英語のほか、整理業務の実施に必要とされる中国語、韓国語、タイ語、インドネシア語、マレー語、ベトナム語、アラビ
ア語、トルコ語、スペイン語、ポルトガル語、フランス語、ロシア語などに精通、資料の受入、整理、閲覧サービスの経験
を有する。
・ 資料の整理にあたっては、図書館分類表の知識を有し、NIIの目録システム（NACSIS-CAT）を用いて、総合目録データ
ベースの構築に貢献できる能力を有する。
・ パソコン操作（Word、Excel等）に習熟している。
・ OPAC（オンライン蔵書検索システム）等の図書館管理ツールを操作、維持できる知識・能力を有する。
・ 外国人利用者に対応可能なコミュニケーション能力（英語力等）を有する。
・ 経費管理の観点から、簿記、備品管理など経理的能力を有する。

非常勤職員

常勤職員

00.399

（業務の繁閑の状況とその対応）
 ・年間を通じて大きな繁閑の変動はないが、毎年度2月から3月にかけて蔵書点検及び配架調整を行うことを前提にス
ケジュール管理を行うことが望まれる。

（注記事項）
 ・入札対象業務に年度を通じて直接従事した常勤職員及び非常勤職員の人数を記載している。
  ・機構が配置している常勤職員は平成18、19年度22名、平成20年度19名だが、官民競争入札の対象業務以外の業務
と兼務しているため、当該業務に携わる比率を考慮して算定している。人員数は以下の算式により算定した数値を記載
している。
　対象業務に係る人数（人）＝年間入札対象業務に要する人日数（超過勤務を含む）÷年間業務日数
　　平成18年度
　　　7.066人＝1,731.172人日÷245日
　　平成19年度
　 　 6.616人＝1,621.018人日÷245日
  　平成20年度
　　　6.803人＝1,653.242人日÷243日

（参考）従来の委託業務における従事者数
・派遣職員　　　2.8人(18年度）、2.0人（19年度）、4.7人（20年度）
・臨時雇用者  　 3.3人(18年度）、2.5人（19年度）、2.7人（20年度）

所在地： 千葉県千葉市美浜区若葉3丁目2-2

建物及び附帯設備
　地上4階地下1階建て（面積 9,151.395㎡）、会議・作業室（2、3、4階各１室）、4階積層書架一式、書架サイン一式、乗用
エレベーター2基、マイクロフィルム保管庫除湿設備一式

備品（閲覧室の主なもの）
　電動式移動書架9基、手動式移動書架3基、木製側版付スチール製書架181台、木製側版付スチール製書架コンセント
付24台、マップロッカー（吊下式）76台、マップケース（抽斗）27台、 複式新聞棚18台、木製（低）雑誌書架複式3層26台、
木製（高）雑誌書架複式6層30台、スチール製新聞棚78台、閲覧カウンター一式、ブックトラック（木製両面）6台、ブックト
ラック（スチール製）12台、記載台1台、新刊展示棚4台、ショーケース1台、円形ソファー4台、ロビー机4台、ロビーチェア6
脚、OPAC用机5連1台、OPAC用机2連1台、OPAC用机2人用6台、円形テーブル(大)3台、(中)2台、(小)4台、閲覧机4人
用16台、閲覧机2人用6台、閲覧椅子135脚、執務机9台、ＯＡテーブル5台、キャレルデスク12台、返却台18台、ピジョン
ホール架4台、ブックディテクション2台、図書返却ボックス1台、踏台脚立37台、コインロッカー6台、案内サイン一式、木
製パーティション一式、スチール製パーティション、カウンター用書架2台、カウンター用スチール製書架3台、展示ケース
5台、展示用掲示板パネル（大）3、（中）4、（小）2、展示用掲示板脚10台、マイクロフィルムキャビネット4台、手動ブライン
ド68台、手動カーテン4枚、パーティション、AVブース2台、ハイテーブル3台、ハイチェア9脚、プリンター台3台、掲示板3
基、ホワイトボード3台、会議・作業机30台、会議・作業椅子72脚、傘立て1台、長椅子1脚、ＡＥＤ1セット、丸椅子10脚、自
立誘導表示板5台、カードボックス6台、くず箱、固定電話機15台、電話台12台、PHS内線電話6台、TV電話装置一式、耐
火金庫、マイクロリーダープリンター3台、地図情報システム機器１式、図書館システム一式、コイン式セルフコピー機2
台、パソコン、ファイルサーバー、ファクシミリ、コピー機、開館案内用イーゼル1台

(注）書架連数では、総計5,414連（図面からの積算）である（移動書架を含む。）。

（注記事項）
 ・機構アジア経済研究所の施設及び設備の中で、建物及び附帯設備、備品は基本的には民間事業者が落札者となっ
た場合は無償で使用することを許可する。
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　４　従来の実施に要したソフトウェア、電子ジャーナル及びデータベース

　５　従来の実施における目的の達成の程度及び利用状況

資料複写枚数（枚） 219,953

来館利用者数（人）

257

5,843

年間開館日数（日）

5,302

1,078

図書館システム等
　OPAC(iLiswave-J)
  NACSIS-CAT
  アジ研デジタルアーカイブス
　　アジア動向データベース－アジア動向年報ウェブ版
　　アジア経済研究所出版物デジタルアーカイブス（AIDE)
    岸幸一コレクション－南方関係軍政・海軍資料
　　近現代アジアのなかの日本－旧植民地関係機関資料
　　「日本の経験」を伝える－技術の移転・変容・開発
　　フォトアーカイブス－1960年代の開発途上国
　　アジ研学術研究リポジトリ（ARRIDE)
　アジ研新聞データベース
　アジ研雑誌記事索引データベース
　アジ研図書館職員用ウェブサイト（LibNavi)
　新着アラートサービス（SDI Service)

電子ジャーナル（作成・発行者）
　JSTOR（JSTOR）
  ScienceDirect（Elsevier）
  Wiley InterScience（John Wiley & Sons, Inc.）
  IngentaConnect（Publishing Technology plc）
  EIU.com（Economic Intelligence Unit）
  Hein-Online（William S. Hein & Co., Inc.）
  NBER New Working Papers（National Bureau of Economic Research）
 
外部データベース
　International Financial Statistics（International Monetary Fund)
　AllAfrica.com（AllAfrica Global Media）
　United Nations Common Database（United Nations Statistics Division）
　United Nations Commodity Trade Statistics Database(United Nations Statistics Division）
　Latin American Newsstand（ProQuest）
　Worldwide Political Science Abstracts(ProQuest)
　Econlit（ProQuest）
  Global Trade Atlas(United Nations Statistics Division）
　World Trade Atlas（Global Information Trade Services社）
　NACSIS-Webcat（国立情報学研究所総合目録データベース）

(注記事項）
・上記の図書館システム、電子ジャーナル、外部データベースは、日常からアジ研図書館運営業務に必要なシステム及
びデータベースであり、これらの操作、検索に習熟し適切に操作できることが作業従事者には求められる。

191,353245,837

38,863

目標・計画 実績目標・計画

253

14,935

5,691

255

利用状況

資料交換機関数（件）

-

39,187資料利用冊数（冊）

1,079 1,082

14,105

- -82%

70%

100%

目標・計画

20年度

-

70% 97%外部利用者満足度 94%

18年度 19年度

実績

図書館資料受入点数（点）

実績

20,053

-

70% 99%

内部利用者満足度

98



（注記事項）
 ・入札対象業務は内外からの図書館利用者への情報提供サービスを主な目的としていることから、アジ研図書館利用
者満足度（お役立度）を達成するべき目標として設定した。なお、本指標は機構の経営方針・目標を設定する際にも活用
しているものである。
・内部利用者満足度は、従来は隔年の実施であり、年度目標等を設定しているわけではないが、参考のため記載した。
・利用状況に掲げた各事項はアジ研図書館の主な活動状況を示した参考数値である。
・資料利用冊数は閲覧利用者が書架から取り出し、返却台に戻した冊数であり、カウンターが出納した冊数とは異なる。
・図書受入点数は購入に限らず、寄贈等で多数受け入れた図書を複数年にわたって処理した点数を含む。
・資料交換機関数は、アジ研図書館が研究所出版物等と資料交換を行い雑誌、図書等を当該機関から受け入れてい
る。
・年間開館日数から資料複写枚数までは、特に数値目標を設定していないため、参考数値として実績のみ掲載した。
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　６　従来の実施方法等

組織図（21年6月現在）
別紙参照

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）
・公共図書館との違いを意識して、専門図書館としての閲覧・利用者サービスの実施。
・目録作成作業において質の確保を図ること。
・NIIの目録システム（NACSIS-CAT)に精通していること。
・現地語資料を的確に処理できること。
・著作権法その他図書館関連法令を十分理解していること。
・一般的なレファレンスについて適切な回答ができること。
・司書資格を有することが望ましい。
・質の向上、人材育成の観点から、長く業務に従事できる人材を確保すること。

従来の実施方法（業務フロー図等）

 収集業務（入札対象外）
選書、購入、資料交換寄贈などによる資料収集

受入業務
ローカルシステムへの新規受入登録

受入業務
ローカルシステムへの新規登録（新聞除く）、欠号
チェック・欠号請求

目録作成業務
NCとローカルの両方に目録および所蔵情報
を登録。分類・件名を付与。

装備業務
請求記号ラベル貼付、盗難防止用磁気テープ装
着 雑誌記事索引採録業務

             採録基準に従い採録

配　　　架

利用者対応業務
利用方法の説明、OPACでの検索方法、館内設備、電子ジャーナル閲覧、その他サービスの案内。閉架式書庫の図書
館資料の出納、目録整理済み、雑誌等の配架。
閲覧環境整備
日々の閲覧室の備品等の点検、
貸出・返却業務
役職員に対する貸出・返却業務、ILL業務
複写サービス業務
館内における複写サービス、郵送による複写サービス、ILLによる複写サービス
蔵書点検
繁忙期を避けて蔵書点検を行う。
製本業務
受入後2年を経過した雑誌についての合冊製本、破損資料の補強製本を行う。
資料補修・劣化対策業務
破損資料について簡易補修を行う。劣化が激しいものについて、閉架書庫への別置などの処理を行う。
統計作成業務
運営業務の実施に伴う、受入統計、雑誌記事索引登録統計、閲覧利用者統計、資料貸出統計、資料利用統計、複写統
計など各種統計類の作成、整備、報告

（索引採録対象）

装備業務

（図書） （雑誌・年刊・新聞）

（閲覧利用者サービス）

（新聞）（雑誌・年刊）

（索引採録対象外）

（新規受入） （継続受入）
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H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20

　 650 481 468 604 738 1,117 272 226 256 1,526 1,445 1,841

3,237 1,757 3,033 2,788 1,654 1,539 433 667 618 6,458 4,078 5,190

1,157 240 493 284 448 700 202 182 140 1,643 870 1,333

503 209 299 205 311 137 3 0 55 711 520 491

1 3 8 136 303 2 28 4 3 165 310 13

14 0 1 16 208 197 67 15 19 97 223 217

3 25 100 67 116 198 10 1 0 80 142 298

63 90 73 19 209 4 9 15 0 91 314 77

97 5 12 77 16 274 10 98 196 184 119 482

2,228 1,634 1,483 1,220 1,495 1,128 102 116 714 3,550 3,245 3,325

7,953 4,444 5,970 5,416 5,498 5,296 1,136 1,324 2,001 14,505 11,266 13,267

H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20

0 0 1 0 0 0 1,976 1,773 1,333 1,976 1,773 1,334

0 6 0 161 80 0 0 0 0 161 86 0

563 0 0 0 0 0 1,046 665 0 1,609 665 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 14 1 2 2 0 0 0 1 2 16

221 168 209 201 137 109 1,379 8 0 1,801 313 318

784 174 224 363 219 111 4,401 2,446 1,333 5,548 2,839 1,668

（２）アジ研図書館蔵書目録データベースでの目録作成実績

インドネシア語図書

人日 人日 人日

66 0 41

72 74 61

115 0 0

24 0 0

24 0 0

0 6 0

7 0 42

34 35 0

0 0 17

平成18年度 平成19年度 平成20年度

７．その他アジ研図書館業務運営に係る基礎情報

11,391

*上記の他、H18年度には国立情報学研究所の遡及入力事業に参加し中
国語図書　5,000冊、タイ語図書2,000冊の遡及入力を実施、業務委託で中
国語図書遡及入力1,000冊を実施した。

12,245

292 249
9

14
0

平成20年度

6
0

67
25
60
0

12
0

5,587
1,090

518
256
167

2,239
298

1
3

1,165
2,935

253

0
794

338
236
46
0

366
11

178
0

5,233
800
186
186

0
0

861
2,654

81
2

14
0

16
33

154
0

6,438
993
871
18

中国語

(図書・年刊・統計資料）
合計

年度

地図（枚）

マイクロフィルム（リール）

マイクロフィッシュ（枚）

年度

（１）受入実績

和　書

洋書（欧米諸語）

購入 寄贈・交換 その他

韓国・朝鮮語

ベトナム語

タイ語

平成18年度

インドネシア語

アラビア語

その他言語
統計資料

合　　計

(製本、地図、特殊資料）

平成19年度

合　　計

ジャワ語図書

その他 合計

ＣＤ－ＲＯＭ

製本雑誌（冊）

和洋図書
中国語図書

ビデオテープ（本）

購入 寄贈・交換

トルコ語図書
ペルシア語図書
タガログ語図書
ベンガル語図書

マレー語図書
ベトナム語図書
ラオ語図書
アラビア語図書

13

韓国/朝鮮語図書
タイ語図書

CD-ROM
DVD
ビデオテープ
マイクロフィルム

合計

和雑誌単発（XJA)

年刊類
統計資料

3
0

382
342
27
0

611
13,497

職業等

中国語

ラオス人

ロシア語及びス
ラブ系諸語

ロシア語通訳・翻訳 －

中国語学科学生
韓国人留学生（3名）

ラオス語

トルコ語・ペル
シア語

韓国語*

（３）多言語整理業務補助に要した臨時雇用者数

ラオス人留学生

タイ人留学生、タイ語通
訳・翻訳(2名)

－
0トルコ語・ペルシア語を

担当とする図書館非常
勤職員

－
16

職業等職業等

－

中国語学科学生
韓国人留学生(2名)

－

－
韓国人留学生(3名)

－

セルビア語
セルビア・クロアチア地
域研究を専門とする大
学院生

－ －

アラビア語語学講師 0

図書目
録作成
補助

ポーランド語 ポーランド語語学講師 －

0

－

アラビア語* 45 アラビア語語学講師 40

スペイン語 － スペイン語学科学生 －

－

タイ語 0
－

0
－

54

中国人大学院生、中国
語学科学生（2名）

49 中国語学科学生

ベトナム語
ベトナム経済を専門と
する大学院生

ベトナム語学科学生(3
名)

48 中国語学科学生

ビルマ語 － － ビルマ語学科学生

雑誌記
事索引
作成補
助

中国語 66
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383

入力年度 英語 日本語 中国語 スペイン語 韓国語 ポルトガル語 フランス語 アラビア語 インドネシア語
ドイツ

語
マレー語 トルコ語 タイ語 クメール語

平成18年度 6,836 3,277 2,513 622 426 252 195 170 0 5 0 6 0 0
平成19年度 6,782 3,241 2,485 831 307 143 183 212 79 8 24 1 1 1
平成20年度 6,787 2,664 1,840 668 299 159 150 0 98 14 0 0 3 0

*NACSIS-ILLによる相互貸借の貸出実績（ランキング）は、平成18年度は全登録組織数1514館中14位、平成19年度は1537館中6位、平成20年度は1554館中8位。

*NACSIS-ILLによる相互複写の受付実績（ランキング）は、平成18年度は全登録組織数1514館中361位、平成19年度は1537館中386位、平成20年度は1554館中400位。

平成18年度

平成19年度

平成20年度

※多言語整理業務においては、臨時雇用者がデータ入力を行い職員がチェックする場合と、職員がデータ入力から全て行っ
ている場合がある。臨時雇用者を雇用するかどうかについては、当該言語の受入冊数の多寡や職員の配置による。各年度
の言語毎の整理冊数および雑誌記事索引採録件数については（２）ローカルシステムでの目録作成実績および（７）雑誌記事
索引言語別採録件数を参照。
※臨時雇用者は、近隣の大学（神田外国語大学、放送大学、千葉大学等）での募集、「われわれの館」（図書館求人情報サ
イト　http://www5b.biglobe.ne.jp/~wir/）への求人情報の掲載、既に雇用している臨時雇用者からの紹介を通じて、雇用して
いる。

20.8 35.8 9.2

56.1

32,612

平成20年度 5,843 22.6 28.5 36.9 11.814.1

12.8

21.6 53.6 10.5

5,351

589,921 446 1,178

平成２０年度

平成１９年度

平成１９年度 14,998

290

件 枚

平成１８年度

平成２０年度 12,910 137,836

年度

166,671
平成１８年度

16,158

枚

866

件

郵送等受付

1,009

1,997 33,081 73415,684

36,768

（６）NACSIS-CATレコード調整件数

（４）NACSIS-CATへの所蔵登録件数

年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

枚
167,654

新規書誌登録件数

246,254

図書

3,407

（５）NACSIS-CATへの新規図書書誌登録件数

6,521平成20年度
＊平成18年度にNACSIS-CATへの遡及入力を実施した。そのため、平成18年度の
図書には遡及入力件数が含まれている。

6,16746

件数
202

雑誌

6,121110

累計

平成19年度
6,011平成18年度

件数
69,795
8,134

累計
231,599
239,733

＊平成18年度にNACSIS-CATへの遡及入力を実施した。そのため、平成18年度に
は遡及入力件数が含まれている。

（８）利用者統計

年度
来館者数 職業別割合（％）

外国人の割合 (%)
外部閲覧者

平成20年度
＊平成18年度、平成19年度は数値がとれない。

（７）雑誌記事索引言語別採録件数

＊ドイツ語、トルコ語、タイ語、クメール語については、現在は採録対象ではない。

その他

平成18年度 5,302 20.3 31.119.6

NACSIS-ILL 他のＩＬＬ

平日平均 土曜平均（人） 大学関係者 民間企業

（９）館外貸出・館内閲覧利用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（冊）

49.0

平成19年度 5,691

901 134

9.1

年度 役職員
サテライトでの

閲覧
外　　部 館外貸出

（合計）
館内閲覧

外部委員等

平成18年度 9,167 632 227 11,061 n.a.
平成19年度 9,119 528 234 1,279 64 11,224 27,639

平成20年度 27,294

（１０）複写サービス

スタッフ・コピー NACSIS-ILL
年度

11,893

件 枚
セルフコピー

8,334

65,009 809 203 2,860

3,685 34,630 622 5,948
2,383 31,897

4,300 1,575 4,919

（１１）蔵書点検

580 5,462

12,704

件

2,006

＊上記は蔵書点検 実施直後の結果。

蔵書点検対象 不明資料(冊） 配置場所変更(冊） 未登録資料（冊）

平成１９年度
平成２０年度 273,206

2,526

＊平成１８年度は蔵書点検を実施せず。

（１２）製本

合冊・補強製本合計（冊）

5,189
2,479

14,298

12,682

合計（件）

14,302

*アラビア語及び韓国語図書目録作成補助の臨時雇用者は、アラビア語・韓国語の雑誌記事索引作成補助も行っており、双
方の業務に要した人日が計上されている。
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入札実施部門

入札参加部門

アジ研図書館担当理事

総括審議役
（経理担当）

管理課長

研究人材課長

アジ研研究企画部担当理事 研究企画部長

総務部（経理）担当理事

資料整理課長

専任調査役

資料サービス
課長

図書館長

内部委員
（2名）

総務部（総務）担当理事

研究管理課長 研究管理課課長代理 課員

総務部長

総括審議役

主幹（契約担当）

独立行政法人日本貿易振興機構組織図（アジア経済研究所研究企画部及び図書館　等）

研究企画課長

理事長

課員
（1名）

課員

専任調査役
(契約担当)

総合評価審査委
員会

資料サービス課
課長代理

課員
（1名）

課員
（1名）

課員

課員

資料企画課長
資料企画課
課長代理
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【様式１】 
アジア経済研究所図書館運営業務企画書 

 
１．組織的基盤に関する事項 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（実施要項５．（２）②イに係る事項）（評価表項番１） 
・事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構成等（入札グループで

参加する者はすべてのグループ企業） 
・他の者との間で、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成 18
年 7月 5日政令第 228号）第 3条に規定する特定支配関係にある場合はその者に関する
上記情報（該当する場合のみ） 

Ⅱ．記載方法 
・入札グループで参加する場合は適宜追加し、すべての企業の下記項目について記載する

こと 

①会社名  

②代表者名  

③事業概要 

 

④従業員数  
⑤事業所の所在地  

⑥代表者略歴 

 

⑦主要株主構成  

⑧その他 

 

  
  

(注)実施要項５．（２）②ロに基づく登記事項証明書他を添付し、会社概要などもあれば添付すること。 
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【様式２－１】 
２．実施体制 
（１）業務責任体制（再委託等の場合はその運営管理の方法を含む） 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５、８、１２） 

・責任者、業務従事者数、役割分担、業務遂行にあたっての管理・バックアップ体制等 

・業務の一部を第三者に委託し、または請け負わせる場合の運営管理の方法（委託業務の範

囲、理由、業務報告の徴収など） 

Ⅱ．記載方法 

・必要に応じて実施体制のイメージ図を記載すること 

・業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入すること 

・適宜、用紙を追加して記入すること 

（※業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入する） 
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【様式２－２】 
 

（２）責任者の配置および能力 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５、８、１２） 

・責任者の配置および能力（業務分担、業務経歴、取得資格、図書館業務に関する専門知

識・適格性、特記すべき能力など） 

・雇用の形態 

Ⅱ．記載方法 

・「業務区分」には、業務共通、整理、閲覧利用者サービスのいずれかを記入すること。 

・「業務従事場所」はアジ研図書館外で従事する場合の勤務場所を記入すること。 

・業務ごとに責任者を配置する等、責任者が複数となる場合には、一人につき 1枚作成する

こと。 

業務区分 （※業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの別） 

本運営業務における役割  

現所属・役職  

業務従事場所  

司書資格  専門図書館等経験年数  

整理業務経験年数  閲覧業務経験年数  

著作権講習等  

※過去に勤務した専門図書館または大学図書館での経歴、図書館業務に関する専門知識・経験（AACR2、NCR、

NACSIS-CAT運用経験、NII目録システム講習、NACSIS-ILL運用経験、NACSIS Webcat運用経験等）、言語能力

（英語以外の習得言語、英語コミュニケーション能力等）、経験（製本業務、補修等）、適格性、特記すべき能力な

ど 
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【様式２－３】 
 

（３）業務従事者の配置および能力 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５、８、１１、１２、１５） 

・業務従事者の配置および能力（業務分担、業務経歴、取得資格、図書館業務に関する

専門知識・適格性、特筆すべき能力等） 

・雇用方針、研修体制等（配員が決まっていない場合） 
Ⅱ．記載方法 
・Ⅰで示した記載内容は、業務共通、整理業務、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記

載すること。 

・それぞれの業務において、どのような業務従事者を配員するのか（配員対象が決まって

いればその能力・資格、業務経歴等、決まっていなければ全業務従事者に共通した雇

用方針や研修体制等）をわかりやすく記載すること。 

・業務従事者の能力・資格、業務経歴については、わかりやすく箇条書きにすること。 

（※業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入する） 
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【様式２－４】 
 
（４）運営業務のセルフモニタリングを含む質の担保方法 

記載内容 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５、８、１２） 
・要求水準が達成されているかどうかを確認する方法、および要求水準が未達成の場合の

対応の仕方等 
・質の維持向上と経費削減のために、民間事業者が本運営業務を実施する上で、正確性を

担保する、あるいは利用者満足度を向上させるための方策 
Ⅱ．記載方法 
・整理では、受入、目録、装備等の各業務について、正確性を担保するための方策を記入

すること。 
・閲覧・利用者サービスでは、利用者満足度の向上を図るための方策を記入するほか、製

本の正確性を担保するための方策を記入すること。 

（※整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入すること。） 
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【様式２－５】 
 

（５）機構との連絡体制 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５） 
・連絡体制（アジ研図書館との窓口、事業者内での情報伝達方法等）、月例報告会等の実施

方法、緊急時の連絡体制 
Ⅱ．記載方法 
・必要に応じて機構との連絡体制のイメージ図を記載すること 
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【様式２－６】 
 

（６）個人情報等の管理体制 

留意事項 

Ⅰ．記載内容（評価表項番２、５、１２） 
・実施要項 5．(2)②ハおよび１０.（5）「秘密を適正に取り扱うために必要な措置」を行う
ための基本的な考え方や、想定している措置の概要等 
・個人情報等の機密情報を適切に管理するために有効な資格（ISO27001、プライバシー
マーク等） 

Ⅱ．記載方法 
・必要に応じて個人情報等の管理体制のイメージ図を記載すること 
・記載する分量は 1枚以内に収めること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 個人情報等の機密情報を適切に管理するために有効な資格を保有している場合は以下に記載すること

（行は適宜追加） 

資格名 登録日 有効期限 登録番号 登録範囲（対象部門・業務等） 
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【様式３－１】 
３．事業計画 
（１）質の維持向上のための基本的な方針、重視するポイント 

記載内容 

Ⅰ．記載内容（評価表項番３、６） 
・専門図書館としてのアジ研図書館の社会的位置付けを踏まえ、今後の運営における質の

維持向上と経費の削減等のために、民間事業者が本業務を実施する上での基本的な方針、

重視するポイント 
Ⅱ．記載方法 
・業務共通について記入すること 
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【様式３－２】 
 
（２）業務全体の管理方法および実施計画 

記載内容 

I．記載内容（評価表項番３、６、９、１３） 
・【様式３－１】に記載した基本方針やポイントを踏まえた各業務の管理方法 
・【様式３－１】に記載した基本方針やポイントを踏まえた各業務を実施するための年間計

画 
Ⅱ．記載方法 
・具体的な方法、スケジュールによる各業務の適正かつ円滑な実施のための方策を記入す

ること。想定する業務フロー図などを用いて記述する事も可。 
・業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入すること 
・特定の業務を実施するためにスポットで調達する人材などがあればそれも記入すること
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【様式３－３】 
 

（３）運営業務の実施方法 

記載内容 

Ⅰ．記載内容（評価表項番３、６、９、１３） 
・【様式３－１】および【様式３－２】に記載した事項を踏まえた各業務の実施方法 
Ⅱ．記載方法 
・整理、閲覧・利用者サービス毎に各業務の実施に係るポイントなどを記入する。 

（※整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入すること。） 
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【様式３－４】 
 

（４）運営業務に関する業務報告書および業務の引継ぎ 

記載内容 

Ⅰ．記載内容（評価表項番３、６） 

・機構に提出する業務報告書および月例業務報告会についてアジ研図書館との連絡体制の

観点から書くこと。 

・業務の引継ぎ方法 

Ⅱ．記載方法 

・業務報告書（日報、業務月報、四半期毎の報告書、年度総括報告書）について記入する。

・機構との引継ぎ、および契約期間終了後の新たな官民競争入札により落札した者との引

継ぎに関することを記入する。 
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【様式４】 
４．アジ研図書館運営業務の実施における創意工夫 

記載内容 

Ⅰ．記載内容（評価表項番１０、１４） 

・民間事業者がアジ研図書館運営業務を実施するにあたって、運営経費を増大させるこ

となく質の向上を図る改善提案。 

Ⅱ．記載方法 

・業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に、具体的な改善方策を記入する

こと。 

・改善方策の実現可能性、期待される効果、経費節減についても記入すること。 

・実施体制、事業計画に既に記入していても、創意工夫として効果があると判断するこ

とを記入すること。 

（※業務共通、整理、閲覧・利用者サービスの各項目毎に記入する。） 
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【様式５】 
５．実績 
（１）組織の実績 

記載内容 Ⅰ．記載内容（評価表項番４、７） 
・過去 5ヶ年のうちに、（継続的に 2年以上が望ましい）専門図書館、大学図書館等を円滑
かつ確実に運営した実績の内容 

・図書館の運営実績に基づく知識・ノウハウを組織的に蓄積・共有する仕組み 
Ⅱ．記載方法 
・ 記載する分量は 2枚以内に収めること 

※以下に図書館の運営実績を記載（必要に応じて行を追加すること） 

図書館名 契約期間 蔵書数 運営概要 

    
 

    
 

 
 

   

※特記事項 
 
 

※図書館の運営実績に基づく知識・ノウハウを組織的に蓄積・共有する仕組み 

 

116


	6-4.pdf
	6-4表紙.pdf
	アジ研実施要項.pdf
	０１要項
	０２仕様書
	０３消耗品
	０４アンケート
	０５評価表
	０６情報開示
	０６-2情報開示
	０７組織図
	０８様式


	091104-6-4-2.pdf
	6-4.pdf
	6-4表紙.pdf
	アジ研実施要項.pdf
	０１要項
	０２仕様書
	０３消耗品
	０４アンケート
	０５評価表
	０６情報開示
	０６-2情報開示
	０７組織図
	０８様式






